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本当に思いがけない一年を過ごしてきまし
た。今もなお、先の読めない日々の中で現場
の苦闘は続いています。新型コロナウイルス
感染症は、「人の存在」をリスクと思わざるを
得ない日々を私たちに強いました。「他者との
距離（ソーシャルディスタンス）」が「自分の
安全」につながると考えました。しかし、こ
れは「人は独りでは生きていけない」という
人間の本質に反したようなあり方でした。

国は、様々な策を講じ対応に追われました。
種々の給付金や貸付金が準備され、多くの人
がそれによって支えられました。「生活保護は
国民の権利」と厚労省が呼びかけたことも、
この事態がどれほど緊迫状態にあるかを示し
ています。事実自殺者数は、11 年ぶりに増加
に転じ、特に女性の自殺者が増えました。コ
ロナは誰彼構わず感染します。しかし、その
影響は、以前からあった格差や貧困に即して
表出します。もともと社会に存在した矛盾や
脆弱性が現れたのです。

私たちは、気付いたのではないでしょうか。
私たちは、コロナの緊急事態の中で「生活困
窮者自立支援の本質」とは何であったのか考
えたのではないでしょうか。「給付がない」は、
この制度の最大の特徴でした。これまで住居
確保給付金や一時生活支援など「給付」に当
たるものは、脇役的存在でした。しかし、今
回の事態の中、急場を支えたのは、従来日本
の社会保障の内実であった「現金給付と現物
給付」であり、現場は、これまであまり経験
してこなかった給付に関する事務に追われま

した。だからこそ私たちは、給付だけで人が
立ち上がることは困難であるという現実を再
認識したのだと思います。「人が人を支える」。
これが生活困窮者自立支援の本質です。だか
ら、現場のジレンマは筆舌に尽くし難く、そ
の闘いは今も続いています。給付期限や返済
期限が迫るこれからが本番なのだと思います。

しかし、これを現場で経験した人たちこそ
が今後のあるべき地域共生社会を提言し、創
造することが出来るのです。ポストコロナは、
従前の問題や矛盾という宿題を済ませ、二度
と宿題を抱えない社会を創造する道行です。
それは急場で苦闘し続けた人たちに与えられ
た特権です。

第７回生活困窮者自立支援全国研究交流大
会は、感染防止の観点からオンラインで実施
されました。苦渋の決断でしたが、スタッフ
の努力や参加者の協力も経て無事に終了する
ことが出来ました。関係者に心より感謝を申
し上げます。

大会テーマは、「コロナウイルス禍のクライ
シスに抗い、つながりを紡ぎ生きる希望を（住
民と）共に生みだそう」でした。大会終了後、

「つながり」という言葉を噛みしめています。
つながりが希望を生む。そう、私たちは、希
望を生む仕事を担っているのです。つながり
続ける。それがコロナへの抗いであり、これ
までの矛盾に満ちた社会への抗いなのだと思
います。

次回大会では、皆が一堂に集えることを祈っ
ています。お疲れ様でした。
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生活困窮者自立支援全国ネットワークの

第７回研究交流大会は、新型コロナウイル

ス感染拡大の中で初のオンライン開催とな

りました。これまでのように一堂に会して

交流出来なかったことは大変残念ではあり

ましたが、2 回の全体会と 8 つの分科会はい

ずれも盛況で、対面式の会議とはまた異なっ

た形で議論を深めることが出来たのではな

いかと思います。

コロナ禍がもたらした経済的困難は、こ

の国の弱い立場の人々に特に大きな打撃と

なりました。そして、生活困窮者自立支援

の制度に関わる多くの方々が、獅子奮迅の

働きをして事態に対処してきました。自立

相談支援件数は、昨年 4 月から 9 月までに

39 万件を超えて前年から 15 万件以上の増加

となり、住居確保給付金は昨年 4 月から 10

月の間に 11 万件の給付があり、前年と比べ

て 25 倍になりました。

制度に関わる多くの現場では、人員の加

配もないままに、支援員の皆さんが、ウイ

ルス感染のリスクや不安と闘いながらこう

した業務をこなしてきました。相談者には、

たとえば営業自粛で経営の行き詰まった自

営業者など、これまでとは異なった層の方

も多くなりました。支援現場では、過大な

業務からの疲労感のみならず、書類業務な

どに多くの時間を取られて、本来目指して

いた寄り添い型の支援が果たせないことへ

焦燥感が募ったという声も多く聞きます。

いずれにせよコロナ禍は、生活困窮者自

立支援制度が社会の瓦解を防ぐ上でいかに

重要な防波堤であるか改めてはっきりと示

しました。そして同時に、この制度が本来

の役割を担い、その力を発揮させていくた

めの多くの課題を改めて浮き彫りにしたと

いえるでしょう。

今回の研究交流大会、特に各分科会では、

こうした支援現場の状況に耳を傾けつつ、

新たな課題を明確にして共有していくため

の議論が続けられてきました。そのことは

この報告書にも示されているとおりです。

さらに全国ネットワークとしては、支援現

場が直面してきた困難を少しでも軽減する

道を整理し、この制度を機能させていくた

めに、国への要請文をまとめ、2021（令和 3）

年の年明けに厚生労働大臣に提出しました。

詳しくはこの報告書（P6 〜 8 参照）や全

国ネットワークホームページ上の要請文を

お読みいただくとして、ここではこの間に

巻 頭 言

（中央大学 法学部 教授）

生活困窮者自立支援
全国ネットワーク

代表理事
宮本　太郎

浮上した課題のうち、制度そのもののこれ

からのあり方とも関わる、分科会の枠を超

えた大きな課題についても触れておきたい

と思います。

第 1 に、相談支援と経済支援との関係で

す。ここ一年の経験からは、住居確保給付

金に加えて、生活福祉資金の特例貸付など

が、経済的困窮が急速に広がるなかでの支

援にいかに重要かが示されました。いずれ

もコロナ禍への対応としてこれまで給付の

対象や水準を引き上げてきましたが、ここ

に来てこれが本則に戻る傾向もみえていま

す。しかし、こうした経済的支援が自立相

談支援と一体化して活用できる条件が整え

られる必要があります。

第 2 に、オンラインを含めたアウトリー

チの多様な形の重要性です。特にコロナ禍

の中で飲食業などの営業自粛もあり、行き

場を失った若年層女性の困難が問題となっ

ていますが、ある支援団体の方が、彼女た

ちにとってはスマホでアクセス出来ない制

度は存在していないのも同じ、という言い

方をしていたことを思い出します。ちなみ

に今回の研究交流大会では、プレ企画とし

て支援現場同士の交流も含めた討論企画を 2

度行いましたが、そこでもオンラインなど

の活用で効果的な相談支援を行っている現

場の事例が紹介されました。

第 3 に、自治体や国との連携のあり方です。

コロナ禍への対応を通して、支援事業の現

場（委託であれ直営であれ）と自治体の全

庁体制、そして国との連携をいかにつくり

だしていくかという課題も浮き彫りになり

ました。

包括的な相談支援がその役割を果たして

いくためには、自治体の全庁的な理解と援

助が不可欠です。またコロナ禍の支援現場

を念頭に、政府の 2020（令和 2）年度第 2 次、

第 3 次の補正予算では、様々な事業が組ま

れましたが、これも自治体が能動的に事業

を担っていくことがなければ現場には届き

ません。ところが人的な体制からいっても、

予算面からいっても、自治体にはその余力

がない場合もしばしばなのです。

もちろんこうした大きな課題は一朝一夕

に解決出来る問題ではありません。しかし、

コロナ禍の経験を、確実に生活困窮者自立

支援制度の発展に役立てていくためにも、

こうした大きな制度発展の方向性を念頭に

置きつつ、さらに議論を進めていくことが

求められます。いつものように、この報告

書がそのための一助となることを願ってい

ます。
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令和３年１月吉日 
 
厚生労働大臣 

田村 憲久 様 
 

一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 
代表理事 岡﨑 誠也 
代表理事 宮本 太郎 
代表理事 奥田 知志 

 
 

コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請 

 
 新型コロナウイルスの感染拡大は全国的に新たな広がりをみせ、地域においては深刻な
生活困窮に直面する人々が引き続き増大しています。生活困窮者自立支援制度に係わる支
援現場では、きわめて厳しい条件のもとで、一人でも多くの住⺠の生活支援をと全力を投
入しています。 

しかし、コロナ禍の引き起こした生活困難はこれまでの想定を大きく超えたものであり、
多くの支援現場の実情は、深刻な事態となっています。 
 ２０２０年４月から９月に自立相談支援機関が対応した新規相談件数は４０万件近くと
なり、同じ時期に住居確保給付金の支給は１０万件を超えて前年度比で２５倍以上になり
ました。全国社会福祉協議会地域福祉部が、自立相談支援事業を実施する都道府県・市社
協に対しておこなった調査では、同じ期間での相談受付件数は前年度比で２倍近くになっ
ています。 

ところがこの全国社会福祉協議会の調査では、相談員の加配など体制強化があった事業
所は２６.９％に留まり、人口２０万人以上の市の社協では７６.５％が時間外労働が加重に
なっていると回答しています。 

本ネットワークの事務局がおこなった聞き取りでも、自立相談支援、家計改善支援の事
業所から、「相談件数の増加や住居確保給付金の書類業務等で相談支援がかたちばかりにな
ってしまう」「残業しても業務が終わらない」「疲労やストレスで帰宅後も精神的に辛い」
という声が数多く寄せられています。 

感染拡大からほぼ一年が経過しつつある現在、雇用者数はひとり親世帯を中心に大きく
減少しており、また経営に行き詰まる事業者も拡大するなか、生活困窮が深刻化する人々
が急増しています。そのような時期に、対象を広げ期間も延⻑されてきた住居確保給付金
や生活福祉資金の特例貸し付けについては、多くの人の受給期間が終了しつつあります。 

さらに住居確保給付金については、支給対象の求職要件が復活し、生活福祉資金の特例
貸し付けについては、返済免除の条件が確定しないままです。支援の現場では、これから
より深刻な困窮問題に対処せざるをえないのに、経済的支援の手段が縮小し、また給付や
返済をめぐって情報が交錯するなか、不安も募っています。 

生活困窮者自立支援制度が、その真価を発揮することが期待され、支援者もまた期待に
応えようと必死の努力を重ねているその最中に、制度を支えるべき資源が依然として足り
ず、あるいは縮小し、当事者と支援者が共倒れしかねない状況が広がっているのです。 

 
生活困窮者自立支援制度がこうした事態に対処し、本来の役割を発揮して地域を支える

ことができるように、私たちは次のことを要請します。 
 

１ 生活困窮者自立支援制度に係わる支援の現場が、包括的で継続的な支援を実現できる
ように、人員の加配や超過勤務（休日出勤含）への対応を行うための資源の充当をすす
めること。とくに委託事業の場合は年間の委託費が定められており、今回のように想定
をはるかに超える超過勤務等が発生した場合、人件費の手当てが出来ないために、追加
的な措置が不可欠である。直営であれ委託の事業であれ、自治体が現場の状況を把握し、
必要な対応を講じるように促すことも必要である。 

 
２ 住居確保給付金については、深刻な生活困窮に陥りあるいは住居を失いかねない住⺠

が増大し続けている現実を鑑み、引き続き十分な財源の確保と給付対象についての柔軟
な運用をはかること。また、支援者が正確な情報を得て、明確な見通しをもって支援に
あたることができるように、特段の配慮をすること。 

 
３ 生活福祉資金の特例貸付の扱いについても、広がる困窮の実態に見合った運用と返済

免除条件の確定をすすめると同時に、支援者への情報提供をおこなうこと。相談者が十
分な支援を受けることなく無理な返済を求められ、現場も償還に関連する業務に追われ
るなどして本来の支援が困難になるという事態は、何を置いても回避されるべきである。
併せて、適切な返済計画や償還免除申請等により家計再建を図るため、家計改善支援事
業を強化推進すること。 
 

４ 新型コロナウイルス感染拡大の現状をふまえ、窓口のクラスター化を防ぐためにも、
十分な空間確保と感染防止手段の徹底がおこなわれるように改めて対処すること。 

 
５ オンラインでの相談対応や手続きなど、支援の質を高め、書類関連の業務負担を軽減

することができるように、情報インフラの整備をすすめること。 
 

コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請

2021（令和3）年1月7日、（一社）生活困窮者自立支援全国ネットワークは、厚生労働大
臣宛に「コロナ禍の新段階における生活困窮者自立支援制度への要請」を提出しました。
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プレ企画プレ企画

第 1 回  │  2020 8/30 ㊐ 14：00 ～ 16：00

第 2 回  │  2020 9/22 ㊋ 14：00 ～ 16：00

第 1 回  │  2020 8/30 ㊐ 14：00 ～ 16：00

第 2 回  │  2020 9/22 ㊋ 14：00 ～ 16：00

６ 例えば自立相談支援機関等の強化事業の補助裏について、新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金が措置されたことも先例として、自治体が、補正予算や新年度
予算による支援関連の各種事業を活用しやすくするための財政支援を図ること。 

 
７ 自治体が地方独自のきめ細やかな支援制度が行えるように、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金を継続して、自由度の高い財政支援を図ること。 
 
８ 生活保護について、偏見の是正や申請手続きの周知を図るなど、安心して利用できる

ように強化推進すること。併せて、生活困窮者自立支援制度と連携強化を図ること。 
 
９ 新型コロナウイス感染症の影響を受け、業務が増大する相談支援の現場で働く相談員、

職員に対し慰労金支給を検討すること。 
 

以上 

プレ企画
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オンラインでの 2 回企画となったプレ企画

は、「コロナ禍の今、生活困窮者自立支援制

度があったからこそ総合的に支援で出来て

いる。この危機を乗り越えるために、現場の

皆さんと意見交換していきたい」という中央

大学の宮本太郎さんの言葉で幕を開けた。

はじめに、高知市長の岡﨑誠也さんから、

日本の支援の現状について、給付や貸付で

しのいでいるが、その期限が切れる時にセー

フティネットをつないで、途切れない支援を

していくことの重要性について話があった。

また、研修委員で渡米３年目の鈴木晶子さ

んからは、アメリカの現状について、日頃の

社会的格差がコロナ禍での死亡率や罹患率

に表れており、感染拡大が深刻化すること

への懸念も含めて厳しい状況が紹介された。

参加者が Zoom のブレイクアウトルーム機

能を使い、8 グループに分かれて情報交換し

た後は、宮本さんを進行役に、チャット機能

を併用して全体で意見交換が行われた。

ウィズコロナでの支援については、Zoom

や LINE などを活用している例や、メール・

郵送の活用例、また緊急度や必要性に応じ

て予約制を取り短時間で対面支援を行う工

夫が紹介された。相談者の個人情報の問題

やインターネット環境の差はあるが、若い世

代や相談者によっては対面以外の支援の可

能性があることや、相談窓口の情報がネット

第 2 回プレ企画は、自治体からの参加者

も多く、「コロナ禍での行政との付き合い方

を考え、出来ている支援ばかりでなく、出

来ないこと、つらいことも出し合おう」と

いう宮本太郎さんの声かけで始まった。

高知市の現状について、岡﨑誠也市長及

び市職員から「総合支援資金は延長貸付申

請の段階に入り、1 か月分の件数・金額がリー

マンショック時の１年分に相当する。最長

でも 9 か月で支給期間が終了となるため、

年末頃から生活保護申請が急増する懸念が

ある。そのための体制や生活保護を望まな

い層への支援について準備しておく必要が

ある」との話があった。

その後、参加者は 8 グループに分かれて

意見交換し、その内容を宮本さんの進行の

もと全体会で報告し合って共有した。自営

業者など新たな相談者層への支援のあり方

や、外国籍の人への支援のノウハウの不足、

就労支援先の確保、時間をかけて課題を明

確にしていく本来の支援が出来ない苦悩、

学習支援の場の閉鎖により子どもの課題を

発見する機会が減少していることへの危惧、

相談員の疲弊、今年度研修が実施されない

中でこの仕事に就いた新人の育成やアフ

ターフォローの必要性、全国的に大都市も

地方も共通する課題があることなど、それ

ぞれの現場から出された悩みや課題、気付

検索でヒットする工夫にも話が及んだ。

また、相談現場では、コロナで急に仕事

を失った自営業者、飲食業者など、これまで

の相談者像とは異なる対象者に対して、連

携先や配慮する点にも変化があることや、外

国籍の相談者が増加していることへの課題

が出された。

食料支援については、地域の住民・企業

から食品ロスのお米や乾物、カップラーメン

などをいただいた例や、生協との連携の提

案、フードドライブの配布方法や受け取り方

の工夫などを共有した。

居住の支援では、一時生活支援用の住居

確保のために自治体でアパートを借り上げ

た例や公営住宅を活用した例、ホームレス

支援団体や居住支援団体と連携している例

などが紹介された。

NPO 法人抱樸の奥田知志さんからは、コ

ロナ禍で一時生活支援事業の対象者が一般

化され、この機会に３割しか実施されていな

い一時生活支援事業を広げる必要性や、こ

の先困窮者支援と生活保護の現場がどちら

もパンクしないような一体的な支援のあり

方が投げかけられた。

チャット上では、就労支援先の確保、支援

システムについての要望、行政との連携、家

計改善支援についての論点が挙げられ、第 2

回プレ企画につながる議論となった。

きが話題となった。

続く全体の意見交換では、自治体の相談

支援現場の連携と分担が一つ目のテーマと

なり、相談体制増員のための行政からの人

的支援の事例や、事務作業は自治体が担い

アセスメントは相談支援員が担当して役割

分担をしている事例を共有。本来の相談支

援業務が出来ないことの悩ましさと、今後

必要になる事柄などについて議論を深めた。

また、貸付の延長が切れる年末頃から生

活保護申請が一気に増える懸念について、

外国人労働者のシェアハウスが世帯扱いに

されることをはじめとして、従来の基準を

外れた生活の実態に生活保護も対応する必

要があること、収入が途絶えると途端に生

活が苦しくなる層があること、非正規の雇

用がその一因でもあること、複合的な困難

を抱える困窮者の多くはコロナでなく本来

持っていた課題があることなどが意見交換

された。

さらに、生活保護申請が急増した場合に

体制や支援が追いつくのか、生活保護の支

援と自立の支援はもっと連携すべきではな

いか、連携の仕方や任意事業と自立支援が

三位一体で連携していくことが必要ではな

いかという意見も出された。現状とこれか

らの支援への課題を共有する第 2 回プレ企

画となった。

プレ企画プレ企画第1回第1回
2020

14：00～16：00
308

日 プレ企画プレ企画第2回第2回
2020

14：00～16：00
229

火
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12 第7回生活困窮者自立支援全国研究交流大会 報告書

開会挨拶開会挨拶 午前午前

開会挨拶午前

開会挨拶

提言1

提言2

提言3

提言4

前半シンポジウム

1全 体 会

午 前 の 部
2020 11/15㊐
10:00 ◀ 12:00

コロナの感染拡大に並行して生活困窮の
拡大の波も高まっています。一つは雇用の
不安定化に伴う波で、もう一つは所得の低
下に対して制度が十分にカバー出来ていな
い部分があると同時に給付の期限切れが近
付いているという波です。二つが重なり、
地域では生活困窮と孤立の危機が広がって
います。

そうした中、防波堤になっているのが生
活困窮者自立支援制度であり、その防波堤
を支えてくれているのが皆さんです。

現場は、業務が終わらない、書類業務に
時間を取られて支援対象の皆さんに寄り添
いきれない、夜の街で活躍していた人など
想定外の人が窓口に現れる事態で制度が対
応しきれない、感染リスクがある、という
大きく四つのストレスにさらされていると
思います。

今大会はこうした最中に開かれます。私
たちは皆さんの声にしっかり耳を傾け、こ
の制度の発展のためにも、国や自治体に現
場ならではのリアリティーと想像感に満ち
た提言をしていく必要があります。

多くの方が支援を求めて窓口を訪れる中、
皆さま方が感染症対策を講じながら対応い
ただいていることに感謝と敬意を表します。

生活困窮者自立支援制度は、地域で行わ
れてきた様々な実践を取り込んで成立し、
実践で得られた発見や学びから発展してき
た歴史があります。今その真価が試されて
います。皆さんが本大会で他地域の多様な
取り組みを学び、思いを共有出来る仲間を
見付け、地域で実践を積み重ねていただく
ことが、さらなる制度の発展と実践の転換
につながると信じております。

社会福祉法の改正で創設された重層的支
援体制整備事業は、生活困窮者自立支援制
度の理念を福祉制度全体に広げていくもの
です。生活困窮者自立支援の実践への期待
はさらに大きくなります。生活困窮者自立
支援制度は、人が人を支える仕組みが要で
す。厚生労働省としても人材育成の場、支
援者がつながり交流を図れる場が重要と認
識しており、本大会がその役割を担うもの
と考えます。

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
代表理事

宮本　太郎

厚生労働省
厚生労働大臣

田村　憲久
（代読：社会・援護局長　橋本　泰宏）（中央大学 法学部 教授）
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14 第7回生活困窮者自立支援全国研究交流大会 報告書

近代日本を代表する思想家でキリスト教
徒でもあった内村鑑三は 1901（明治 34）年、
生産性が重視され、足尾銅山の鉱毒事件が
起こり、一人ひとりの人間の立ち位置が見
過ごされていた時代に、『既に亡国の民たり』
でこのような思いを書いています。意訳す
ると「国が滅びるというのは、その外見が
崩れていくことではない。民に相

そうあい

愛の心な
く、人々が相

あ い さ い ぎ

猜疑し、同胞の成功を見て怒り、
その失敗と堕落を聞いて喜び、我一人の幸
福のみを思う、こういうことが始まってし
まったら、国というのは中から崩れていく」
と。

現実はいつも私たちの目に一部しか映っ
ていません。そして、苦しい人は苦しいと
言えない、もしくは言わない。見えないつ
ながりを取り戻すために、私たちはどのよ
うな目を開いていかなければならないのか
を、歴史の言葉に呼応しながら、皆さんと
考えたいと思います。

見出し：三つ目の貧困を考える

経済学者の河上肇
はじめ

は、大正時代に書いた
『貧乏物語』で、人間というのは「肉体」や「知
能」だけではなく、「霊魂」と呼ぶベきもの、
今日の言葉で言えば「いのち」を考えてい
かなければ、私たちの貧困は捉えられない、
と説いています。食べものを与え、教育の
機会を与えるだけではなく、その人が世界
でただ一人の存在なのだということを自他
ともに認めていく文化、あるいは常識が出
来上がらない限り、三つ目の貧困はなくな
りません。

私たちは今まで、たくさん交われば、つ
ながりが生まれると思っていました。でも、

「交わり」と「つながり」は違います。交わ
りは名刺を交換すれば始まりますが、つな
がりはお互いの人格を認めない限り、始ま
りません。生活困窮という問題を解決して
いこうとする時に、私たちがその人の存在・
尊厳・人格をどう受け止められるのかとい

うことは根源的なものです。
「知性」「理性」「感性」「霊性」という四

つの性のうち、知性・理性は私たちの意識
の問題、感性・霊性は私たちの深層意識の
問題です。感性は美しいものや私たちの心
の動きを感じ、霊性は目に見えないもの、
あるいは人間を超えたものを感じていこう
とします。現代人は感性や霊性をあまり育
てないできたのです。私たちは、四つをと
もに開かなければなりません。

民藝の柳
やなぎ

宗
むね

悦
よし

は、美の力を重要視し、美
こそ人の命を照らし出すと考えた人です。

『柳宗悦の不二の世界』から、この人の言葉
を読みます。
「それは凡

すべ

て現世での避け難い出来事な
のである。仏の国のことではないからであ
る。ここ［人間の世界］は二元の国である。
二つの間の矛盾に彷

さまよ

徨うのがこの世の有様
である。［中略］人間のこの世における一生
は苦しみであり悲しみである。生死の二と
自他の別とはその悲痛の最たるものである。
だがこのままでよいのであろうか。それを
超えることは出来ないものであろうか。二
に在って一に達する道はないであろうか」

私たちは生活困窮者支援をどう考えるの
か、支援する人と支援される人に分かれて
いる間は「二」の世界で、生活困窮の問題
はなくならない。そうではなくて、私たち
が問題を抱えている当事者なのだ、それぞ
れの役割があるだけで私たちの問題なのだ、
というのが不二の世界なのです。

見出し：その人の哲学を受け止める

政治家の大平正芳は、国と市民の問題
など、様々なものを楕円の形で捉え、互い
が引っ張り合う楕円の中に均衡をもたらす

「楕
だ

円
えん

の哲学」を説いています。生活困窮の

問題では、自分を真ん中に置いた時、両側
に「現実的活動」と「困窮者」があり、互
いが引っ張り合う緊張関係にあります。困っ
ている人の苦しみは限りがない。出来るこ
とは限られている。でも限りがあるように
見えるのは、私たちが目を開いていないか
らで、この楕円の形をいかに豊かにしてい
くことが出来るのかを、私たちは考えなけ
ればいけません。互いに引っ張り合うから、
完全な丸はありえません。

今の話と関係して、深層心理学者の河合
隼雄は、物を考えていく時に、イデオロギー

（思想的世界）とコスモロジー（均衡的世界）
の二つの世界があると言います。前者は、
論理のもと切り捨てることに力を持ち、必
ず世界を２分しますが、後者は出来る限り
全てのものを包含しようとします。「コスモ
ロジーはイメージによってのみ形成される。

（中略）何を考えたか、どのような知識をもっ
ているか、などということよりも、生きる
ことそのものが、深い意味における彼の『思
想』なのであった」（『明恵　夢を生きる』
より）。

私たちが「生活困窮者」と呼んでいる人
たちにも、生きてきた思想があります。イ
デオロギーとは異なる、言葉になっていな
いその人の哲学があるのです。言葉になら
ないということと、存在しないことは違い
ます。それを受け止めていくことが、私た
ちの見えないつながりの大事な基盤になっ
ていくのではないでしょうか。

私たちが認識出来る苦しみ、認識出来る
困窮だけではなくて、認識してこなかった
困窮、あるいは認識出来なかった困窮とい
うものに気付いていくためには、少し違う
目が開かれていかなければいけないと考え
ています。

提言1

教授　
若 松 　 英 輔

東京工業大学リベラルアーツ研究教育院

提 言

1

その人の哲学を受け止める

三つ目の貧困を考える

見えないつながりを取り戻す
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16 第7回生活困窮者自立支援全国研究交流大会 報告書 提言2

理事長・診療部長

佐 々 木 　 淳

医療法人社団悠翔会

医療法人社団悠翔会は、首都圏の１都３
県に 15 か所の診療拠点を持ち、76 人のドク
ターとともに常時 5,000 人を超える在宅患者
の療養支援を担当しています。毎年 1,000 人
近くの人が亡くなられ、このうち７割ぐら
いの人が自宅で最期を迎えています。

在宅医療は、通院困難であること、継続的
な医学管理が必要な状態であることが保険
適用の条件になります。多くの人は老衰や慢
性疾患などによって病気や障害はほとんど
治らない状態にあります。ですので、「残さ
れた時間をより良く生きてもらうために何が
出来るか」を、患者やご家族の人生観・価
値観を大切にしながら一緒に考えています。

一般的に、医療従事者は患者の状況を診
断し、病名が付いたらガイドラインやプロ
トコルに従ってその病気を治療していきま
す。しかし、在宅医療にかかる患者は、老
衰や慢性疾患などによって病気や障害はほ
とんど治らない状態にあります。ですので、
在宅医療従事者は、複数の病気を持ったそ
の人を診るという視点で患者を診るととも

に、その人の生活環境、人間関係、その人
の暮らす地域なども包括的に見ながら、そ
の人にとって最適な時間の過ごし方、安心
出来る生活、納得出来る人生を送るために
必要な包括的なコーディネートに関わらせ
てもらうというのが大きな特徴です。

私たちが在宅医療の現場で出会う生活困
窮者と言われる人には、大きく三つのパター
ンがあります。一つ目は、病気を放置した
ことで病状が進行し、動けない状況になっ
たために在宅医療を導入された人です。二
つ目は、病気は顕在化していなかったけれ
ども、ご飯も食べられない、外出がおっく
うだということで時間が経って、いつの間
にかベッドから自分で起き出すことが出来
なくなった方です。そうした状況で発見さ
れて、要介護認定や在宅医療がスタートし
ます。三つ目は、病気を自覚していても、

どうしても病院には行きたくないという人
です。病院につないでも通院を中断してし
まうなど、やむなく私たちが様子を診に行っ
ている人もいます。

在宅医療の導入から先をより長く、より
良い人生をというのはなかなか難しいので、
そうなる手前で介入し、本来の健康なライ
ンに戻してあげたいと思うのですが、リー
チが出来る医療資源がなかなかないという
現状の課題もあります。

　
データから見る生活困窮者の実態

生活困窮は病気や障害と深く関わってい
ます。私たちの診療所で患者の訪問診療が
スタートした年齢は、非保護世帯で 85 歳
から 89 歳の層がピーク、その次は 90 歳か
ら 94 歳の層、そして 95 歳以上で、100 歳以
上の人もかなりたくさんいます。一方で生
活困窮世帯、生活保護受給世帯は、75 歳か
ら 79 歳の層をピークに、70 歳から 74 歳の
層が続きます。生活困窮者のほうが、10 〜
15 年、在宅医療の導入が早くなっています。
生活保護を受給すると医療の自己負担はな
くなるため、経済的な理由からの導入では
なく、少なくとも在宅医療が必要になるほ
どの身体機能の低下が、かなり早い段階で
起こっているということです。

アメリカの公衆衛生の研究では、所得の
上位 20％と下位 20％の人たちで、男性で約
10 年、女性で約５年の、平均寿命に差があ
ることが分かっています。貧困は、収入が
少ないということだけでなく、健康行動と
も相関があるといわれています。たとえば
喫煙率、栄養状態の悪い人、肥満率、生活
習慣病の罹患率、運動習慣のない人の割合
は、いずれも低所得者のほうが高いことも
分かっています。

厚労省の委託事業で野村総合研究所の
研究結果によると、生活困窮世帯で男性の
30％、女性の 20％は、病気の発症から３年
以内に生活困窮状態になっていることが分
かります。同様に、障害だと認定されてか
ら３年以内に、10％ぐらいの人が生活困窮
の状態になっています。病気や障害は生活
力の低下に直接的に大きく関与し、貧困は
健康状態の悪化に関与するという、相互の
リンクがあることが分かります。

　
　求められるケアの体制

在宅医療の現場でも、高齢者の貧困世帯
が非常に増えていると感じます。仕事が出
来ないことだけでなく、年金制度に加入し
ていないなど、若い頃からの積み重ねが大
きく関係しているような印象があります。

適切なケアをしなければ年単位で命が短
くなってしまうかもしれない状況でも、「も
う健康なんてどうでもいい」と言う人も少
なくありません。病院にかかって嫌な思い
をしていて、ネガティブな意識を持ってい
る人も少なくないのです。

病気や障害は生活困窮の原因になり得る
と同時に、生活困窮者は健康行動を取りに
くい。その相互の相関によって健康寿命や
平均寿命が短縮していると考えられます。

ただ、生活困窮に関しては医療が介入し
にくい現状があります。在宅医療は、最下
流で患者がどうにも立ち行かなくなった状
況で引き受けている状況ですが、より上流
でケア出来る体制が必要だと思います。特
に健康行動に関しては、大人になってから
の変容は難しいので、子どもや教育などの
分野との連携も必要だと思います。

在宅医療の現場で出会う
生活困窮者の 3 パターン

求められるケアの体制データから見る生活困窮者の実態

提 言

2

生活困窮者（在宅）の現実と課題
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専務理事・代表理事

成 瀬 　 幸 雄

南医療生活協同組合

南医療生協の組織は組合員が9万3,000人、
職員が 1,000 人を超え、地域に 1 万 294 の班
があり、班会が年間 1 万 1,000 回以上開催
されています。年に 2 回以上開催しないと、
班会登録は抹消されますので、実際に活動
している状況が現われています。

　班会から生まれたもの

では、班は何をしているのでしょうか。
組合員のお宅やコミュニティセンターと
いった場所をお借りして、多世代に渡って、
会合や食事会、健康づくり、赤ちゃんのこ
となどいろいろなことに取り組んでいます。
これが合計 1 万 1,000 回を超えます。

もし班会を一年間で 10 万回や 20 万回と、
地域の隅々で開催出来たらどうなるかとい
う展望があります。自立した人も自立が必
要な人も、今日は助けられている人も明日
は助けられる人になっていくような関係を、
地域の隅々につくっていけたらいいなと

思っています。
この 1 万 1,000 回超の班会を 20 年近くずっ

と続けています。その結果、私たちが医療
や福祉、まちづくりをどのように行おうと
思ったか。

一つは、健康な状態でずっと生活が送れ
るような健康づくりのテーマに地域ぐるみ
で取り組もうと思いました。

それから、南医療生協は医療や介護、福祉、
住宅について現在 65 事業を展開しています
が、班会の話し合いを通じて「これをやら
なければいけない」とつくり上げてきたも
のです。

さらに、一人暮らしや老老の二人暮らし
が増えていますので、我々は医療だけを専
門的にやればいいのではなく、医療に加え
て介護や福祉、住宅も必要だと考えていま
す。まずはフレイル予防をして自分で生活
が出来る状態を続けて、一人暮らしがまま
ならなくなった時には地域のみんなで支え
ていきましょう、という活動も展開してい
ます。

　　おたがいさま運動を地域で広げる

地域みんなで支えていくために、「おたが
いさま運動」を行っています。いろいろな
困りごとや悩みごとなどが寄せられても、一
応 100％受け止めるんですが、9 割くらいは
上手くいっても 1 割くらいは上手くいかな
い。なかなか思うようにいかないとしても、

「おたがいさまだよね」っていう言葉がお互
いに返ってくるような運動をしています。

運動の内容としては主に、空き家を借り
てたまり場にしてみんなで楽しく過ごした
り、困った時の「おたがいさまシート」と
いうのを南生協が受けて対応したり、行政
とコラボした地域の支え合いを進めたりし
ています。

空き家活用は、商店の一角や居酒屋をお
借りして、一日のたまり場にして、食事や
健康づくりなどを行っています。「おたがい
さまの家」と私たちは呼んでいます。家賃
や水光熱費、運営は全て地域の組合員で自
治しています。南医療生協の支援は看板を
提供するぐらいで、「応援」だけをしていま
す。おたがいさまの家をつくろうとなった
時も、地域の人が発議し、自分たちで家を
見付けました。現在おたがいさまの家は地
域の 5 か所で展開していますが、今後も増
えていく予定です。
「おたがいさまシート」は、困ったご本人

が出してもいいし、隣近所で暮らしている
人や入院先の医師や看護師が出してもいい。
誰が出してもいいです。それを南生協で全
て受け入れて、お金は一切かかりません。

たとえば、看護師から「入院中の患者が
退院するけれど、一人暮らしで家の中がご
み屋敷で療養出来ない。何とか出来ません
か」というシートが南医療生協の本部に届
きました。地域みんなでごみを片付けて、

療養が出来るように対応しました。
豊明市で、行政と共同して「豊明市住民

主体型生活サポート事業『ちゃっと』」を進
めています。コロナ禍でも 9 月の 1 か月間
で 189 件の SOS が出されました。この事業
は、豊明市 27 行政区全てに「生活サポーター」
を配置し、30 分 250 円の料金で問題解決し
ています。

最近では、町内会長が、「自分の町内で
困った人がいたら、『ちゃっと』でコーディ
ネートしてもらうよりも、会長の私に言っ
てもらえたらまず町内会で何とかやってみ
ます。もし、やれない場合は応援をくださ
い」と言ってくださり、町内会長がコーディ
ネートする仕組みが出来上がっています。

「ちゃっと」の形態が、まちづくりへとつな
がりつつあります。

　南医療生協の基本理念

南医療生協の基本理念が、「みんなちがっ
てみんないい。ひとりひとりのいのち輝く
まちづくり」です。そう信じて、実践して
います。

実践している人たちは、「実践は楽しくて、
面白くて、定年がない」と言っています。

しかも亡くなっても輝き続けていると私
は思います。助けたり・助けられたり、支
えたり・支えられたりする関係の中で、人
が亡くなると、葬儀には関わった人たちが
集まってきて、見送ります。亡くなった後
も、「いやー、あの人は本当に良くやってく
れた」とか、「こういうところで協力してく
れた」とか、いつまでも語り続けられます。
本人が亡くなられても、地域の中ではずっ
と生き続けているように思えます。

班会から生まれたもの

南医療生協の基本理念

おたがいさま運動を地域で広げる
提 言

3
いのちと社会に向き合い、

地域と共に育む協同のまちづくり
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提 言

4
見えていないニーズを 

掘り起こす福祉実践のあり方

提言4

理事長

飯 田 　 大 輔

社会福祉法人福祉楽団

福祉楽団は「ケアを考え『くらし』を良
くし福祉を変える」をミッションに、千葉
県と埼玉県で、住む場である特別養護老人
ホームやグループホーム、働く場としての
就労継続支援事業所、介護保険や障害者の
法律における相談事業のほかに、千葉県独
自の中核地域生活支援センターという相談
事業などを実施しています。職員数は約 500
名で、利用者は 2,000 名を超えます。高齢者
だけではなくて、子どもや障害者の事業を
複合的に実施していますので、多世代がい
る光景が日常的に見られます。

　住む場と、働く場

特別養護老人ホームや訪問介護では、終
末期のケアに力を入れていて、一月に５〜
10 名を看取っています。施設で亡くなる人
もいれば、地域で亡くなる人もいます。身
寄りのない人の場合は納骨するまで、その
人が持っていた山や畑、家をどうするかも

含めて考えていきます。施設の中でお葬式
をするケースも増えています。

2012（平成 24）年に障害のある人の就労
支援を目的として、株式会社恋する豚研究
所を設立しました。約 8,000 頭の豚を飼い、
年間 15 万人のお客さまが訪れて、レストラ
ンやギフトで「しゃぶしゃぶ」などを楽し
まれます。この製造の過程で様々な障害の
ある人を 30 人くらい雇用しています。

もう一つの働く場所として、農業・林業
を始めています。約５ヘクタールの畑で、
サツマイモやジャガイモを栽培し、スイー
トポテトなどへ加工して販売しています。
耕作放棄地が増える中、さらに農地を広げ
て取り組みたいと思いますし、地域にとっ
ては山の管理も非常に重要です。山の中に
軽トラが１台通れる細い道をつくって適切
な間伐をし、間伐材を燃料で使う林業をし
ています。３トンの小さなユンボが１台あ
れば出来ます。森林面積に応じて自治体に
交付される交付金は、障害者、生活困窮者
等の仕事の創出において重要になると考え

ています。

　少年
刑務所からの就労支援

相談事業の事例をいくつかご紹介します。
一つ目に、窃盗の累犯で実刑を受けて、

少年刑務所に入っていた人の就労支援です。
異母親の家庭で育ち、刑務所に入っている
間に親が死亡していたため、帰る場所があ
りません。障害者手帳を持っており、ハロー
ワークの求人から私たちにつながりました。
保護観察所からオンライン面接をして、採
用をし、住宅の手配までして、働いています。
この人が刑務所から私たちに書いた手紙に、

「出所した時に着る服がありません。なので
服を送っていただけないでしょうか」とあ
りました。刑務所の中で働いて服を買うお
金はあっても、ユニクロでそれを買って本
人に渡す支援が今の制度にはないのです。
本人に「シャバに出て何が一番心配ですか」
と聞くと、「市役所の手続きが怖い」と言い
ます。そういった支援をしています。

このように、帰住先がないケースでは、
一般的に雇用主や善意のある人に頼る実態
があります。引受人がいない場合もありま
す。法務省の統計では、少年院の新収容者
のうち、知能指数 90 以下の人が約半分です。
刑務所に一人入れると年間 370 万かかると
いわれています。障害を抱えた人たちを単
純に刑事施設や少年院に入れるのではなく、
その人たちが早く地域での生活に移行出来
るように、370 万円の一部が地域定着や地域
生活支援のために使われる仕組みをつくれ
ないだろうかと考えています。

千葉県独自の事業である中核地域生活支
援センターでの相談事例に、精神科の退院
後の住まい探しから関わった薬物依存のあ
る男性がいます。その人が２月以降、新型
コロナウイルス感染症の拡大防止のため一
時的にデイケアに通えなくなりました。生
活リズムが崩れて、精神科の受診も出来ず、
依存症が悪化して、部屋の中で暴れて物音
で苦情が出て、今退去を求められています。
こういった人の生活のリズムをどのように
戻していくのかに関わっています。

もう一つは、ひきこもりの若者がいて、
親がこの子のためにと思って、ある施設に
入れましたが、本人いわく実質的に軟禁状
態で虐待があり、自力で逃亡して、今保護
をしているケースです。明らかに人権を侵
害していて、それをビジネスにしている施
設があります。こういったことの相談先は
非常に分かりにくいです。

このように、相談内容は複合的で、課
題が分かりやすいケースは少ないと感じま
す。包括的な相談支援窓口が必要です。こ
の窓口は、ゆるくて抽象的な相談窓口です。
遊軍的なふらふらしているソーシャルワー
カーが存在することが非常に重要です。

さらに、相談だけを受けるのではなく、
一時的な居住、シェルターを持つことが大
事です。当法人では入所施設を持っている
ので、ちょっとした泊まる場所を用意しや
すく、それが支援をしやすくしています。
また、農林業をしていますので、体を使っ
て働く場所があることが役に立つと感じて
います。

相談支援と保護する場、働く場が組み合
わさることの重要性をお伝えして、私の発
言を終えたいと思います。

住む場と、働く場

少年刑務所からの就労支援

相談支援と保護する場、
働く場が組み合わる重要性
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宮本太郎（以下宮本）　私からパネラーの皆
さんに質問を投げかけると同時に、皆さん
からほかの方の発表にコメントがあればお
話しください。参加者の皆さんへのメッセー
ジもあればお伺い出来ればと思います。

　〇豊かな楕円の形をつくる

宮本　若松さんの提言 1、引き込まれました。
生と死の二と自他の別。人生は苦しみに貫
かれているから楕円にしていく必要がある、
不二の世界にしていく必要がある、という
ことだと思います。これまでのふれ合いで、
楕円の一極として支え合いの中で支える側
でもあり、支えられている側でもある、と
実感を持てた人が多かったと思います。し
かし、コロナ禍で、分かり合うのは無理だ、
死んでしまうからむなしいという気持ちに
なることも多々あり、楕円がちぎれかけて
いるところもあると思います。何を見るこ
とで生死の二や自他の別を楕円に持ってい
けるか、楕円がちぎれかけている時にどう
すればいいかお伺い出来ればと思います。
　提言 3 の成瀬さんのお話。生死の二、自
他の別のような人間に伴う苦しさ、悲しさ
を逆手に取り、地域に一杯豊かな楕円をつ
くっていると思います。苦しみをともにす
る存在だから、支え合いが出来て、「おたが
いさま」になれる。しかし、コロナ禍でお
たがいさまが見えにくくなる場面がある。
若松さんへの質問の別の形にもなると思い
ますが、今南生協で体験的交流が難しい中
で、おたがいさまが崩れかけていないか、
その時にどう支援しているか。楕円がちぎ
れかけている状況で、どう働きかけている
か伺えればと思います。
　提言 2 の佐々木さんのお話は、健康格差
の現実が広がっていて、支援の現場にいる
方こそ実感していると思います。飯田さん

が仰っていた「複合的」
の要因の一つに健康問
題がある。佐々木さん
の関与段階で相当深刻
になっているとお話が
ありました。上流でお
たがいさまや楕円が一
杯出来て、みんながつ
な が り に 身 を 置 け る
と、病気はいかんとも
しがたい部分もありつ
つ、ストレスホルモンの分泌が減り、免疫
力の低下はなくなると思います。上流で何
が出来るか。おそらく支援者は医療とどう
つながればいいか分からないと思っている。
この角度でアクセスするとつながりが出来
るというところがあれば、お話しいただき
たいです。
　飯田さんは、多角的な地域づくりを行い、
楕円を一杯つくっています。まちづくりを支
える若手のホープとして、楕円のどこに飯
田さんのポジションがあり、何にやりがい
を感じているかお伺い出来ればと思います。

　〇死にいく者としての自覚、言葉の奥にあるものへの認識

若松英輔　私があまりふれなかったのは死の
問題です。死を生活困窮の問題にどう位置付
けていくか。どう生き
ていくかを現代は考え
てきたわけですが、生
きているとは、実は死
につつあるということ
です。
　御三方がいみじくも
死というものにそれぞ
れの現場で立ち会って
いらっしゃるのを聞い
て、感動を覚えました。

豊かな楕円の形をつくる

生活困窮者自立支援制度の
課題を考える

シンポジウム

前半

登 壇 者

東京工業大学リベラルアーツ研究教育院

医療法人社団悠翔会

南医療生活協同組合

社会福祉法人福祉楽団

教　　授

理 事 長

代表理事

理 事 長

若松　英輔

佐々木　淳

成瀬　幸雄

飯田　大輔

司会進行

中央大学法学部 教　　授
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事

宮本　太郎

生活困窮者自立支援
全国ネットワーク

代表理事
宮本　太郎

東京工業大学リベラル
アーツ研究教育院

教授
若松　英輔

死にゆく者としての自覚、
言葉の奥にあるものへの認識
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んを派遣し、かんなで削ると動きが良くなっ
た。支えてもらった人は「ありがとう」と言
うのですが、大工さんは何と言ったか。「あ
なたが“やってくれ”と言わなかったら、私
は酒を飲んで、テレビを見て、そういう人生
で終わったかもしれない。ところが南生協
に“あそこ行け”と言われ、最初はどうかと
思ったけれど、一人ひとりから“ありがとう”
と聞くと、俺ってまだ頑張れるんだ、という
気がして、感謝したいのは俺のほうなんだ」。
そういう声が結構あります。
　70 年から 90 年も生きてきたら我々に手が
届かない技術や才能や知恵や言葉があるの
で、一人ひとりの立つ瀬や能力を立て、引
き出し、つなぐと、お金もかからず、人が
喜ぶ、お礼を言う笑顔が結構見受けられま
す。一人ひとりの立つ瀬を立てることがま
ちづくりのキーワードです。

　〇医療だけではない医療者の役割

宮本　立つ瀬を立てるというのは、若松さ
んが仰っていた霊性的な貧困に対する一つ
のアプローチかと思います。
　佐々木さん、石巻で支援に携わるドクター
から、「在宅はお金がかかる。生保を受け
ていないと６万円ぐらいかかるのでは。ど
うアプローチするかは支援者として難しい」
と聞きましたが、そこも含めて一言お願い
出来ますか。
佐々木淳　在宅医療は値段が高いですが、
我々が保険請求をすると高いということで、
経済的に厳しいけれども行かなければいけ
ないケースは、現状再診料だけで拝見して
います。とはいえ、民間企業なので全部そ
うすると経営は成り立たないので、この部
分は生活保護につなぐとか、何らかの形で
医療が確実に担保出来る形はつくっていた
だきたいです。

自他の壁が取り払われるとしたら、死にゆ
く者としてしかない。死にゆく者の自覚が
ないと、本当の意味で当事者になることは
難しい。家族がそういう状態になると、亡
くなる人だけでなく、ケアや介護をされる
方も別の意味で当事者になっていく。そう
いうことを眺めていける専門家が、これか
らの支援には必要ではないか。だから、ど
う生きていくかだけでなく、どう死を迎え
ていくかが、問題になる。「支援」という言
葉が私にはしっくり来ないのですが、もう
一度社会を立て直していくプログラムの起
点になると思います。
　亡くなった後のご遺族のケアも大事です
が、生きている時から死の問題を多くの人
と共有出来ることで、死の実存を感じられ
ると思います。それを皆さん、それぞれの
現場でおやりになっているのが心強いと思
いました。
　それから今、楕円が崩れかかっている。
どうすればいいか。私たちが見過ごしてい
るのが言葉だと思います。言えないことを
どうにか伝えようというあがきが、言葉で
す。ですから、「この人が言っていることが
この人の思っていることではなくて、この
人が言っていることの奥に言葉にならない
ものがある」ということがお互いの認識の
絶対的な基盤にならない限り、楕円の溝は
埋まらないと思います。
　言われたことをやる、その人の言ったこ
とに応えるのが、今のこの国の態度かもし
れない。本当に困っている人は目に見えず、
困っていると言えない。それをどうすくい
上げるかという時、私たちが言葉の奥に何
かを感じるということが仕組みとしてなけ
ればならない。
　飯田さんが「常に複合的」と仰いました
が、その通りだと思います。人間は複合的
存在で、複合的な関係で生きているからで

　医者につながると見
てもらえる安心感はあ
ると思いますが、つな
がった段階で医者がや
れることは限定的で、
薬や検査で健康管理は
しますが、それがその
人の人生の質を大きく
上げるかというとそん
なことはありません。
医療の専門家というよ
りむしろ生活を見たり、ソーシャルワーカー
的な視点で関わったりする必要があると思
います。
　我々の仕事はプライマリーヘルスケア寄
りです。差別や偏見、スティグマ、権力など、
不幸に常に感受性を持ち続け、それを解決
していくのが使命だと教育を受け、実践し
たいと思っています。しかし、日本の医者は
基本的には病気の治療学しか学んでいなく、
生活困窮者が病院につながっても病気だけ
診てもらってパパっと帰されてしまうことが
少なくなく、医療からリジェクトされるケー
スもなくはないと思います。医療者教育を変
えるしか本質的な解決策はないと思います。
　私たちの患者の生活歴を紐解くと、その人
の責任でそうなったケースは非常に少ない
です。元世界医師会長のマイケル・マーモッ
トさんが「健康の社会的決定要因の解決こ
そが医師の仕事だ」と述べています。両親
の所得や幼少期の教育、栄養、場合によっ
ては生まれた場所で、その人のコンディショ
ン、平均寿命が変わるようなこともある。社
会格差の解決が本質的問題で、最上流にあ
ると思います。これは政策的な介入やインフ
ラの整備、まちづくりや社会保障制度の見直
しからやらなければいけない部分がある。
　ただ、我々はその中でプレーヤーとして
与えられた仕事をしなければいけない。医

す。それを語りやすく、判別しやすく細分
化するほど、問題は複雑化します。混迷が
深く、扱いにくくなり、問題を悪化させる。
飯田さんの「抽象」という話が印象的でした。
私たちはとても具体的に動いてきたと思い
ます。それをもう一度、抽象から始めると
いう、一見遠回りに映ることを大事にする
といいと思いますし、光も見えてくると思
います。

　〇一人ひとりの立つ瀬を立てるまちづくり

宮本　ありがとうございました。それでは
成瀬さん、いかがでしょうか。参加者から、
班会を立ち上げる方法の質問も来ています。
成瀬幸雄　取り組んで
いて一番困るのはイデ
オロギーが入ることで
す。人を助けようと気
合いの入った人が結構
いて、困ることがあり
ます。地域を住みやす
くしようと思ったら、
一人ひとりの立つ瀬を
立てる。それが我々の
運動の根幹です。
 　「おたがいさま」の班づくりや小集団づく
りなどについて、活動家はどうするの、ど
うやってつくるのと聞かれますが、地域は
宝の山です。今団塊世代が順にリタイアし
ていて、電気屋さん、大工さん、指物屋さん、
床屋さんなど、地域にはご隠居をしている
人が一杯います。
　一人暮らしや老老の二人暮らしはお金は
使えず、誰に相談したらいいか分からない
ことがあるので、「どんなことでも南生協に
言ってください」と言っています。そうし
た中から、高齢者になって家が傷んでふす
まが動かないという話がありました。大工さ

一人ひとりの立つ瀬を立てる
まちづくり

医療だけではない医療者の役割

南医療生活協同組合
代表理事

成瀬　幸雄

医療法人社団悠翔会
理事長

佐々木　淳
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療の役割は生活を支援するソーシャルワー
クの機能も持つべきだという認識を同業者
に広げつつ、診療報酬の問題や私たちが訪
問出来ない場所もあるため、制度的な整備
も必要かと思います。

　〇人間のヴァナキュラーな側面にふれるおもしろさ

宮本　日本の医師会もイギリスからインス
パイアされ、社会的処方箋、薬を出すだけ
ではなくて居場所につなげる取り組みも始
めつつある。困窮者自立支援制度は居場所
づくりをやってきたわけで、医療とのこれ
からの関係が大事になると思います。
　若松さんから楕円をつくっていく契機は
死の問題だとありました。「我々は不完全な
死体として生まれて完全な死体となる」と
寺山修司が言っていましたが、そういう死に
向かう弱い存在同士として相手と自分の協
働の場を見出せる。飯田さんが紹介された、
骨つぼを抱いた写真に、なぜほほ笑んでい
るのかという質問も参加者からありました。
そのことへのコメントを含め、飯田さんが
若松さんのメッセージをどう受け止めたか、
お話しください。

飯田大輔　高尚な動機
を 持 っ て い る わ け で
はないです。先ほどの
ケースのような手紙が
固有名詞で来る。警察
で保護された人からう
ちの相談員に直接電話
がかかってくる。20 年
間地域ケアの仕事をし
ている私の携帯電話に
は「うちのばあさんが

退院してきちゃうんだけど、介護用のベッ
ドってどうすればいいの」といった電話が
朝の６時にくるわけです。そういうことが

あるのは interesting です。
　昨年の台風の停電で各戸訪問した時に「変
わりないですか」と言ったら、停電に気付い
ていなかった人と会って笑うみたいなこと
があるんです。そういう積み重ねが実践のガ
ソリンになっています。産業主義の分業化の
結果、我々は今生活を営んでいますが、人
間のヴァナキュラーな側面、これはイリイチ
の言葉ですが、自立して本来生きる力を持っ
ている場面を垣間見ると、非常に面白いと感
じるわけです。
　写真にどういうストーリーがあるか。２
週間や３か月ではない、数年の付き合いが
あって、評価は難しいですが充実した終末
期を迎えられ、介護職員自らの手で看取っ
た。これが介護の仕事の魅力だと思います。
そういう面白さを社会に発信するには、非
常にいい写真、達成感のあるいい笑顔だと
思っています。
　話を戻せば、制度は充実してきました。
生活困窮者自立支援法もそうかもしれませ
ん。一方でそのことが人間本来のヴァナキュ
ラーな生きる力を失わせている側面もある
かもしれない。そうしたことも冷静に見つ
つ、これから地域全体が質を上げて、どう
生きるべきかを考えるきっかけになればい
いと思います。
宮本　ありがとうございました。「ふらふら
するソーシャルワーカーは最高」「笑顔が素
晴らしい」という参加者のコメントもあり
ました。
　今日は随分いろいろなお話のようで、しっ
かり結び付いていると司会者として感じ、
この結び付きがシェアされるといいなと
思ったのですが、チャットを見ている限り
しっかりシェアされていたと思います。「心
に染みるパネルだった」とコメントもあり
ました。パネラーの皆さまに改めて感謝申
し上げます。

人間のヴァナキュラーな側面に
ふれる面白さ

社会福祉法人福祉楽団
理事長

飯田　大輔

開会挨拶

国会議員からのエール

野洲市の取り組み

提言5

提言6

厚生労働省報告

後半シンポジウム

1全 体 会

午 後 の 部
2020 11/15㊐
13:00 ◀ 15:30
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開会挨拶開会挨拶 午後午後 国会議員からのエール国会議員からのエール
公 明 党 参議院議員 山本　香苗

自由民主党 衆議院議員 鬼木　　誠

立憲民主党 参議院議員 石橋　通宏

　コロナ禍で、生活困窮者自立支援制度とネットワークがあって良かったと感じて
います。本大会で知り合った多くの方々が、生活困窮者の実態や支援ニーズ、
切実な声を届けてくださいました。　
　皆さま方のお声から、「住居確保給付金」の対象拡大を実現出来ました。最
大９か月の支給期間延長の実現に、厚生労働省の皆さまと取り組んでいます。
　重層的支援体制整備事業が始まりますが、今目の前で困っている方々、SOS
が出せない方々に寄り添えるものにしたいと思います。
　コロナ禍で進むデジタル化で、生活困窮者が取り残される懸念があります。政
府全体で共有すべく、「IT 新戦略」でデジタルデバイド対策の対象に生活困窮者を明記し、必要な支
援策を検討することになりました。デジタルインクルーシブな社会の実現に取り組んでいきます。
　皆さま方に感謝と敬意を表し、皆さまの思いに報いられるように頑張っていきます。

　コロナ禍で生活困窮に陥る人が増えています。相談業務で窓口に申し込みが
殺到し、対面の感染リスクがあり、現場のご苦労は想像を絶すると思います。
生活困窮者自立支援の役割は大きくなっています。ご苦労される皆さまを政府与
党としてもサポートしていかなければならないと感じています。
　「自助・公助・共助」、「絆」を菅総理大臣は掲げています。自分の足で立とうと
頑張ることが大事であるが、誰の身にも困難な状況は襲いかかり得る。自助と、政
府のサポートである公助と、民間や地域の皆さま、近くにいる仲間で支え合う共助
の全てが一体となって、絆で支え合う社会をつくる。これが意図するところです。
　まさに生活困窮者自立支援の枠組み、そして皆さんの現場の解決のノウハウを共有し、仲間の姿を
見て励まされることが大事だと毎年拝見しながら感じています。大会の充実を祈念し、政府与党のサポー
トをお約束します。

　全国各地の皆さんが生活困窮者、特にコロナ禍の影響で困窮状態に陥って
しまった多くの方々の生活、命を守るために日夜ご奮闘いただいていることに心
から感謝と敬意を申し上げます。
　昨年の大会でいただいた現場での生活困窮者支援の課題や問題提起を国会
での議論にも参考にさせていただいて、与野党挙げた議論を進めてきました。
　コロナのまん延で、今の日本社会が抱えている様々な脆弱性が顕在化してし
まったのが、我々が学ばなければいけない新たな教訓だと思います。本大会を
通じて皆さんから現場の課題、ご意見をいただいて、ウィズ・ポストコロナ時代
を見据えた改革のために、政治がどうこれを形に出来るのか、どう政策的な変革・転換が出来るのか。
そのことが問われていると思います。
　ともに力を合わせてより良い困窮者支援の制度、様々な対策を講じることが出来ればと思います。

今年はコロナの影響でオンライン開催という形になりました。オンラインで全国各地の仲
間とつながっていますので，皆さま方のご参加に御礼を申し上げます。

コロナ禍の関係で生活困窮の課題が大きく広がってきています。本来は「伴走型」，「寄り
添い型」で対面での支援を得意にしている全国の仲間たちが多いのですが，たとえば生活・緊
急資金の貸し付けや住宅確保の様々な支援制度の申請相談など，社会福祉協議会等の窓口に
お客さまが殺到し，疲弊気味ではないかと思います。

これらの制度が一旦終わりになる時には大きな懸念があります。支援制度が縮小していく
時に，出来るだけソフトランディングになるように我々も国に対して強く働きかけていきた
いと思います。

本来的に，生活困窮は見えにくい実態があります。子どもたちは自分が貧困だということ
は自分の口からなかなか言えないので，見守りとネットワークが重要です。

我々は，2014（平成 26）年に生活困窮者自立支援全国ネットワークを全国の仲間とともに
立ち上げました。もし，このネットワークがないままに，現状のようなコロナの感染拡大が
あると，さらに混乱したのでないかと思います。その重要性を改めて認識しているところです。

このネットワークでのご縁を大切にしながら，各地域間の情報交換とこれからのきめ細や
かな支援，そして伴走型の支援につながっていければと思います。本日は多くの仲間に参加し
ていただいており，感謝申し上げます。まだまだウイズコロナの中で厳しい時期が続きますが，
私たちもいろいろなネットワークを通じて皆さま方が活動しやすい体制をつくり込んでいけ
るように，厚生労働省の方々とともに頑張っていきたいと思いますので，今後ともよろしく
お願い申し上げます。

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
代表理事

岡﨑　誠也
（高知市市長）
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野洲市の取り組み

生活困窮者自立支援全国ネットワーク

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
認定特定非営利活動法人抱樸

理　　事

代表理事
理 事 長

野洲市市民部 次　　長
生水　裕美

奥田　知志

奥田知志（以下奥田）　午後からは、生活困
窮者自立支援制度は一体何だったのかという
原点にもう一度返って考えたいと思います。
　新型コロナウイルス感染症によって、私た
ちが想定していなかったことがたくさん起こ
り、生活困窮者自立支援制度が試された 10
か月でした。健康や経済に至るまで、困難が
束になって押し寄せてきています。現場にい
る人たちは、「人が人を支える」という原点
に立ちながら、一方で感染リスクを抱えて苦

闘の日々だと思います。
まだ続いていますが、
お互いに良くやったと
認め、褒め合うことか
ら始めたいと思います。
　コロナによって揺さ
ぶられた社会の中で、
私の率直な印象は、こ
れほど社会の中にクッ
ションに当たる部分が
なくなっている人たち

が多数いたのかという思いです。少しの変化
に対応出来ず、すぐさま困窮状況に陥ってい
く人たちがたくさんいて、生活困窮の現場で
は見えてこなかったコロナ前からあった社会
の問題や現実が一気に明らかになりました。
この状況に、制度はどこまで対応出来るのだ
ろうか。この制度だけで難しいのであれば、
どうすれば良いか。地域共生社会の仕組みが
始まろうとしている時に、地域というものを
どう考えたらいいのか。そのあたりも深めて
いきたいと思います。
　それでは、提言に入る前に、野洲市の生水
さんから、現場でこの間一体何が起きていた
のか、現状と課題をご報告いただきます。

　コロナ禍における相談現場の現状と課題

生水裕美（以下生水）　滋賀県野洲市は人口
約５万人、高齢化率 26％です。
　本市は 1999（平成 11）年に消費生活相談
の窓口を新設し、私はその時に配属された相

談員でした。その後に
取り組んだ多重債務
問題をベースにして、
2011（平成 23）年に
内閣府のパーソナル・
サポート・サービスモ
デル事業を行い、これ
が本市における生活
困窮者支援事業のス
タートとなりました。

　行政は平等・公平が原則であって、一人に
特別なことは出来ないといわれます。でも、
山仲善彰前市長は、「一人を救えない制度は
制度ではない。一人を支援し成功すれば普遍
化すればいい。一人を支援することが社会の
ためになる」と教えてくれました。相談者が
どこの窓口に行っても、どこがキャッチして
も、少しのお節介でお互いをつなぎ合わせ、
関連部署とチームで支援することが大事だと
考えて取り組んでいます。

　住居確保給付金と特例貸付の課題

生水　生活困窮者自立支援法は、コロナ禍で
主役となりました。特に自立相談支援、住居
確保給付金、特例貸付です。厚生労働省から
の事務連絡は、10 月までで 335 件と非常に
多く、それを読み解きながら全力で受け止め
てきました。
　３月に学校休業の措置が取られ、本市では
給食食材のロス防止のためにフードバンクと
連携し、困窮家庭、一人親家庭に、見守りを
兼ねて食材を渡しに行きました。３月 25 日、
特例貸付が開始されたことで、個人事業主か
らの相談が増加。４月 20 日、特別定額給付
金が決定したことで、窓口の相談が急増し、
また住居確保給付金の収入減少要件や延長貸

付の通知により申請者が増加しました。
　新規相談者は、前年同期と比べて約２倍で
す。生活保護率は昨年度もその前も変わって
いません。住居確保給付金については、滋賀
県市町の状況として今年４月〜９月末で約 40
倍の 637 件あり、相談窓口は疲弊しています。
住居確保給付金の対象者は、生活保護と近し
い世帯収入がありますが、困窮世帯であって
も殺到する申請事務で本来必要な支援に結び
付きません。それが職員や相談支援員のジレ
ンマとなっています。
　また、有期限であって、自己都合退職の場
合、一生に一回という制度利用制限があるた
め、困窮者支援が継続しません。支援対象と
なる収入基準額が低いため、多くの相談者が
対象外となります。殺到する困窮者のニーズ
を住居確保給付金だけに頼ることに限界が生
じています。
　特例貸付では、「償還時において、所得の
減少が続く住民税非課税世帯の償還を免除す
ることが出来る」とされているため、償還免
除の支援、返済の家計相談支援が重要となり
ますが、膨大な償還相談に現場が耐えられる
体制がとれるのか。最大借入金額が、複数世
帯の場合 140 万円である現実をどう受け止め
るか。また、住居確保給付金受給者のほとん
どが特例貸付を受けている現状がある中で特
例貸付がなくなった時、住居確保給付金だけ
で持ちこたえられるのか。延長貸付相談の増
加と生活保護へのつなぎ、そして償還免除の
連携、多重債務問題はどうなるのか。来年１
月以降が相談支援の正念場です。相談者をど
う受け止めて支援していくかに焦点を当てて
頑張っていきたいと思います。
奥田　ありがとうございました。

コロナ禍における
相談現場の現状と課題

住居確保給付金と特例貸付の課題

野洲市市民部
次長

生水　裕美

生活困窮者自立支援
全国ネットワーク

代表理事
奥田　知志
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教授

菊 池 　 馨 実

早稲田大学法学学術院

昨今、社会保障の持続可能性が話題にな
ります。一般的には、財政危機による「財
政的基盤」と、少子高齢化の「人口的基盤」
の話として語られます。さらに「社会的基盤」
と「市民的基盤」が揺らいでいて、こちら
がより根本的な危機だと思います。

社会的基盤とは、家族・企業・地域で
す。家族形態は変化し、単身世帯や高齢者
のみの世帯が増加して、家族が担ってきた
役割を社会保障制度が担わざるを得ない形
になってきています。企業においては日本
型雇用が揺らぎ、企業福祉が縮減して、非
正規雇用やギグワーカーという自営業型の
雇用が拡大しています。地域社会は脆弱化、
希薄化し、介護・福祉サービスの担い手が
減り、支え合いのためのネットワークが枯
渇していますが、私は地域を通じて市民的
基盤を再構築していく可能性に期待してい
ます。

　相談支援の必要性

社会保障制度は、国民の生活における様々
な社会的リスク（要保障事由）が発生する事
態に対しての社会的セーフティネットです。
「第１のセーフティネット」として社会

保険制度、「最後のセーフティネット」とし
て生活保護制度があり、リーマンショック
を契機とした生活困窮状況への対応策とし
て「第２のセーフティネット」が 2010 年代
に整備され、求職者支援制度や生活困窮者
自立支援制度が始まりました。コロナ禍で
住宅確保給付金制度が大きな役割を果たし、
総合支援資金・緊急小口資金制度が脚光を
浴びています。

これらの社会保障制度は、要保障事由の
発現に際して行われる「給付」として捉え
られてきましたが、この捉え方の問題も明
らかになってきました。第１に、社会保障
の給付はほとんどの場合「申請主義」を採
用しているので、国民・市民の側の申請行

為がなければ給付にたどり着けません。第
２に、給付を行う側から受け取る側への一
方的な関係性のベクトルが変わるものでは
ありません。経済的困窮に留まらず、社会
的排除の状況を克服し、社会とのつながり
を結び直すことも容易ではありません。ア
ウトリーチ的な機能も含めた相談支援の役
割が求められます。また、言語・非言語の
コミュニケーションを通じた相談プロセス
の展開自体を給付に類したものと位置付け、
保障のあり方を考える必要があります。

　個人の自律を支援する

社会保障の目的は、個人の自律の支援で
す。ここで言う自律とは、個人が主体的か
つ自由に自らの生き方を追求出来ることで
す。その法的根拠を、基本的人権の総則的
規定であり、幸福追求権などの根拠規定と
されている憲法 13 条に求めています。

個人の自律の支援は、広義の支援であり、
実体的給付に留まりません。社会保障を個
人の自律の支援のための仕組みと捉えるこ
とは、個人が主体的な存在であることを意
味します。人は、国家や支援者によって保
護されるべき客体ではなく、自らこう生き
たい、こうありたいと思うそれぞれの生き
方を追求する主体なのです。

主体性の確保に必要なのは、支援する側
とされる側の関係性が一方向に固定されか
ねない仕組みを避けることです。特に支援
される側が脆弱な人々である場合、金銭や
サービスといった実体的給付による一方的
な再分配のみでは、関係性の克服は難しく、
相談支援による個別的アプローチの必要性
が浮かび上がります。相談支援の場面では、
双方向的な関係性の構築が目指されます。

　支援者と被支援者は協働する関係

支援者が福祉専門職や行政職員の場合、
その見立てによる被支援者の客観的ニーズ
と本人の主観的な欲求との食い違いにどう
対処するかが問題です。支援者と被支援者
の関係性が互いに向き合う当事者関係（契
約モデル）では、両者は抜き差しならぬ緊
張関係となりかねません。

支援者と被支援者の関係を協働関係（共
同的意思決定モデル）と捉える必要がありま
す。同じ方向に向かってともに歩むイメージ
で、「寄り添い型」「伴走型」支援という言葉
はこうした観点からも肯定的に評価出来る
ます。支援者は、被支援者が歩む半歩ぐら
い後ろから表情や歩き方から疲れ具合がど
うか、足元には障害物や落とし穴がないかな
どを冷静かつ瞬時に判断しながら歩調を合
わせていくイメージを私は持っています。支
援者は、被支援者が支援者と向き合うので
はなく、自分自身と向き合って、困難に対し
て主体性を取り戻すことを支えます。

自律支援には自らの物語を紡いでいくに
当たっての本人支援と、本人が自らの物語
を紡いでいくことを可能にする社会的な諸
条件・環境の整備という２側面があり、両
面に渡る支援が必要です。私は地域という
のは地理的な把握ではなくて、人と人のつ
ながりの束として理解しています。

人は他者との関係性があって自己の存在
を確認し、肯定する（出来る）ことで主体
的な生が引き出されます。このようなプロ
セスを通じて、対等な関係性を基盤にして
支えられる存在から、時として支える側に
も立ち得る潜在的可能性を想定出来るので
はないかと思います。支え合う関係性を前
提とした相談支援の仕組みづくりや地域づ
くりを進めていくことが肝要です。

相談支援の必要性

個人の自律を支援する

支援者と被支援者は協働する関係
提 言

5
新たな地域づくりから

社会保障の未来を考える
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提 言

6
共生の基礎としての伴走／

寄り添い支援

提言6

教授

猪 飼 　 周 平

一橋大学大学院社会学研究科

生活困窮者自立支援制度は、思想として
極めて新しいと思います。

コロナ禍で起きているのは新しさとは違
う方向です。一つは公衆衛生という古いア
プローチです。もう一つはナショナル・ミ
ニマムという最低限の生活を下支えする政
策に影響を受けています。

生活困窮者自立支援制度がどういうもの
であるべきかに立ち戻ろうという論点から
お話しします。

タイトルの「共生」は「支え合い」と言
い換えられます。支えることがどういうこ
とかはっきりしないと、支え合えるのか合
えないのか、どうすれば支え合えるか分か
らないはずです。「共生の基礎」にあるのは、

「支えるとはどういうことか」です。
今日は、支えることの意味、生活困窮者

自立支援制度の新しさについてお話します。

支援から取り残される 2 つのケース

国際比較的に、日本はそこまで手厚い福

祉を実現している国ではありません。生活
困窮者自立支援制度の新しさは、福祉国家
が小さいという理由で従来支援が行われな
かったところに支援が行くようになった、
という意味での新しさではありません。従
来支援の網の目がかかっているように見え
たところや形式的にかかっているはずのと
ころから人がこぼれ落ちていく穴を防ぐ、
という意味での新しさです。

支援からこぼれ落ちるとはどういうこと
か。二つのケースで起こります。

一つは、当事者の困難が複雑な姿をして
いる場合。多くの要因が絡み合い、それに
縛られている状態です。生態系のような複
雑な絡み合いの中に当事者の困難があるた
め、困難がエコシステム的と言います。

もう一つが、当事者の困難から解決すべ
き問題を取り出せない場合。典型的なのが、
生きづらさです。その人にとって何が困難
の原因か、問題として取り出すことは簡単
に出来ないけれど、本人は生きることが難
しい状態にある。外から見ると、生きる力

が失われているように見えるため、このよ
うな困難はソーシャルワークで「パワーレ
ス」と呼ぶ状況とほぼ重なると言って良い
でしょう。

二つのケースや二つが重なっている状態の
人に対して、従来の福祉システム、福祉国家
は、サービスで上手く支援出来ずにいました。
単純な問題に還元して、それを多くの人に波
及させるやり方で支援してきたからです。

たとえば、ライフリンクの自殺の危機経
路によれば、自殺した方は平均四つの要因
を抱えて亡くなっていて、状況が複合的で
す。ある程度の規模の自治体は、諸問題に
個別対応する支援サービスを大体持ってい
ますが、約 7 割の人は相談に行った上で亡
くなっている。今の社会は、社会保障や福祉、
行政サービスが発達し、個別の問題への対
応力は上がっていますが、実際はそこに上
手く引っかからずに多くの人が自殺に追い
込まれているのです。従来の福祉国家のシ
ステムはざるのようなもので、人々がかな
りの程度こぼれ落ちることが起きてしまう。

支援

対応する方法は論理的には二つあり、個
別支援が原則です。個別支援だけで構成す
る必要はないが、個別の観点が必要という
ことです。

複雑な問題に絡めとられている方には、
それを解きほぐす形で、困難を単純化した
り、和らげたりする「エコロジカルアプロー
チ」が必要です。

パワーレスな状態にある人には、パワー
をもう一度付ける支援が必要です。生きる
元気がなくなっている人の話を聞く、横に
いるだけでも、少し元気になることがある。
問題解決とは別のルートで生きる力を回復
させることが出来る。これが「エンパワー

メントアプローチ」です。
二つのアプローチを組み合わせて当事者

の支援をすることで、従来の福祉国家の穴
を埋めます。この作業が期待されるのが、
生活困窮者自立支援制度です。

生活困窮者

支援からこぼれてしまう人数をどう補足
するか。研究室で推計しました。どんな相
談ごとも断らない支援サービスに流れ込む
人を見れば、ある程度分かります。日本社
会全体の推計は 800 万〜 1700 万人です。そ
の意味で、生活困窮者自立支援制度は、受
け皿としては小さな動きに留まっています。
逆に言えば、従来の福祉国家のサービスか
らこぼれ落ちる人を支えられる、非常に大
きな動きを期待される制度です。

ヘルプライン「よりそいホットライン」
に届いた相談から、どんな問題を抱えてい
るかを数えました。生活保護収入のある方
とない方の相談はほとんど同じで、問題の
複雑さは経済的困窮の有無であまり違いが
ないようです。生活困窮者自立支援法は、
困窮に紐付けて支援を考えていますが、困
窮を外した先に生活上の困難を感じている
人があらゆる階層に広がっている可能性が
ある。そこにいかに幅広く支援を届けるか
が、向かうべき方向です。

そうした支援の資源はどこにあるか。地
域社会のコミュニティによる支え合いは、
力を失う方向に進んでいる。これに寄りか
かる形で支援を拡充することは難しい。従
来のコミュニティの資源を使って支援をす
るという発想以上に、プロフェッショナル
な文脈で「支援すること」を通じて、人と
人をつなぎ、支え合いが出来るコミュニティ
に育てていくことが求められます。

支援から取り残される二つのケース

支援から取り残されるケースに
対応する方法

生活困窮者自立支援法の
向かうべき方向、支援の資源
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生活困窮者自立支援制度の現在と今後のあり方

厚生労働省報告

室長

唐 木 　 啓 介

厚生労働省社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室／地域共生社会推進室

生活困窮者自立支援制度の現状と厚労省
の対応を報告します。

当制度の目指す本質は、元担当局長の山
崎史郎さんの著書にある、「『本人中心』の
相談支援を中核に据え、多様な支援を包括
的に実施すること」「『人』を『人』が支え
る仕組みを再構築すること」です。

生活困窮者自立支援制度は、生活保護に
至る前段階での自立を支援する仕組みです。
第 1、第 2、第 3 と重層的なセーフティーネッ
トがありますが、生活保護制度自体は現金
給付の仕組みである以上は要件に該当しな
い場合もあります。生活困窮者自立支援制
度が相談者の最後のセーフティーネットに
なる場合もあると忘れてはいけません。

制度施行後の実績

2015（平成 27）年からの 4 年間の新規相
談受付件数は、90 万件以上です。継続的な
プラン作成は 27 万件以上、包括的な支援の
提供により就労や増収につながった人は 12
万人以上いて、受付件数も伸びています。

2018（平成 30）年調査の制度利用者の声
では、窓口に相談したことでの状況変化に
ついて、「仕事を始めた」、「仕事による収入

が増加」、「就職活動を開始」という人が多
くいます。相談前と現在を比べ、自分に対
する気持ちが好転している割合が 64.8％、「働
くことや日常の生活、活動などへの意欲が
湧いた」と答えた人が 53.8％です。相談員と
のやりとりで、「ここに来たことで元気付け
られた」、「声をかけていただいてありがた
かった」、「生きていていいと思えた」とあ
りました。親身な対応や断らない相談支援
の姿勢が、利用者の自信や活力を蘇らせて、
生きる力を与えた様子が分かります。相談
員も相談者の声を現場で聞き、仕事の活力
にされていると思いますが、マクロ・ミク
ロともに生活困窮者自立支援制度は素晴ら
しい実績を上げてきたと思います。

コロナ禍で大きな役割を果たした

今年はコロナの影響で現場の状況は一変
し、連日の急増する相談に、感染リスクを
抱えながら対応いただき、現場には非常に
ご苦労をかけたと思います。相談件数は４
月から７月で約 26.3 万件と、昨年を上回る
速報値です。償還免除付きの特例貸付を３
月 25 日に行い、2019（令和元）年度に日本
全国で約 7,000 件だったのが、100 倍以上の

約 125 万件です。住居確保給付金を収入減
少も対象にすることで、昨年の 4,000 件から
25 倍増の約 10 万件になっています。

件数の増加に伴う現場への影響は、感染
拡大の長期化や深刻な人手不足、労働環境
の改善が必要な状況にあることです。困窮
でやるべき相談支援が行えなくなったこと
は現場も厳しいものがあったと思いますが、
こちらも忸怩たる思いでした。徐々に平常化
していますが、まだ長期化の影響は考えなけ
ればいけません。国の対応は、申請・手続き
の簡素化や自立相談支援の強化で、２次補
正予算で人件費やオンライン対応が出来る
設備整備などを支援しています。

リーマン・ショック時の生活保護の受給
者増加を課題に創設された生活困窮者自立
支援制度で、コロナ禍でも生活困窮者にしっ
かり支援を届けられたと思います。

コロナを機に、個人事業主やフリーラン
ス、外国籍といった、つながりの薄かった
人の相談が増えたこと、対面相談が困難と
なっていることに試行錯誤して各地域で支
援いただいたと承知しています。他制度も
含めたパンフレットを配布してワンストッ
プに対応した、外国籍の相談者向けに翻訳
アプリや外国語のパンフレットを活用した、
対面支援が困難なので SNS やオンラインで
離れていてもつながった、食料支援など、
様々な工夫を積み重ねて対応いただいたこ
とに深く感謝します。

また、つながり続ける大切さをかみしめ
る契機になったと思います。コロナの事態
で、「困窮制度の窓口が広く周知されるきっ
かけとなった」「今まで支援が届けられてい
なかった人に出会えた」「支援員のスキルや
経験知が上がった」という声もありました。

進めるべき２つの取り組み

この状況下で進めなければいけないのは、
どこに住んでいても支援が受けられる体制
づくりという任意事業の推進と、支え手・
受け手を超え、誰もが自分の役割を実感出
来る社会という地域共生社会の実現です。

任意事業は、2019（令和元）年度までで、
子どもの学習・生活支援が約 60％、就労準
備と家計改善が 50％以上、一時生活支援は
約 30％と実績は上がっています。国として
も、多くの自治体に任意事業を実施いただ
くために、周辺自治体との共同実施や都道
府県をイニシアチブにした広域実施を進め
ていきます。特に就労準備や家計改善は、
自立と一体的な実施を促進するために補
助率の引き上げやインセンティブの推進を
行っているので、自治体の事情にも目を配
りながら３年間の集中実施期間での完全実
施を目指します。生活困窮者自立支援全国
ネットワークにも協力をいただいています。

もう一つは地域共生社会の実現です。近
年、地域住民の抱える課題が複雑化・複合
化しています。複合課題や狹間のニーズへ
の対応は現体制では難しい部分もあるため、
市町村において、アウトリーチや相談支援、
参加支援、地域づくり支援などの包括的な
支援体制を構築する事業を来年４月から実
施予定です。市町村においては移行の準備
を出来る限り早く整えて、ぜひ包括事業に
持ってきていただければと思います。

コロナという未曽有の危機に、皆さまに
は多大なご協力をいただいて支援が進めら
れていることに厚く御礼を申し上げて私の
発表にします。

コロナ禍の影響と対応

今後、進めるべき二つの取り組み

制度施行後の実績

開会挨拶開会挨拶 午後午後

厚生労働省報告
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生活困窮者自立支援の
原点を振り返る

シンポジウム

後半

登 壇 者

早稲田大学法学学術院

一橋大学大学院社会学研究科

津田塾大学

教授

教授

室長

菊池　馨実
猪飼　周平

司会進行

認定特定非営利活動法人抱樸 理 事 長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事

奥田　知志

客員教授
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問

野洲市市民部 次長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 理事

村木　厚子

唐木　啓介

生水　裕美

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室

奥田知志（以下奥田）　これまでのお話を聞
かれて、生水さん、質問をお願いいたします。
生水裕美（以下生水）　菊池先生の「専門性

に裏付けされた相談
支援」、つまり「支援
者の専門性」という
言葉が胸に落ちまし
た。高い専門性をしっ
かりと機能させるた
めには縦割りが必要
で、それをどうつな
げていくかが生活困
窮者支援のあり方だ
と思っています。

　唐木室長からは、特例貸付の延長につい
ての言及もありましたが、実際に「貸付」
という名の下の生活保障になっていると感
じます。住居確保給付金についても、住宅
保障から生活保障に捉え方も変わってきて
いると思っています。さらに普遍的な制度
として変身していく可能性はあるのか教え
ていただければと思います。

  〇コロナ禍の教訓をどう活かすか

菊池馨実（以下菊池）　本来、困窮者支援は　
自治事務です。自治体の裁量で出来る分が
大きいはずですが、実際には事務連絡などに
よって縛られることが多くあります。たとえ
ば訪問による支援には、「訪問の必要が高い
ケースに限定する」「対面によらない支援の
実施が可能か検討を行う」という事務連絡で
現場は萎縮せざるを得ない面があったので
はと感じます。そして職員は、「あの時の対
応はどうだったのだろうか」と今でも考え続
けている面があります。今後、また大きく感
染者が増えて自粛せざるを得ない場合も考
え、厚労省の今回の対応は、現場での受け止
めも含めた調査を行ってほしいです。

　日本の社会保障制度は、リーマンショッ
ク後に生活困窮者自立支援法、住居確保給
付金制度が出来ました。これを機に、単な
る予算措置ではない、恒常的な仕組みとし
て社会保障をどう充実させていくか。一人
親支援なども特例給付金が出ていますが、
それだけでいいのかも含めて今後の課題に
していただきたいと思います。
奥田　今出た課題は、特例措置で対応もし
てきましたが、もともとあった問題が露出
したのであれば、それはもともと必要だっ
たのではないかという議論になります。ま
た、既に生活保護の手前で様々な具体的な
給付、いわば第２の保護のようなものが前
倒しで出ている状態です。この２点につい
て、唐木さんからお話を伺います。
唐木啓介（以下唐木）　貸付や給付は、もと
もとは件数的にはあまり多くない制度でし
た。それが非常に大きなボリュームでの申
請という形になり、表出しました。貸付や
給付は従来的な社会保障の仕組みなので、
それにつながる形での自立相談支援をどう
いう形で維持・継続していくかも考えてい
かなければならないと思います。
　コロナは我々が思っている以上に長期化
しており、その中でどういう対応を取って
いくか。いずれにしても、この教訓をどう
生かしていくかは振り返りをした上で、必
要な制度改正に反映
していく必要がある
と思います。
　生活困窮者支援を
使っていただくとと
もに、必要な人は生
活保護につなげるこ
とも重要です。

野洲市市民部
次長

生水　裕美

厚生労働省社会・
援護局地域福祉課

生活困窮者自立支援室
室長

唐木　啓介

コロナ禍の教訓をどう活かすか

後半シンポジウム
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　コロナ禍でも信頼関係を生み出す

奥田　猪飼さん、ほかの方の発言を聞く中
でご意見や質問はあるでしょうか。
猪飼周平（以下猪飼）生水さんからは、「コ

ロナ禍で今まで相談
に来なかった人たち
が来られるようにな
り、新しいつながり
の可能性が見えた」
というお話がありま
した。寄り添い的な
支援には信頼関係が
必要ですが、オンラ
インで信頼関係を生
み出すことは簡単で

はないというお話も聞きます。
生水　相談者が面談につながった段階での
接し方に変わりはありません。その人にとっ
て何が必要かを相談員や市の担当課と一緒
に考え、動いていく。税の減免や水道料の
猶予、様々な給付金につなげていきます。
一生懸命に汗を流している姿を見ていただ
くことで信頼関係が築けていきます。
　電話でもオンラインでも、どういった言葉
を使っていくか、どのような会話が出来るか
という積み重ねで信頼関係は出来ると思う
ので、そこに変わりはありません。たとえば
多重債務の相談に、「どうして借金をしたん
ですか」と聞くと怒られます。「借金の理由
は何ですか」と聞くだけで、その理由につい
てお話が進んでいく。言葉の投げかけ一つで
変わる。「どうして」という言葉で否定され
ているのではないかと思われる。その人の歩
いてきた人生を丸ごと受け止めさせていた
だけるような相談支援が大事かと思います。

地域共生の法律は来年４月から実施となり
ます。困難を抱える若年女性の支援もこれ
から法律化をしなければいけません。
　ここまで制度は進化してきましたが、こ
れからもっと頑張らなければいけないと
思ったところをお話しします。
　まず１点目です。コロナで試された 10 か
月の間、困窮者支援の法律の何が役に立ち、
何が足りなかったかを検証することです。
私たちは制度の充実のための大きな勉強を
しているのです。
　２点目は、福祉の再定義です。若松先生
のお話の「貧乏」、我々の言葉で言えば「貧困」
ですが、これは天分に応じて三つの力、肉体・
知能・霊魂を伸ばすための物資が与えられ
ていない状況だという定義をいただきまし
た。これを貧困の定義と捉えると、福祉が
非常に豊かなものになると思いました。
　３点目は、ソーシャルワークの定義です。
飯田さんのお話の中で、「ゆるくて抽象的
な窓口」「ふらふらしているソーシャルワー
カー」「シェルターを持っている」「働く場を
持っている」というお話が出てきました。こ
れに当てはまる分野は、風俗のスカウトで
す。福祉の対極にある彼らが飯田さんの言
う包括的な窓口の機能を果たせる。ソーシャ
ルワークの重要性・必要性を我々がもう一回
再認識することが必要だと思いました。
　その上で伴走型支援について、猪飼先生
から「エンパワーメントアプローチ」「エコ
ロジカルアプローチ」という非常に大事な
定義をいただきました。当事者の力を付け
ることと、抱えている問題を解きほぐして
解決へつないでいくということです。
　今日の菊池先生の話で「半歩下がる」と
いうのは、非常に私は興味深かった。親が
子どもを支援する時に半歩下がるのはすご
く難しい。でもすごく大事な言葉だと思い
ました。プロとして半歩下がるような気持

　
　〇生活困窮者自立支援制度の原点とこれから

奥田　村木さんは、この制度の立ち上げ時
に社会・援護局長を務められていました。
その後も事務次官をされてこの制度を引っ
張ってこられました。村木さんから、制度
の原点についてお話しいただけますか。
村木厚子（以下村木）　
　生活困窮者自立支
援制度が出来た時に、
困窮している人の共
通点は、複数の困難
が重なっている人た
ちであることと、社
会から孤立をしてい
る人だと教わりまし
た。 こ の 法 律 で は、
現場で実践して実績
のある制度が法律の事業として取り込まれ
ました。しかしながら、「社会的孤立」につ
いては法律をつくった当時は、「経済的に困
窮している人を救う法律はつくれるけれど
も、社会的に孤立をしているのは法律や制
度では難しい」と言われ、取り込めません
でした。
　伴走型支援は、相談支援を核にして既存
の支援制度につないでいく、あるいは既存
の制度がなければこの法律の内外に制度を
つくる形でこの法律を育てようということ
になりました。こうしたやり方を突き詰めて
いけば、断らない相談という形を追求せざ
るを得ません。
　この法律が出来た時に全国研究交流大会
で、「実践とともに進化をすること」と「他
制度を使い尽くすこと」を確認したと思い
ます。困窮者支援法も改正し、「社会的な孤
立」が法律に取り込まれましたし、農福連
携や居住支援、再犯防止の法律など、周り
の法律や制度も随分強化されてきました。

ちで我々がソーシャルワークをやっていけ
たら非常にいいと思います。
　本人が力を付けて支援者が手放していくの
が福祉の大事なポイントだと思いますが、手
放した先にあるコミュニティが豊かなもので
あるかどうかが勝負になってきます。これは
福祉や生活困窮者支援という狭い枠ではなく
て、我々が市民として、あるいは職業人とし
て、医療者として、生協として、市民全員が
汗を流してコミュニティを育てる。その努力
を片側で見ながら生活困窮者支援を育ててい
くことが大事だと思いました。

　〇「試された 10 か月」から地域づくりへ

奥田　村木さんから
ポイントのまとめを
いただきました。そ
こに対して皆さんか
ら、ご発言いただけ
ればと思います。
生水　私は、「試され
た 10 か月」に、「あっ
てよかった、生活困
窮者支援」を痛感し
ました。もしこの法
律がなかったら、コロナ関係の相談者を自
治体はどこが受けたのか、どこの部署が受
け止めたのか。混乱が起こっていたと思い
ます。
　自治体の力量も試されたと思っています。
生活困窮者支援は、属性に捉われるのでは
なく、困っている理由に対応していけるので
非常にやりやすい。これが今回のコロナ禍で
生活困窮者自立支援法の一番の良さだろう
と思っています。
　ただ、生活保護との連携が全然出来ていま
せん。生活保護と生活困窮者自立支援法の融
合にもっと切り込んでいける議論に今後発展

一橋大学大学院
社会学研究科

教授
猪飼　周平

生活困窮者自立支援
全国ネットワーク

代表理事
奥田　知志

コロナ禍の教訓をどう活かすか 生活困窮者自立支援制度の
原点とこれから

「試された 10 か月」から地域づくりへ
生活困窮者自立支援
全国ネットワーク

村木　厚子
顧問

後半シンポジウム
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していくことを希望しています。
猪飼　今日、私は、プロフェッショナルの
重要性を強調しながら話したつもりです。
コミュニティとの関係では、エンパワーメ
ント的なアプローチは家族に依存してきた
部分が大きいのですが、今や家族にこれ以
上支援を依存することは出来ず、プロフェッ
ショナルの役割が重要になってきている。
　ただし、興味深い視点を一つ付け加える
とすれば、友人の役割も重要であると言え
るかもしれない。この点は、政策的にあま
りケアをしてこなかった領域です。たとえ
ば中等教育などでの困っている友だちの話
の聞き方です。そういう機会が確保される
ことで、自分は困っている人の話を聞くこ
とが得意だ、好きだと気付人たちが出てく
る。あるいは、ただ話を聞き、横にいるこ
とが重要な意味を持っていると気付く機会
になる。
　今、向かっているのは SOS を出しましょ
うという方向ですが、苦しい状態にある人
たちは SOS が出せません。こうした人たち
に SOS を出せと教育するのは方向的に問題
があり、聞く側をどうやって育てるかとい
う問題になるだろうと考えます。
　コミュニティの問題を考える時に、広げ
ていかなければいけないのは教育の領域と
の連携です。友人の問題などを取り込みな

が ら 地 域 全 体 に 広
がっていくような論
点になるといいなと
思っています。
菊池　村木さんのお
話の中で「手放す」
という言葉があり、
すごく新鮮に感じま
した。地域にはいろ
いろな活動をしなが
ら、そこで福祉的な

支援もするようになっていく地域がありま
す。そうしたところであれば手放した先に
地域の支え合いがある。
　4 月から始まる制度には、地域づくりも
含まれています。個別の支援から地域づく
りの結節点として、たとえば子ども食堂や
地域食堂もありますが、本当に地域づくり
となると、地域住民レベルまで巻き込んだ
ものになっていく必要がある。個別的支援
を一歩踏み越えた先の地域づくりまでどう
やっていくか、知恵を出し合う必要がある
だろう。住民同士の福祉だけではない、地
域でお互いに支え合っていくには、楽しい、
笑い、ワクワク感みたいなものも含み込ん
だ地域づくりの必要があるだろうと思って
います。
　一方で困窮者支援は、どんなに地域で支
え合いのネットワークが出来たとしても個
別的な支援は必要なものなので、その両輪
をつくっていく作業にいろいろな知恵を出
し合って考えていく必要があるだろうと感
じました。
奥田　「この 10 か月は試された期間だった」
と言いましたが、逆に言うと、多くの人た
ちが人ごとではなくなった日々だったと思
います。全ての人がある意味当事者になっ
た。ここで地域とは何だったのだろう。家
族に全部押し付けていたのは大丈夫か。ま
た、人と距離を持つことが推奨される中で、
我々は一人で生きていけないという大本の
人間そのものの課題を抱えています。
　ぜひこの大会を機に、各事業所や各地域
でも、どうやって支え合いの仕組みをつくっ
ていくか、単に助けてもらうだけではなく
て、それぞれが役割や出番をどうつくって
いくかという議論をしていければ、私たち
はしんどいだけではなくて、「あの年に苦労
してよかったな、これがあってよかったな」
と言える日が必ず来ると思います。

早稲田大学
法学学術院

教授
菊池　馨実

分 科 会
レポート

分科会1 生活困窮者支援を軸にした包括的支援体制へのアプローチ
（包括的支援）

分科会2 社会的養護と生活困窮
（社会的養護と生活困窮）

分科会3 コロナ禍での家計改善支援。見えてきたものはなに？
（家計改善支援）

分科会4 ウィズコロナ、アフターコロナ時代における子ども・若者支援の方策
（子ども・若者支援）

分科会5 被災地でともに働く、ともに生きる－映画「Workers被災地に起つ」
（ともに働く）

分科会6 多様な主体を「巻き込む」居住支援
（居住・一時生活支援）

分科会7 新・地域力「住民主体による気にかけ合う地域づくり」
（地域づくり）

分科会8 就労準備支援利用者の小さな変化を捉える見える化ツール
～ＫＰＳビジュアライズツール～（就労準備支援）

分科会レポート
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分科会分科会

分科会分科会

（包括的支援）（包括的支援）
11

生活困窮者支援を軸にした
包括的支援体制へのアプローチ

2020 11/23（月） 14：00▶16：30

社会福祉法人すぎな会（神奈川県）
理事長補佐　
市貝町役場（栃木県）健康福祉課福祉係
総合相談支援センター長　
中土佐町社会福祉協議会（高知県）
地域福祉課地域支援チーム　主任　
中土佐町社会福祉協議会（高知県）
地域福祉課相談支援チーム　主任
　　　

山上　裕之

郷間　一宏

中平　紗和

谷岡　裕子

■ パネラー

厚生労働省社会・援護局地域福祉課
地域共生支援調整　係長　
日本福祉大学　副学長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事

田代　善行

原田　正樹

■ コメンテーター

日本社会事業大学専門職大学院 客員教授
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事 渋谷　篤男

■ コーディネーター

中土佐町社会福祉協議会　

高知県は、誰もが必要なサービスを受けら
れる小規模多機能支援拠点として、「あった
かふれあいセンター」を展開。中土佐町では、
2010（平成 22）年にこれを３か所に設置し、
地域福祉計画の地域福祉の拠点に位置付け
た。地域課題解決に取り組み、住民の気付き
から様々な小地域福祉活動が生まれた。

しかし、個別課題が複雑化し、住民だけで
解決が難しくなったため、モデル事業を活用
し、小地域福祉活動の展開・関係機関との連
携体制構築に取り組む。その中心が同センター
で、通常の集いの場とともに、地域ふくし活
動推進委員会や小地域ケア会議を開催し、住
民主体の地域づくりを行う。合わせて、制度

して加盟し、制度の狭間で生活に困難を来た
している人を CSW が支援する相談事業だ。
基金で生活に困った人の経済的支援も行うの
が、特長だ。

2018（平成 30）年度の加盟法人 87 法人に
対し、支援件数は 95 件と少ない。他法人との
連携や関係機関とのネットワークと情報共有、
多様な相談者へ対応する事例検討・研修が課
題で、県内の地区ブロックごとの支援共有や
ケースワークの機会増加による支援の広がり
が必要だ。

すぎな会は、この事業には「国が制度化して
いない中で生活に困った人を支えていく」社会
福祉法人の原点があり、足元を見つめ直せると
事業を始めた。管理者が CSW であることで事
業理解があり、通常業務と兼務する法人も多い
中で専任職員を配置する。厚木市と協同するこ
とにより、相談者の安心につながる、市の情報
整理で支援ポイントが明確化される、制度につ
なぎやすい、他機関と関係を持ちやすい、たら
い回しにされることがないメリットがある。

市貝町役場

地域福祉計画、高齢者総合保健福祉計画、
障害者福祉計画、子ども・子育て支援事業計
画の四計画を、地域福祉計画を基礎に横断的・
一体的にした「地域福祉総合計画」を 2015（平
成 27）年に策定。制度の狭間の生活課題や複
合的な問題を抱える世帯を支援する。

同計画をもとに、①いかにスムーズに福祉に
関するあらゆる相談・見立てをし、専門サービ
スにつなげられるか、②子どもから高齢者まで
福祉に関する初期の相談窓口、の二つのテーマ
を検討し、2017（平成 29）年に「総合相談支
援センター」を開設した。前者は、スクールソー
シャルワーカーや地域包括支援センター、相
談支援包括化推進員を配置して対応。後者は、
社会福祉協議会や障害者相談支援センター、
訪問看護ステーションと連携が取れる、保健福

の狭間の住民を取りこぼさないように、相談
支援包括化推進員５人を分野ごとに配置。

町社協内の相談機能も強化し、「かあらん
シート」（現場などにおける、職員の「そうか
もしれない」程度の課題の気付きを記入。困
窮事業担当者が集約し、早期発見、支援につ
なげる）を導入。同センターの訪問・相談・
つなぎ機能の強化もする。

参加支援および地域づくりに向けた支援と
して、多機関協働の福祉学習、地域ふくし活
動推進委員への支援、権利擁護支援員養成講
座も実施。

社会福祉法人すぎな会

かながわライフサポート事業は、神奈川県
社協を母体に、社福法人が会費（基金）を出

祉センター内に開設することで対応した。
協働の課題は、役場の異動で横のつながり

が低下すること、制度の狭間で相談者が出来
ることまで支援し過ぎてしまうことだ。

厚生労働省社会・援護局地域福祉課
　
地域共生社会の実現に向け、属性を問わな

い相談支援、多様な参加支援、地域づくりに
向けた支援に一体的に取り組む重層的支援体
制整備事業が 2021（令和３）年４月から始まる。
介護・障害・子育て・困窮分野の各支援機関
の専門性や積み重ねてきた実践をもとに、様々
な地域資源の強みを活かした包括的な支援体
制を目指していく。

新たな事業により、様々な分野が相互に重
なり合いながら支援を進めていくことで、分
野間・支援者間の縦割りの弊害の解消も目指
し、真に「市町村全体として」本人に寄り添い、
伴走する支援体制づくりを進めていきたい。

まとめ

報告を受け、コメンテーターの原田正樹さ
んは、「包括的支援体制をつくるのにプロセス
が重要で、それを積み上げて今日に至ってい
ると分かった。その際、行政・社協・社福法
人に加え、地域の多様なセクターとどう協働
するかが課題になり、生活困窮者自立支援の
中心軸になる。事例からは、支援の時にニー
ズありきで仕組みをつくる必要性が強調され
ていたと思う」と話した。

終わりに、コーディネーターの渋谷篤男さん
が、「コロナを通じて、様々な相談機関から起き
ている問題の報告が入っている。国の制度で動
くこともあれば、民間から動かすこともあるので、
そういう大きな動きをつくっていただくことが大
事。どういうことが、どのように起きているか
周りに知らせていただけたら」と呼びかけた。

中土佐町社会福祉協議会　

社会福祉法人すぎな会

市貝町役場

厚生労働省社会・援護局地域福祉課

まとめ

分科会1

分科会１では、各パネラーが行政・社会福祉協議会・社会福祉法人の立場から、包括的支援体
制に向けた取り組みを報告。コメンテーターのコメントや参加者のチャット質問を踏まえ、テー
マ理解を深めた。
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分科会分科会

社会的養護と生活困窮
2020 11/29（日） 10:00▶12:30

分科会分科会

（社会的養護と生活困窮）（社会的養護と生活困窮）
22

アフターケア相談所ゆずりは（東京都）
所長　
生活クラブ風の村はぐくみの杜君津（千葉県）　
施設長　
一般社団法人若草プロジェクト（東京都）　
理事・事務局長　
千葉県中央児童相談所
主任上席児童福祉司兼支援課長　　　　

高橋　亜美

高橋　克己

牧田　史

児玉　亮

■ パネラー
社会福祉法人生活クラブ風の村（千葉県）　理事長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事 池田　徹

■ コーディネーター

津田塾大学　客員教授
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　顧問 村木　厚子

■ コメンテーター

 生活クラブ風の村はぐくみの杜君津
　
40 人定員の児童養護施設で、敷地内に６軒

の家があり、家庭に近い環境で子どもたちを
養育している。施設にいる間は、落ち着いて
安心できる生活の中支えてくれる大人や仲間
がいて、生きづらさという傷に包帯を巻き直
している時間といえる。

しかし、様々な課題や生きづらさを抱えて
いる青年たちのありのままを受け入れ、排除
しない場所はそう簡単には見つからない。失
敗を重ねるうちに、関係を上手く取らなくて
済む場所を求めるようになる。路上生活やひ
きこもり、反社会的グループなどいびつさを
抱えても成り立つ世界に進むことがある。

養護の期間やケア、もともとの傷が異なる

伴走型の支援を基軸に、実際の支援は生活
保護の手続きや通院の同行などが多い。ほか
に高卒認定資格を取る無料の学習会や、社会
的養護を巣立った人以外も誰もが来られるサ
ロンを月 1 回開催している。また、就労支援
の一環で、工房でジャムづくりを行う。働く
ことは、お金を得られること、誰かの役に立
てること、生きていていいという安心感を育
むことのために大事だと痛感している。

社会的養護を巣立った人が困難な状況に
陥ってしまう背景には、虐待や貧困などの深
いトラウマがある。日本社会の仕組みは家族
機能が前提にあり、家族を頼れないことが足
かせになる。

支援する立場になると、助けてあげなけれ
ばの押し売りになってしまう。「あなたがどん
な気持ちでいるか、どうしたいか」という気
持ちのやりとりを大切にしている。

若草プロジェクト

心に SOS を抱えた若い女性たちの支援を目
的に「つなぐ、まなぶ、ひろげる」を三つの
柱として活動する。2020（令和２）年度から
は「まちなか保健室」という居場所の事業も
行っている。

10 代・20 代の女性の社会的弱さの背景に
は女性軽視の価値観が残っていることや、男
性に比べて一人で生きていくための社会資源
の乏しさなどがある。複数の問題を抱え、問
題が可視化されにくいとも感じる。

児童福祉法は 18 歳以上の子には原則適用
されない。親からの虐待でも 18 歳以上の場合
児童福祉法上の一時保護は出来ず、虐待者が
配偶者ではないので DV 防止法上の保護も受
けられない。婦人保護の施設やシェルターは
利用可能だが、実際は運用上のハードルが高
くなかなか利用出来ない。生活保護法は大き
な役割を果たすが、自尊感情の低下への影響
が否めない。学習支援や医療、メンタル面で

子どもたちは、包帯の下の生きづらさも違う。
傷の深い子たちは社会適応が容易ではなく、
しんどい暮らしをしている現状だ。

今の制度では、養護施設にいる間のケアに
あまりお金がかけられない。社会的養護を必
要としている子どもや、生きづらさを抱える
家族の在宅ケアなどにも、高齢者福祉と同程
度のサービスの充実が大事ではないか。

アフターケア相談所ゆずりは

児童養護施設や里親家庭、自立援助ホーム
などを巣立った人たちを対象に相談支援事業
をしている。社会的養護を巣立った人のみな
らず、苦しい家庭環境、ネグレクトや性虐待
など発見しづらい虐待環境の中で生きてきた
人からの相談も多い。

のケアを含めた、若年女性たちを前向きに支
援する法律や仕組みが必要である。

千葉県中央児童相談所

相談所の最近の傾向として面前 DV を含む
DV の問題が大きい。社会的養護を必要とす
る子どもの多くが発達障害を抱えている傾向
がある。また、被虐待で同様の行動特徴を示
すことがあり、虐待由来か発達障害か分かり
づらいことがある。

現状の課題としては、一人のケースワーカー
の担当件数の多さや、人材の確保・育成がある。
一時保護の定員超過や長期化により、子ども
にとって不利益な状況もある。

相談所が保護して家庭に帰すことが難しい
と判断した場合に社会的養護にバトンを渡す
のだが、社会的養護の資源不足も大きな課題
だ。里親や施設との有機的なつながりが少な
く、バトンを渡す先がないという話もある。

児童相談所は保護から家庭に帰るところま
でを一貫してやっていたが、現状では介入や
分離を司法が担う段階に来ていると思う。ま
た、予防の強化として一つの窓口につながっ
たら他の機関や仕組みに有機的につながる拠
点を地域の中につくっていかないといけない。

まとめ

コメンテーターの村木厚子さんは、「『伴走
型支援』は生活困窮者のキーワードだが、子
どもの支援にはつながれていなかったと思う」
と発言。「包帯の下の傷が癒えるようなサポー
ト、家族をも支援出来るような制度の充実、
制度が欠けている女性支援について法的な整
備をすることが必要だ」と語った。最後にコー
ディネーターの池田徹さんが、「制度などの
ハードの充実も、支援者というソフトも今が
踏ん張りどころだ」とまとめた。

生活クラブ風の村はぐくみの杜君津

アフターケア相談所ゆずりは

一般社団法人若草プロジェクト

千葉県中央児童相談所

まとめ

分科会2

分科会 2 では、社会的養護や社会的養護にもたどり着けない状態の中で孤立を深めている子ど
もたちの現状と支援、社会的養護の枠を巣立った人たちの実情についての報告を踏まえて、そこ
から見える課題について検討した。
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分科会分科会

コロナ禍での家計改善支援。
見えてきたものはなに？

2020 12/5（土）14:00▶16:30

分科会分科会

（家計改善支援）（家計改善支援）
33

野洲市市民部（滋賀県）　次長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事　
厚生労働省社会・援護局地域福祉課　
包括的支援体制整備推進官　
グリーンコープ生活協同組合連合会（福岡県）　常務理事
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　事務局長　
　　　

生水　裕美

鏑木　奈津子

行岡　みち子

■ パネラー
明治学院大学社会学部
教授 新保　美香

■ コーディネーター

生活クラブ生活協同組合・東京　
たすけあいネットワーク事業部生活再生事業課
府中市家計改善支援員　
益城町（熊本県）福祉課地域福祉係
地域福祉係長

中森　順子
　

吉住　由美

■ 実践報告者

　
 生活クラブ生活協同組合・東京　たすけあいネットワーク事業部

人口約 26 万人、約 13 万世帯が住む東京都
府中市から委託を受けて、家計改善支援を実
施している。市役所の生活援護課に「暮らしと
しごとの相談センター」があり、直営の自立相
談支援のほか、委託の任意事業が席を同じく
している。コロナ禍で自営業者の相談が増え、
自立相談で受けている相談に対して家計改善
支援員からどういったことを手伝えるのかとい
う声かけをし、相談に対応している。

コロナ禍で特に気を付けたのは、自信をな
くして自分のせいだと思っている人に、「あな
たのせいではない」「あなたが大事にしている
ことを優先出来るようにお手伝いさせてもら
いたい」と伝えたこと。そのため「優先順位

援事業に取り組んだ。「今日が過ごせればいい、
先のことは見たくない、考えたくない」という
被災者の状況を変えるために、ともに先の見
通しを立て、新たな生活へのスムーズな移行
のサポートや無理のない返済計画を立て、住
民の安堵につなげることが出来た。

熊本地震からの新たな暮らしは、家計改善
支援事業に支えられた。コロナ禍の家計改善
支援の役割として、まずはその時期、その状
況に応じた支援、体制づくり、連携がとても
重要と考える。特に、家計改善支援の一番重
要なことは、普通の生活に出来るだけ早く戻
れるように一緒に考えていくことだ。

普通の生活は、たった何十秒で簡単に崩壊
する。普通の生活が出来ることは普通ではない。
もう一度「何でもない毎日が宝物」と言っても
らえるように、一から学び、取り組んでいきたい。

 野洲市

生水裕美さんからは、もともと相談が必要
だった人が、コロナをきっかけに相談に来て
いる印象だ。コロナが収まって世の中が変わっ
ていく中で、その人のしんどさをどう受け止
めていくかが課題。

全てを相談員が解決しよう、早く何とかし
ようと抱え込むとしんどくなる。状況が分か
らない中では、愚痴を言える仲間や、今日一
日頑張れていて良かったねという思いを共有
することが大事。相談者、相談員とも一緒に
頑張っていきたい、と発言があった。

鏑木奈津子さんからは、「コロナ禍で家計に
課題を抱える人が増加しているが、自治体に
よっては家計改善支援事業に相談者がつなが
らないところもあると聞く」とした上で、相談
の受付については、「自立相談支援事業と家計
改善支援事業のどちらが先という決まりはな
く、どちらが先につながっても構わない」と
発言。早期の家計に関する支援が必要な相談
者や、緊急性のある相談者に関しては、先に

を設ける家計表」をつくって相談に当たって
いる。

行動を変えなければ問題は解決しないため、
行動分析学を学んでいる。状況を客観的に把
握し、個人だけではなく環境に原因があると
いう視点でサポート。また、行動の「結果」
だけではなくて「経過」を見ることを大事にし、
どこまで出来たのか、そこからもう一歩進む
にはどうするか、強みを伸ばすための支援を
している。

　
 熊本県益城町

益城町は、2016（平成 28）年の熊本地震で
町全域に甚大な被害を受けた。町も家もこれ
までの生活も「ぐちゃぐちゃになってしまった」
中で、住民の暮らしを守るために家計改善支

家計支援から行い、その後、自立相談支援事
業による支援を開始する場合も想定されるた
め、各関係者と連携をしながら相談者本人に
とってベストな支援方法を選んでいただきた
い、という言葉があった。

行岡みち子さんからは、自立相談から家計
改善支援へ３〜５割がつながっている自治体
では、金銭に関することは家計改善支援が必
要と、初回面談からともに入るところが多い。
家計改善支援員は相談者に同行し、一緒に悩
み、時に怒られ役となり、一緒に考え、行動
をともにすることが大きなポイントだ。

先行きが見えない現状でキャッシュフロー
表を作成しても、環境がどう変わるか分から
ない。家計表をベースにした計画表を５枚ほ
ど作成し、本人の思いを中心に、小まめに相
談して計画を立てている。

この状況下だからこそミーティングを必ず
開くようにして、相談員の心の内にあるつらさ
や悩みを吐き出せる時間をつくっている、と
話があった。

 まとめ

報告とディスカッションを受け、コーディ
ネーターの新保美香さんからは、「『人は弱っ
ている時には自分のいいところが見えなくな
る』という一節を思い出す」という話があった。
不安だったり、弱ったりすると、自分が頑張っ
ていることも見えなくなってしまうという。だ
からこそ「出来ていること、頑張っていること、
工夫出来ることを語り合ってほしい」と話し
た。また、「皆さまの相談機関や制度があって、
人の命と暮らしが守られている」と締めくくり、
参加者にエールを送った。　

生活クラブ生活協同組合・東京
たすけあいネットワーク事業部

熊本県益城町

活発な意見交換

まとめ

分科会3

分科会 3 は、コロナ禍での苦労を分かち合い、その中で見えてきたこと、工夫してきたことに
焦点を当てた。実践報告とブレークアウトセッションを実施し、家計改善支援の今とこれからを
共有。参加者同士の相互交流を深める時間となった。
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分科会分科会

ウィズコロナ、アフターコロナ時代
における子ども・若者支援の方策

2020 12/6（日）10:00▶12:30

分科会分科会

（子ども・若者支援）（子ども・若者支援）
44

一般社団法人コミュティ・メンタルヘルス・アウトリーチ協会
代表理事　
一般社団法人若者協同実践全国フォーラム（東京都）
代表理事　
特定非営利活動法人パノラマ（神奈川県）　理事
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　研修委員　　
放送大学／千葉大学
名誉教授
　　　

梁田　英麿

古村　伸宏

鈴木　晶子

宮本　みち子

■ パネラー
認定特定非営利活動法人スチューデント・
サポート・フェイス（佐賀県）　代表理事
生活困窮者自立支援全国ネットワーク
研修委員 谷口　仁史

■ コーディネーター

 一般社団法人コミュティメンタルヘルスアウトリーチ協会

精神疾患のある人は、その疾患や非機能的
な行動に目がいきがちだが、どんな生活を営
んでいるのかを教えてもらい、その人の気持
ちに沿った声かけをすることが重要だ。複数
の困難が重なり、社会とのつながりが切れて
いる人の気持ちは、その人の小さな声を大切
にし、寄り添ってみなければ見えてこない。

ACT（Assertive Community Treatment：
包括型地域生活支援）は、重い精神障害が
あろうとも利用者の希望する生活を実現して
いけるように、それぞれのニーズ、その人の
文脈に応じてサービスを提供するプログラム
だ。ACT 全国ネットワークが法人化して一
般社団法人コミュティ・メンタルヘルス・ア

んと整備されていなく、きれいな水で手を洗
うことすら難しい地域がある。

ステイホームで見えなくなっている実態が
ある。学校に行かないので虐待を発見してく
れる人がおらず、潜在化しやすい。学校での
食事が命綱になっている子どももいる。オン
ライン授業の準備を整えても、それが届かな
い層がある。子どもが多い家庭では、一斉に
オンライン授業を受けることが難しい。日本
でも、ぜんそくを持つ子どもたちが学校に行
けず、置いていかれているなどの不利益も出
てきており、多様な子ども・若者、その家族
への配慮が必要。

 一般社団法人若者協同実践全国フォーラム
　
若者協同実践全国フォーラム（JYC）は、

当事者である若者と支援者や家族など社会的
な関係性を持つ人が協同の関係の中で、全国
集会や研究会などに取り組む。

コロナ禍での若者や子どもに関わる支援活
動への影響をアンケート調査したところ、居
場所機能が制御されていることで若者の声を
拾い上げられる場所が縮小し、社会のあり方
に結び付ける機能が著しく制限されているこ
とが分かった。若者や子どもに押し寄せてい
る現実的な課題に即し対応しつつ、本質的な
テーマ性を見出して両輪で動かしていかなけ
れば、結果的に人々の安心感や幸福感を制限
する危険性も出てくる。

ワーカーズコープは、多様な就労機会をつ
くり、地域で必要な仕事を事業にしている。
単なる支援対象ではなく、協同の文化を耕し
ていく事業活動を考えている。

 失われた 20 年とコロナ禍の若者の状況

宮本みち子さんは、「失われた 20 年」とコ
ロナ禍の若者の抱えた状況について問題提起
をした。

ウトリーチ協会を設立。
日本でも質の高いアウトリーチが定着する

ことを目指しつつ、これからは精神障害のあ
る人に限らず、社会的孤立状態にある人たち
も含め、いろいろな人たちがいて当たり前だ
という社会になることも目指している。

 アメリカの実態を報告

鈴木晶子さんは、9 月まで暮らしたアメリ
カにおける、コロナがもたらしている実態を
報告した。

アメリカのコロナ感染者は、人種等によっ
て大きく異なる。たとえば、アメリカンイン
ディアン（先住民）は白人の 2.8 倍感染、5.3
倍入院、1.4 倍亡くなっている。これは先住
民たちの貧困状況に起因し、上下水道がきち

「失われた 20 年」で、経済格差が拡大し、「結
婚・持ち家・子育て」といういわゆる標準生
活を営むことの出来ない人々が増加した。非
婚化の現象は、若い世代だけでなく 40 〜 50
歳代ではっきりと出てきている。その中に含
まれる就職氷河期世代の人は、不安定な生
活と社会的孤立の状況にあり、その状況から
抜け出すことが出来ないまま年齢とともに悪
化する状況にある。コロナ世代がこれからス
タートするが、厳しい時代となるだろう。

若者に目を転じると、一番厳しいのは親に
頼ることが出来ない若者だ。この 15 年ほど
で若者支援施策が進んだが、支援サービス
は親の扶養を暗黙の前提の上に成り立ってい
る。この問題が解決出来ないまま今、コロナ
禍で子ども・若者の暮らしが悪化することを
危惧する。

 まとめ

コーディネーターの谷口仁史さんからは、
様々なデータをもとに話があった。
「複合的な問題を抱えている当事者に、制

度上の支援が展開されていても、情報共有が
ほとんどできていない。就職氷河期世代活躍
支援プランの取り組みは、各制度の枠組みを
超えて支援の資源を集中させ、当事者を支え
ていく仕組みだ。制度を超えて情報が共有出
来るシステムを開発し、その時々に最適な支
援を展開するとともに、人材育成の仕組みに
も連結させて支援の効果性を一気に高めてい
く必要がある」と谷口さん。

また、「格差が広がり、多くの人が心に余
裕を失ってしまう時代にあるが、最も困難な
状況のある人々の心を、生活を、命を支える
皆さんの存在が日本の社会の誇りであり、新
しいより良い地域づくりに向けた希望だ」と
締めくくった。

一般社団法人コミュティ・メンタル
ヘルス・アウトリーチ協会

アメリカの実態を報告

一般社団法人若者協同実践
全国フォーラム

失われた 20 年とコロナ禍の
若者の状況

まとめ

分科会4

新型コロナウイルスで先の見通しが立たない現状で、要支援者の激増、問題の深刻化による支援
者側の負担が増大する一方で、感染症対策による様々な制約は従来型支援の展開を難しくしている。
分科会 4 では、社会的孤立の深刻化に焦点を当てつつ、現状と課題、その方策について議論を進めた。
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（ともに働く）（ともに働く）
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被災地でともに働く、ともに生きる
－映画「Workers被災地に起つ」

2020 12/6（日） 14：00▶16：30

ワーカーズコープ・センター事業団
東北事業本部登米地域福祉事業所（宮城県）　所長

厚生労働省社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室　室長補佐

竹森　幸太
センター事業団東北事業本部登米地域福祉
事業所（登米市東和町鱒淵地区住民） 小野寺　弘司
登米市東和町鱒淵地区（宮城県） 藤原　ふさ子

國信　綾希

ワーカーズコープ・センター事業団
理事長 田中　羊子

■ パネラー

■ コメンテーター

■ コーディネーター

ワーカーズコープ・センター事業団　東北事業本部登米地域福祉事業所

中山間地域の登米市鱒淵地区で活動。自
伐型林業から学んで山づくりをしようと、自
分たちも地域住民も一緒に学べる森林塾を開
催。自伐型林業を地域住民と一緒に集落を
守っていく「里守ムラ業」と位置付け、自分
たちの大切な仕事としている。

生活困窮者自立相談支援窓口「ともまち
登米」を市から受託し、生きづらさを抱え
た若者と、生活の困りごとを手伝うグループ

「SKETCHA」を結成。メンバー兼組合員の
一人は、「地域のお母さんが親切で、楽しく
働いている。人見知りだったが、周囲から『明
るくなった』『たくましくなった』と言われる」
と話す。

元ホームレスの組合員は、地域の人たちの
支援があり、鱒淵に暮らすようになった。今
も精神的な病と闘いながら林業の仕事をして
いるが、「鱒淵でないと仕事が出来なかった。
恩返ししていきたい」と話す。

少子高齢化が進む鱒淵では、地域の人が
いろいろな役割を担っている状態だが、自治
会ベースでミニデイをやりたいという声が上
がった際は、ワーカーズが後押し、協力して
実現に向けて一緒に動いている。

現在、障害者の就労継続支援の B 型事業
を始めるため、元保育園の建物を改装し、キッ
チンをつくっている。ここで住民がサークル
活動をするなど、得意分野で無理のない範囲
で広がっていければ、就労する若者や障害の
ある人が新しい自治の担い手になっていくこ
とも期待できる。押し付けの支援をするので
はなく、無理のない楽しい地域の輪が広がっ
ていけばと考えている。

登米市東和町鱒淵地区

小野寺弘司さんは、40 年以上の林業経験

上映後、コーディネーターの田中羊子さん
は、映画の背景にふれ、「被災地の人たちに
協同労働を届けて、一緒に汗をかいて復興の
道のりを歩みたいと 2011（平成 23）年 7 月
に東北復興本部を設置した。6 年間の格闘で、
人間の力のすごさ、協同労働の可能性を逆に
教えられた。協同労働は、一緒に地域で暮ら
す人々や、生活困窮や人間関係に悩んでいた
若者も元気にすると学んだ。今日はそのあた
りを一緒に深めていきたい」とつないだ。

がある。一時体調を崩して入院し、自宅に戻っ
ていた時に区長の打診を受け、ワーカーズ
で木の切り方などを教えるようになり、組合
員となった。「仕事そのものが楽しくなった」
と話す。

藤原ふさ子さんは、SKETCHA の若者が
一緒に畑仕事をする中で朗らかに変化した様
子を語った。元ホームレスの人が移住した際
には、「下着１枚ぐらいしかない」と伝え聞き、

「使っていないものを持ち寄ろう」と地域に
声をかけ、「これで頑張ってみて」と家財道
具一式を集めたという。今後は、「民泊やワー
カーズとともにつくっているキッチンで、地
域住民の得意料理を持ち寄り、１日ランチが
したい」と思いを語る。

まとめ　　
　　
これまでの内容を踏まえ、コメンテーター

の國信綾希さんは、「活動の軸を地域に置き、
地域のアイデアや思いをワーカーズコープが
受け止め、一緒につくっていくところが、活
動が広がっていくヒントになる。協同労働へ
の期待感はいろいろな分野で高まっていると
感じる。ワーカーズコープの中で働く人だけ
ではなく、ワーカーズコープがいる地域の人
も含め、ともに働くことが広がっている。それ
が地域の持続可能性、わくわくする気持ちを
続けることにつながる。さらに、楽しさや共感、
一緒にやりたい気持ちにつながる」と述べた。

田中さんは、2020（令和 2）年 12 月、「労
働者協同組合法」が可決・成立したことを、「働
く人が出資し、一人ひとりの思いや意見を反
映させて事業が行われ、ともに働くことを基
本原理とする労働者協同組合が誰でもつくれ
ることになった」と紹介。「地域の歴史の中
で培われた力が協同労働とふれることで顕在
化し、地域の皆さんもまた地域の力に誇りや
自信を持っていく。そうした循環で持続可能
な地域がつくられていく」とまとめた。

映画「Workers 被災地に起つ」
（ワーカーズコープ・センター事業団製作、森康行監督）

ワーカーズコープ・センター事業団
東北事業本部登米地域福祉事業所

登米市東和町鱒淵地区

まとめ

分科会5

分科会 5 では、東北被災地で困難にある人たちが主体者として立ち上がり、ともに働く、ともに生
きるための仕事おこしへの挑戦・格闘をまとめたドキュメンタリー映画「Workers 被災地に起つ」（2018
年）を上映。お金も力も出し合い、自分たちの手で地域に必要なことをつくり出す仕事おこしの協同
組合「ワーカーズコープ」について、映画の舞台となった鱒

ま す

淵
ぶ ち

地区の住民とともにディスカッションした。

高度経済成長の終焉から半世紀。急激
な人口減少社会、ますます広がる貧困や格
差は、否応なく私たちに様々な価値観の転
換を求めています。

そんな中起きた 2011（平成 23）年 3 月
の東日本大震災———それは、被災地の
みならず、今を生きる私たちに、改めて“こ
れから、どう生きていくのか”という問い
を投げかけました。

本作は、これまで長きに亘り、競争、効率、
自己責任…ではなく、持続可能な社会への
仕組みづくりを地域の人とともに模索・実

践し続けてきたワーカーズコープ（協同労
働の協同組合）による、東北被災地での取
り組みを 22 か月間に亘って記録したもの
です。
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多様な主体を「巻き込む」
居住支援

2020 12/12（土）10：00～12：30

株式会社ケア・フレンズ（福井県）
優しいまちづくり推進事業部　統括部長
　　　

国土交通省 住宅局 安心居住推進課
企画専門官　
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室　室長　
法務省保護局更生保護振興課　
地域連携・社会復帰支援室　室長　
株式会社あんど（千葉県）
代表取締役（共同代表）　

吉村　和真

NPO法人抱樸・互助会のなかまと事務局
（福岡県）

坂田　昌平

唐木　啓介

田中 大輔

西澤　希和子

■ パネラー
特定非営利活動法人やどかりサポート鹿児島
理事長 芝田　淳

■ コーディネーター

株式会社ケア・フレンズ

居住支援法人として、住み替え希望の高齢
者と、空き家・賃貸物件のオーナーをマッチ
ングし、介護事業所のノウハウを生かして住
み替え後の生活支援を行う。

不動産事業者と連携した仕組みとして、保
険外事業の生活支援として居住支援法人が、
介護保険事業として在宅介護サービスなどを
住宅確保要配慮者に提供。その中で、不動産
オーナーや地方自治体、家族とも連携。

福井市住宅・福祉部局と福井大学との産学
官連携事業として、「空き家等既存ストックを
活用した高齢者向け住宅の整備推進事業」を
実施。空き家を住宅確保要配慮者向けの住居
に活用し、生活支援と組み合わせ、地域内で
暮らし続けるシステムを構築する実証実験中。
地域住民、地域各種団体と協働し地域課題に

に会い、サポートセンターにつないだ」「互助
会葬が一番抱樸らしい」「知らない同士だった
が、強い絆が生まれ、一緒に生きている」旨
の話があった。

厚生労働省

居宅生活移行総合支援事業は、福祉部局ほ
か、居住支援協議会や住宅部局、宅地建物取
引事業者、介護サービス事業者との連携も事
業内容に入れる。今年度の無料低額宿泊所の
最低基準制定と日常生活支援住居施設への委
託制度創設を受け、居宅生活移行を一層推進
し、退去後の地域生活定着支援を実施する。

重層的支援体制整備事業は、属性に依らず
相談を受け止め、隙間に陥らないよう対応する
体制を整える。そのうち参加支援事業では、制
度で対応出来ない個別ニーズに対応し、地域
資源を活用して社会のつながりづくりを支援。

一時生活支援事業は、巡回相談や訪問指導
で生活困窮者にアプローチし、宿泊場所や衣
食を一時供与する。これを強化した地域居住
支援事業では、シェルター退所者や居住に困
難を抱える人に見守りや生活支援などを追加
し、安定した居住の確保や自立につなげる。

国土交通省

「新たな住宅セーフティネット制度」は、住
宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の
登録制度、登録住宅の改修や家賃への支援、
マッチング・入居の支援からなる。改修や家
賃へ支援する自治体が少ないのは課題。

セーフティネット住宅は、おかげさまで 13
万戸超に。居住支援法人は、359 法人で、法
人によって得意な対象者があり、地域全体で
はいろいろな人たちに対応出来るといい。居
住支援協議会は、101 協議会で、まずは多様
な主体による課題の共有が重要。戸数、法人
数も含め増えているが、都道府県で粗密があ
るので、まだまだ増やしたい。

取り組む。

NPO 法人抱樸互助会
　
抱樸はおにぎりと豚汁を持って、野宿をし

ている人を訪ねることから活動を始めた。中
間施設へ橋渡しし、出会いから看取りまで伴
走し、支援が必要な時は地域の公的資源を活
用して生活に寄り添う。残る家族や地域の役
割は、互助会が担う。

野宿経験を共有する「なかまの会」から、
誰もが参加出来る「互助会」が派生。集いの
場や誕生会、行事、お助け活動、お見舞い、
互助会葬、世話人による見守りを兼ねたレター
の各戸配付を行ううち、自立した新しい関係
が生まれ、ホームに育つ。事務局と地域生活
サポートセンターが会をサポートする。

世話人からは、「ホームレスの苦しさは一番
分かるので力になりたい」「各戸訪問で負傷者

法務省

再犯する人は、仕事や住居がなく、無職率
が高い。刑余者は、他属性の生きづらさを抱
えた人と重なり、一分野で括れない。住居が
確保できず、仮釈放の申し出がなされない人
は 44％と多い。働くと収入や人間関係が出来
て再犯率が下がるが、それには家が必要だ。

保護観察では、厚労省と連携して出所者の
就労支援メニューを提供するなど、就労支援
に注力してきた。居住支援として、行き場の
ない出所者を収容保護する「厚生保護施設」
や、NPO 法人等の管理施設の空きベッドや空
き部屋を活用する「自立準備ホーム制度」が
ある。更生保護法の一部改正で、広域的な居
場所の確保が出来る体制も組む。

今後国交省・厚労省と、居住支援法人との
コラボを議論したい。

まとめ

コーディネーターの芝田淳さんは、「様々な
ヒントがあった。それぞれの地域で生かして
いただければ」とまとめた。やどかりサポー
ト運営の、孤立した利用者間で助け合う「や
どかりハウス」も紹介。

西澤希和子さんは、あんどが不動産事業者
などと連携し、居住支援付き住宅を提供して
いることを説明。刑余者も受け入れており、
不動産会社に居住支援法人になってもらい、
刑余者に対面してもらうとわだかまりが解け、
仕事の依頼もあるという。
（抱樸理事長の）奥田知志さんは、「最初に

家がないと成り立たないが、家だけの問題で
はない。居住支援とは、生活困窮支援の理念
でもある何でもするということ。抱樸では、
名札を付けて来る人はいないし、人を属性で
見ない。包括的・総合的に一人の人との出会
いが、政策の議論のベースになるべき。住宅
確保給付金が切れる時に備え、もう一歩踏み
込み、連携したい」と総括した。

株式会社ケア・フレンズ
NPO 法人抱樸互助会

厚生労働省

国土交通省

まとめ

法務省

分科会6

分科会 6 では、多様な主体を巻き込む居住支援についての実践報告と厚労省・国交省・法務省から
のつながる・巻き込む政策の説明をもとに、これからの居住支援をどのように進めればいいか考えた。
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新・地域力「住民主体による
気にかけ合う地域づくり」

2020 12/12（土） 14：00▶16：30

一般社団法人 筆甫地区振興連絡協議会（宮城県）
事務局長　
NPO法人暮らしづくりネットワーク北芝
一般社団法人YDP（大阪府）　　
北谷町栄口区公民館（沖縄県）
自治会長兼館長　

　　　

吉澤　武志

中村　雄介

島袋　艶子

平野　隆之

玉置　隼人

櫛部　武俊

池田　昌弘

■ パネラー
日本福祉大学大学院
特任教授

■ コーディネーター

厚生労働省社会・援護局　地域福祉課
地域福祉専門官　
一般社団法人釧路社会的企業創造協議会（北海道）　副代表
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事　
NPO法人全国コミュニティライフサポートセンター　理事長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　事務局次長

■ コメンテーター

コーディネーターの平野隆之さんは、「地
域づくりやまちづくり、自治を志向し、必
ずしも福祉を出発点としない人たちの取り
組みに、国も福祉政策において大きな期待
を込めていると感じる。今回の制度改正で
はその部分が強調されているのではないか」
と導入した。

コメンテーターの玉置隼人さんからは、昨
年度の「地域共生社会推進検討会」の最終取
りまとめで、相談支援、参加支援、地域づく
りに向けた支援を一体的に実施する新たな事
業の必要性が提起され、社会福祉法の改正に
至った動きが紹介された。様々な分野の仕組
みと連携し、支援を組み立てる包括的な支援
体制の構築は、生活困窮者自立支援で進めて
きた取り組みを、福祉全体に広げるという面

に町の介護予防事業の健康体操も開催する
ことで、体操する人もしない人も、コーヒー
を飲んでおしゃべりする場が生まれ、情報
交換、見守りにもなっている。開催日に広
報車で呼びかけ、世代づくりも見据えて幼
稚園児と餅つき大会を開くなど、工夫して
えぐち商店を盛り上げている。

町営住宅の集会所で開く「ゆんたくカ
フェ」は、戸建て住宅との交流を生んだ。

様々な活動を住民主体で頑張れるのは、
自治会が指定管理者で公民館を管理運営し
ているからだ。日頃から子どもや高齢者の
出入りがあり、公民館が身近にあるため活
動しやすい。

筆甫地区振興連絡協議会

人口 510 人、高齢化率 55％の丸森町筆
ひ っ ぽ

甫
地区。住民全員で組織された筆甫地区振興連
絡協議会は、住民が職員を雇用して事務局を
運営。理事会や部会の話し合いや全住民アン
ケートで、地域課題解決を考えてきた。

イノシシ捕獲、地域内で困りごとを解決す
る仕組み、廃校を活用したデイサービス兼家
庭的保育事業、地域で運用する買い物支援施
設、高齢者の見守りとしても機能する移動販
売事業などを展開する。

一つの問題をみんなで取り組むことにこだ
わらず、個々の興味関心でいろいろなことを
やれるように支援することで、関係者の幅が
増え、総力戦として地域づくりが出来る。

令和元年東日本台風で、炊き出しや全戸調
査、物資支給など、住民の自発的取り組みが
生まれた。地域組織が長年課題に取り組み、
自分たちで出来ることはやる気持ちが地区に
浸透していたからだろう。

特定非営利活動法人暮らしづくりネットワーク北芝

北芝が参加型のまちづくりに転換する中
で、法人設立。住民と集まり、つぶやきを拾
い、課題や対策を話し合い、居場所や事業を

がある。検討の過程では、地域づくりを広く
捉えようという議論があり、その考え方が法
改正により創設された重層的支援体制整備事
業に盛り込まれた。前回〔2017( 平成 29) 年〕
の社会福祉法改正で規定された地域生活課題
の解決に取り組むことによる地域福祉の推進
に加え、住民個々の興味・関心から始まる活
動も応援することで、結果的に課題解決の活
動も活発になり、誰もが暮らしやすい地域づ
くりにつながるという考え方がある、と発言
があった。

えぐち商店

住民と話し合って買い物支援として始めた
「えぐち商店」は、区民運動会、えぐち祭り
とともに、栄口区自治会を支える三本柱だ。

複数の業者が週 1 回公民館の駐車スペー
スで販売し、住民もサポートする。同じ日

つくってきた。
2018（平成 30）年から生活困窮者支援事

業の、就労準備事業を行う。生活と居場所
のサポートから社会体験プログラム、つなが
りづくりや自己決定・選択へと段階的に支援
する。社会体験には、高齢者の生活を支える
共済サービスや地域行事の手伝い、企業タイ
アップの廃棄衣料の商品化、コーヒー焙煎な
どがある。地域に出て一緒に活動すると支援・
被支援の関係を超えやすく、役割を持った若
者、困窮者が元気になってきた。

地域と若者、困窮者のニーズをかけ合わせ、
「一般社団法人 YDP」も設立。心配した高齢
住民が手伝ってくれるなど、参加支援でまち
全体が元気になっている。

まとめ

コメンテーターの櫛部武俊さんは、「本人
の自己肯定感や自尊心を土台にする社会参
加の場づくりが、いろいろな人のつながりの
中で生まれることが大事」とし、「（行政職員
だった）釧路市の生活保護世帯の自立支援プ
ログラムの肝は、中間的就労という社会的居
場所で自己肯定感や自尊心が回復する取り組
みを、地域資源で生み出したことだ」と言及。
2017（平成 29）年には、旧音別町で「（一社）
音別ふき蕗団」を設立。若い人から年配の人
までみんなが生きいき暮らしていくために、
この地に根差した蕗を育てているという。

コメンテーターの池田昌弘さんは、「地域
づくりには参加支援も相談も含まれている。
つぶやきを拾うことでＳＯＳを受け止めるこ
とになる。今回の発表には共通するところを
感じた」と指摘。

玉置さんは、「やりたいこと、困っている
ことを言語化出来る人は多くない。専門職や
行政はそこを拾い上げ、住民とともに地域づ
くりに取り組むことが求められる」と確認し
た。

導入

北谷町栄口区公民館

一般社団法人筆甫地区振興連絡協議会

NPO 法人暮らしづくり
ネットワーク北芝

まとめ

分科会7

重層的支援体制整備事業で地域づくりに向けた支援が明確に位置付けられることを受け、分科
会 7 では地域住民の活動者の実践報告を通して、今後の制度運用を考えた。
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就労準備支援利用者の小さな変化を捉える見える化ツール
～KPSビジュアライズツール～

2020 12/13（日） 14:00▶16:30

分科会分科会

（就労準備支援）（就労準備支援）
88

大阪市立大学大学院都市経営研究科
准教授　
大阪市立大学大学院生活科学研究科　
准教授　
京丹後市　寄り添い支援総合サポートセンター（京都府）
主任　
一般社団法人京都自立就労サポートセンター
理事
　　　

五石　敬路

垣田　裕介

藤村　貴俊

高橋　尚子

■ パネラー

慶応義塾大学経済学部　教授
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　監事 駒村　康平

■ コメンテーター

同志社大学社会学部
教授 埋橋　孝文

■ コーディネーター

 新指標と見える化ツールの開発の背景

はじめに、「KPS ビジュアライズツール」
誕生の経緯について、高橋尚子さんより説
明があった。京都自立就労サポートセンター
では、2010（平成 22）年から就労困難者や
長期離職者への就労支援等に取り組んでき
たが、就職につながったかどうかの評価だ
けで、利用者の日常生活面や社会生活面で
の変化を関係者に上手く伝えることが出来
ないもどかしさを感じていた。「笑顔が増え
た」「相手の目を見て話せるようになった」
などの本人の変化を可視化・評価につなげ
たいと思い、苦節 4 年かけて研究者と新指
標の開発を進めてきた。昨年度厚生労働省
の社会福祉推進事業に採択。就労はしてい

出来る」という意見があった。一方、GN25
は 25 項目あり、本人と支援員の回答差か
ら、自己認識の課題が把握出来る。どちら
も、ボタン一つでグラフ化出来、インストー
ル不要で、インターネットにつなぐ必要も
ない。

TS59 と GN25 の活用法としては、次の四
つが挙げられる。①利用者の状態の変化や
支援の効果を継続的に把握出来る。②「日
常生活自立」「社会生活自立」「就労自立」
の状況や課題を把握出来るため、利用者の
状況や状態に合った支援計画をつくる際に
有益。③プログラム参加前後の変化を比較
し、プログラムの効果を検証出来る。④利
用者の自己評価と支援員による評価が著し
く異なる場合、支援計画づくりやプログラ
ム効果の検証に生かすことが出来る。ツー
ルは利用者の声をもとに改善していく予定。

ツールは無料でダウンロード出来、誰で
も利用出来る（http://www.kyoto-ps.com/
vt/）。

ツールの効果と期待 

チャットによる参加者との質疑では、こ
のツールが就労準備支援事業だけでなく、
生活保護受給者にも活用出来る可能性や、
シートに記入するタイミングと間隔、本人
への結果のフィードバックのあり方などが
話題となった。

KPS ビジュアライズツールの操作方法に
ついては、京都自立就労サポートセンター
の就労相談支援員、岸大輔さんが実演し、
参加者の理解が深まった。

さらに、就労支援の事例を垣田裕介さん
が解説し、「本人の状態の変化や支援の効果
を数値やグラフで可視化でき、数値が下が
る局面においても、前向きに評価出来る場
合がある」「グラフの変化時に何があったの
か、支援記録と突き合わせて分析すること

なくとも、小さな変化から就労に向けた準
備が進んでいることを共有出来る新指標と
見える化ツールの誕生につながった。

「KPS ビジュアライズツール」とは

続いて、開発に携わった五石敬路さんが、
ツールを具体的に解説した。

ツールには、利用者本人が回答する「TS59」
と、本人と支援員双方が回答する「GN25」
の２種類がある。「日常生活自立」「社会生
活自立」「就労自立」の 3 分類のもと、TS59
は 59 項目の設問からなり、本人の内面を知
ることが出来る。実際に、利用した人から
は「信頼関係が構築出来ていない段階では
聞けないことも、このセルフチェックシー
トからご本人の気持ちを細かく伺うことが

が大事」との話があった。
藤村貴俊さんからは、「自治体としてツー

ルに期待することの一つは、事業評価への
活用」との発言があった。プログラムを受
けた利用者の変化を可視化出来れば蓄積出
来、支援のタイミングなど、自立相談事業
の振り返りも出来る。また、支援者の資質・
モチベーションの向上や、支援員同士や自
治体担当者などとの共有、研修的な効果も
期待出来、適切な事業評価が出来るのでは
ないかとエールを送った。

 支援のサイエンス化

コメンテーターの駒村康平さんは、「就労
するか、出来ないかという」という０か１
のような尺度ではなく、本人の成長の幅を
把握する尺度を現場目線でつくったことは
重要だ。共通言語化が出来ると、支援プロ
グラム開発にもつながり、就業出来ないと
いうことが本人の自己責任だけではなくて
社会産業構造の変化による社会リスクなの
だと認識されやすくなり、この分野でより
充実した政策が出来る」と話す一方で、支
援員や委託事業の成績尺度等、委託報酬に
活用される場合、経済的インセンティブが
ついてしまうと結局点数を追うようなこと
になる、と懸念。「支援のサイエンス化」で
さらなる価値が生み出され、厚生労働省だ
けでなく財務省にも声が届くことを期待す
る、とコメントした。

最後に、コーディネーターの埋橋孝文さ
んが、「様々な人がこのツールを活用出来る
のではないか。就労の有無だけでなく、自
立や満足度、家族や社会・経済の変化など
も含めて、分析が求められる。各地の実践
を発信し、国に有用性を伝えつつ、地方自
治体や一般市民にも情報共有することで、
今後を議論する土台が出来上がる」とまと
めた。

新指標と見える化ツールの
開発の背景

「KPS ビジュアライズツール」とは

ツールの効果と期待 

支援のサイエンス化

分科会8

就労準備支援事業において開発された、利用者の日常生活・社会的能力・就労意欲を総合的に
評価できる「KPS ビジュアライズツール」について、事業者と研究者、自治体の 3 者が、その活
用と可能性について議論を深めた。
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14:00 ◀ 16:00

開会挨拶開会挨拶

新型コロナウイルス感染拡大で大変厳し
い状況にあり、これに伴う生活困窮の拡大
も深刻です。生活困窮からの回復は、健康
回復よりも難しい場合があります。様々な
給付も期限があり、二重に厳しい状況が迫っ
ています。生活困窮者自立支援制度を現場
でけん引している支援者にも、「疲労」「困惑」

「不安」という三つの困難が広がっています。
2020（令和２）年 4 〜 9 月の住居確保給

付金の申請は 10 万件を超え、前年同期間の
25 倍ですが、全国社会福祉協議会の調査に
よると、加配・増員がされた相談支援の現
場は 25％程度です。その中で「疲労」は限
界に達しています。

書類仕事の増加で本来の当事者に寄り

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
代表理事

宮本　太郎
（中央大学 法学部 教授）

添った支援を実現出来ない、特例貸付の返
済業務も降りかかるかもしれないという「困
惑」も相談支援の現場に広がっています。

支援者は、生活者でもあり、家族を持っ
ています。自身の健康や経済の困難を抱え
つつ奮闘する中で「不安」が募らないはず
はありません。

支援現場での疲労・困惑・不安の広がり
をストップし、見えてきた課題を制度を改
善するエネルギーにしなければなりません。
生活困窮者自立支援全国ネットワークでは、
厚生労働大臣に対し、これらを解消し、制
度が本来の役割を果たせる形で定着するた
めに必要な事柄を要請し、要請書はホーム
ページにも掲載しています。

「振り返りと展望」

全体会２開会挨拶開会挨拶 午後午後

認定NPO法人 抱樸　理事長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事　
野洲市市民部 次長 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 理事　
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問　

（前・厚生労働事務次官）　

　　　

奥田　知志

生水　裕美

鈴木　俊彦

■ パネラー
中央大学　法学部　教授
生活困窮者
自立支援全国ネットワーク 代表理事

宮本　太郎

■ コーディネーター

全体会 2 の前半では、会期中に開催した 8 分科会から報告を受けた

宮本太郎（以下、宮本）　前半は、各分科会
から報告をいただきました。後半ではパネ
ラーの皆さまにコロナ禍をどう捉えられた
かを中心にお話しいただければと思います。
 
 コロナ禍をどう捉えるか

奥田知志（以下、奥田）　コロナの状況で全
員が当事者になり、困窮者に対して攻撃的・
排除的だった社会の空気に違う風が流れま
した。ただ、現場の支援員の存在や働きに
どこまで共感と情報がつながっていたか。
生活困窮者自立支援制度やそれを担う人の
存在を共感のネットワークへ広げるチャン
スです。
　生活困窮者自立支援制度の第 3 条に、「最
低限の生活をすることが出来なくなるおそ

れのある者」と定義されています。「おそれ
者」の概念をどう捉えるか。対生活保護の
概念ではない「おそれ者」がどれくらいい
るのか。第４条に、地方自治体が主体であり、
国は都道府県等に対する助言や情報提供に
とどめると明記されていますが、緊急事態
にそれだけでいいのか。加配などの手配を
使う自治体は約 25％で、国が熱心に動いて
も自治体の決断が追い付いていない。法律
見直しでは、自治体や国のあり方を、コロ
ナで見えてきた風景に合わせて変えていか
なければなりません。
　人の確保については、生活困窮のプレー
ヤーだけでは足りない中で、多機関連携を
自治体ごとにどう進めていくか。さらに、
支援員には、問題解決型だけではなく、伴
走型支援の見方を徹底することです。

コロナ禍をどう捉えるか

全体会2
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　生活保護と生活困窮者自立支援制度は、
制度が出来た時から二つは一つと言ってき
ました。3 月以降、給付金等が止まる中で、
どう一体的にやっていくか考えるべきです。
　コロナ関連の緊急予算のため、従来の一
般財政の予算を削る自治体も増えています。
直接支出だけでなくルーティンの行政事業
にもしわ寄せが来ていると感じています。
生水裕美（以下、生水）　大会会期中、現場
に関する三つの大きな出来事がありました。
　一つ目は、特例貸付に関して、12 月８日
付事務連絡で、2021（令和 3）年3月末まで受
付が延長されました。「償還時において、な
お所得の減少が続く住民税非課税世帯の償
還を免除することができる」と記載があり
ますが、住民税非課税世帯は以後の償還の
一括・全額免除や、償還が困難な場合は柔
軟に対応することを検討いただきたいです。
　二つ目は、住居確保給付金に関して、12
月８日付事務連絡で、離職や廃業、再々延
長の受給者の求職活動要件が復活しました
が、コロナの感染拡大で満たすのは厳しい
状況です。また、「自己都合退職の場合は人
生１回のみの利用」という縛りは緩和が必
要です。市民が困った時に安心して使える
普遍的な住宅保障制度を検討いただきたい
です。
　三つ目は、厚労省のサイトに「生活保護
は権利です」というメッセージが掲載され、
生活保護の申請のよくある誤解もまとめら
れました。厚労省職員が現場の実態を聞き、
肌で感じ取られたと伺っています。国や県、
基礎自治体、民間団体それぞれで働く同志
が、立場や職責は違うけれども「困ってい
る人を助けたい」と思いを共有出来ました。
人と人がつながり、支援のネットワークが
広がっていくことが生活困窮者自立支援制

度の醍醐味だと思います。
鈴木俊彦（以下、鈴木）　感染症によって、
全ての人が自分自身のこととして、不安、
脅威、恐怖に直面します。このため社会の
脆弱性や人の心の弱さが露呈する事態とな
るのですが、そこから逃げず、いかに次の
改善とパワーアップにつなげていくかを考
えるべき時です。
　コロナのような危機管理を要する時こそ

「速度と感度」が大事です。日々の業務に
忙殺されがちですが、今やっている支援が、
現に起きている事態に対して間尺に合って
いるのかを確認し、動いていく状況に合わ
せて先を考えていくことが大切です。法制
度の見直しを考える際にも、決まったルー
ルに捉われる必要はないでしょう。
　そして、関係者の間でいかに意思疎通を
図るか。課題意識を共有し同じところに向
かっていけるプラットフォームをつくるこ
とが大事です。幸い生活困窮者支援ではこ
の全国ネットワークがあるので、プレーヤー
がこの場を最大限に活用することが出来ま
す。

　支援の現場に関わる皆さんへ

宮本　ありがとうございました。最後に、
現場に関わる方々にメッセージをお願いし
ます。
奥田　収入の最低限のレベルと「おそれの
ある者」の収入基準には、ある程度幅を持
たせるしかないと思います。今の生活を維
持するという理念でやるのか、最低生存保
障というレベルでやるのか。生存保障とな
ると生活保護との関係はどうなるのか。本
来、「おそれのある者」を手前で助けるとい
う理念だったはずです。

支援の現場に関わる皆さんへ

生活困窮者自立支援
全国ネットワーク

代表理事

（認定 NPO 法人抱樸　理事長）
奥田　知志

　支援員も含め、みんなが生きようと思え
るかどうかが生活困窮者自立支援制度の全
てです。預貯金があってもそこが欠け落ち
ていたら、「おそれ者」の筆頭かもしれない。
収入、預貯金、就業環境、社会的な関係性
の広がり、本人の意欲という五つの指標で、

「おそれ者」を現場の経験知で見抜くことが
大事です。
生水　野洲市では、「おそれ者」を、「野洲
市くらし支えあい条例」で「生活困窮者等」
と定義し、「経済的困窮、地域社会からの孤
立その他の生活上の諸課題を抱える市民を
いう」としています。「困った」と言った市
民は全部対象です。
　私は、自治体職員として、生活困窮者支

閉会挨拶閉会挨拶

コロナ以上に孤立は起こりやすく、身近
にあります。支援技量、支援技術、知識よ
りも、皆さんが今、心細く困っている人に
つながっていることに意味があります。「私
たちがあなたたちと一緒にいるよ」という
ことが原点です。電話一本で生き伸びよう
と思う人もいます。個別支援計画、制度の
手前の存在そのものが問われています。

皆さんは、日本社会の本当の現実を見て
います。今後もこうした事態は起こるかも
しれない。それに対する態勢を取り、抵抗

力を付けていく時、発案出来るのは現場の
皆さんです。現場は、目の前の人に対する
働きかけと、それをどう仕組みや制度に起
こしていくかという二つの責任を持ってい
ます。この経験を次の命に生かさないと、
私たちは責任を果たすことは出来ない。し
んどいですが、助け合って、お互い励まし
合って、時に愚痴を言いながら、それでも
一緒に生きていく、そういうことを目指し
たいと思います。

援に携わることが出来たことに感謝し、そ
して誇りに思っています。全国には悩み、
もがく自治体職員が大勢いると思います。
このネットワークで困窮支援の面白さ、醍
醐味を体感してもらえるように、自治体職
員にとっても励みとなれる活動に努めたい
と思います。
鈴木　事態はまだ進行中ですから、まずは
みんなで歯を食いしばって切り抜けようと
いうことだと思います。そして、今回のコ
ロナのようなリスクに対する抵抗力を、社
会と私たち自身の心にいかにビルトインし
ていくかを、みんなで考えていかなければ
いけません。
宮本　ありがとうございました。

全体会2
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各プログラム開催直後に「生活困窮者自立支援全国ネットワーク」ホームページに掲載した、大会ニュースを転載します。
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生活困窮者自立支援全国ネットワーク
理事による分科会報告

作成：渋谷篤男理事

分科会1・2・3・5・8について理事による報告を資料として掲載致します。

（日本社会事業大学専門職大学院　客員教授）

社会福祉法人すぎな会（神奈川県）
理事長補佐　
市貝町役場（栃木県）健康福祉課福祉係
総合相談支援センター長　
中土佐町社会福祉協議会（高知県）
地域福祉課地域支援チーム　主任　
中土佐町社会福祉協議会（高知県）
地域福祉課相談支援チーム　主任
　　　

山上　裕之

郷間　一宏

中平　紗和

谷岡　裕子

■ パネラー
厚生労働省社会・援護局地域福祉課
地域共生支援調整　係長　
日本福祉大学　副学長
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事

田代　善行

原田　正樹

■ コメンテーター

日本社会事業大学専門職大学院 客員教授
生活困窮者自立支援全国ネットワーク　理事 渋谷　篤男

■ コーディネーター

分科会１

制度では対応しにくいニーズの存在、社
会的孤立…これに住民、ボランティア、専
門職など様々な「関係者」が果敢に取り組
んでいる。この取り組みを本当のものにす
るためには、連携・協働の仕組みをつくっ
ていくことが欠かせない。それぞれの取り
組みを語っていただくと同時に、包括的支
援体制の実現のための道筋を探る。

社会福祉法人すぎな会　「厚木市と協同した”かながわライフサポート事業」

社会福祉法人・福祉施設の取り組みとし
ての「かながわライフサポート事業」（神
奈川県社協が母体となって、事業に賛同す
る社会福祉法人が会費を出して加盟し、各
種制度の狭間で生活に困難をきたしている

[ 事例から学ぶこと ]

ライフサポート事業には、金銭や物品の
支給が入っているため、それのみを依頼さ
れる向きもある。すぎな会も、生活困窮者
自立支援事業に協力しているという位置付
けではあるが、事実上、厚木市から一定の
ケースを受入れ、法人の相談支援の力を発
揮し、総合的な相談支援を実施している。
協働のあり方として（機能による分担では
ない、ケースの分担）、一つの形となること
が期待される。

法人としては、ライフサポート事業を実
施する近隣地域の法人との連携、関係機関
とのネットワークと情報共有、多様な相談
者へ対応するための事例検討・研修、新し

方々に対して、コミュニティソーシャルワー
カーが支援を行う相談事業）のメンバーと
して活動すると同時に、生活困窮者自立支
援事業を実施する厚木市からケースが紹介
され、相談支援活動を展開している。

まず、ライフサポート事業については、
「この事業には福祉の原点があり、仕事を進
めていく上で絶対プラスとなる」（当時の理
事長）とし、生活困窮者自立支援事業につ
いても「生活困窮者自立支援事業とライフ
サポート支援事業は同じ線上にあると考え
ている」との整理であり、法人内の相談支
援事業所（障害分野）の専門性を障害分野
に限らない、総合相談支援に生かしている。
なお、生活困窮者自立支援事業との連携実
績を踏まえ、現在では就労支援事業を受託
している。

い制度や情報（ひきこもり、8050 問題等）
を吸収することが課題であるとしており、
この法人が軸となり、厚木市に施設法人同
士、さらに地域内の相談支援の連携が進む
ことが期待される。

山上氏からは、施設法人は自分の分野以
外は知らないという傾向がある。このよう
な相談活動を通して、他分野のこと、制度
の仕組みを知ることが出来た、という話が
あった。

社会福祉法人すぎな会　「厚木市と協同
した“かながわライフサポート事業”」

事例から学ぶこと

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告

かながわライフサポートの事業の仕組み

かながわライフサポートの事業とは

神奈川県社会福祉協議会が母体となって、事業に賛同する社
会福祉法人が会費（基金）を出して加盟し、各種制度の狭間で
生活に困難をきたしている方々に対して、専門的な援助知識・
相談技術を活用し、コミュニティソーシャルワーカー（ が支
援を行う相談事業です。
平成 年から開始しました。県内８７法人が加盟しています。

かながわライフサポート事業
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市貝町役場　「ワンストップの総合相談支援体制」　

2015（平成 27）年に地域福祉総合計画（横
断的一体的な福祉総合計画） 策定。
「みんなで支えあい、地域の力でつくす、

人にやさしいまち、いちかい」
・ワンストップで対応出来る総合相談窓口　　
　の設置
・生活課題を把握し専門的に横につなげて
　いくケアマネジメント
･ 既存の制度で拾えない制度の狭間にある
　生活課題の存在
  （複合的な課題を抱える家族の支援に動　
 き出す）
この計画の実行として、コミュニティソー

シャルワーカー（生活困窮者自立支援事業）
の配置、「ふくし総合窓口」の設置、「相談
支援包括化推進員」（福祉に関する初期相談
を行う）を配置【丸ごと受け止める】、アセ
スメント、関係機関への連絡調整【縦割り
のサービスを横断的につなぐ役割】、アウト
リーチによる実態調査【窓口に来ることが
出来ない人への対応も】を順次進めた。

これらのステップを踏まえ、①いかにス
ムーズに福祉に関するあらゆる相談に対応
出来、見立てをし専門的なサービスにつな
げられるか、②子どもからお年寄りまで福
祉に関する初期の相談窓口を目指し、その
実現のために人員配置 ( 誰を配置すれば良い
のか）、設置場所（どこに設置すれば、関係
機関の連携がとれるか、相談から申請まで
スムーズに行えるか）を検討し、「福祉相談
支援センター」を町保健福祉センターに設
置（2017（平成 29）年）した。

相談支援包括化推進員（社協）、地域包
括支援センター（直営）、スクールソーシャ
ルワーカー、センター長（行政）で構成さ
れ、また、保健福祉センター内の社協、訪

問看護ステーション、障害児者相談支援セ
ンター、おもいやりサポーター（ゆるやか
な見守り）とも連携している。

協働の中での課題としては、役場内で定
期異動により横のつながりが一時的に低下
する、地域へのフィードバック（課題を関
係者に投げかけながら新しい社会資源の開
発が出来ていない）、「やりすぎ」に気付き
にくい、他機関へつなぐタイミングが遅く
なることがある。

このような課題に対して、アウトリーチ
によるニーズ把握、社会資源の開発（社協）、
制度の狭間への支援（社協）の取り組みが
挙げられる。

[ 事例から学ぶこと ]

丁寧に計画を練り、実行に移すという手
順で行われている。総合相談センターに発
展させるにはどこに設置すれば、関係機関
と連携し、相談から申請までスムーズに行
えるか、という観点から、関係団体がある
市貝町保健福祉センター内に設置し、「初期
相談窓口」としてあらゆる人々の相談を受
ける位置付けにした。相談支援包括化推進
員の調整のもと、支援調整会議（個別支援）、
包括化推進会議（地域支援）に関係団体が
集まり、ふところの深い仕組みが形成され
ている。

市貝町役場
「ワンストップの総合相談支援体制」

事例から学ぶこと

様々な問題を抱える
「地域住民」

市貝町役場（ 健康福祉課 、こども未来課 ）
県東健康福祉センター、芳賀教育事務所、児童相談所、消費生活センター、医療機関、
民生委員、警察（３駐在所）、消防……等

社会福祉協議会 芳賀郡障害児者相談支援センター訪問看護ステーション

市貝町保健福祉センター

スクールソーシャルワーカー（１名）
問題を抱える子ども（幼児・児童・生徒）を取り巻く環境の改善や、保
護者、教職員等への相談・支援・情報提供
・ スクールカウンセラー（県派遣）及び関係機関とのネット
ワークの構築・連携・調整

・ 発達障害や不登校、虐待や家庭貧困等の相談、支援、
手当等の制度紹介

センター長

地域包括支援センター（４名）
保健師、主任ケアマネ、社会福祉士

１．介護予防ケアマネジメント
①ケアプラン（主任ケアマネ） ②介護予防運動教室等（保健師）
２．総合的相談事業

高齢者や家族、地域住民、ケアマネ等からの困難事例や、介護・福祉に関する相談に対
する対応・支援
３．権利擁護事業（社会福祉士）
①高齢者に対する虐待対応 ②成年後見人制度相談 ③高齢者の消費生活相談 等

相談支援包括化推進員（２名）
社会福祉士、精神保健福祉士

・社会的孤立者の掘り起こし（アウトリーチ） 、相談・支援
・複雑化した課題に対しての支援関係者のコーディネート
・地域に不足している社会資源の検討

市貝町総合相談支援センター 運営８名

こどもからお年寄りまで、本人やご家族から様々な相談をお受けする初期相談窓口です。

　中土佐町社協　「包括的支援体制に向けた取り組み」

地域福祉は、あったかふれあいセンタ―
開設（小規模多機能施設、県施策、町内 3
か所）、地域福祉計画、権利擁護支援、小地
域ケア会議、権利擁護支援センター、相談
支援包括化推進員選任という手順で進めて
きた。さらに個別課題の複雑化、担い手の
高齢化、8050 問題、未就労、ひきこもり×
生活困窮という住民だけでは解決出来ない
課題に取り組むため、モデル事業に取り組
み、①これまでの小地域福祉活動を発展さ
せながら、②様々な関係機関との連携体制
の構築を進めた。

現在の形は、社協地域福祉課長、生活困
窮者支援担当（社協地域福祉課相談支援主
任、権利擁護支援センター担当（社協）、統
括保健師（行政）、地域包括支援センター統
括ケアマネ（行政）が相談支援包括化推進
員を担い、さらに地域力強化事業として、
社協地域福祉課地域支援主任が加わってい
る。このメンバーを中核に①コア会議（相

談支援包括化推進員の会議）：個別支援の検
討、多機関協働の推進、地域課題の検討、
取り組み状況の把握、②安心生活応援ネッ
トワーク会議：支援従事者のネットワーク
づくり、③地域づくり・資源開発会議：地
域の土壌と専門職をつなげた新たな地域づ
くりの三つの会議で進めている。

　[ 事例から学ぶこと ]

あったかふれあいセンターの取り組みが
小地域福祉活動を活性化してきており、そ
れを推進しつつ、専門職との連携体制をつ
くっていくという流れで進められた。さら
に、地域福祉計画の策定、権利擁護支援、
小地域ケア会議、権利擁護事業、そして相
談支援包括化推進員と順に、仕組み、人員
の強化をしてきている。そして、相談支援
包括化推進会議の構成・機能は、断らない
相談、参加支援、地域づくりをつなぐ役割
を果たしている。

中土佐町社協　「包括的支援体制に
向けた取り組み」

事例から学ぶこと

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告
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地域福祉関連事業の全体像
　令和２年度　中土佐町地域福祉関係事業等イメージ図

７．１改訂版

社会福祉協議会

あったかふれあいセンター

寄り家

Co.1名
まんまる

Co.1名

ほのぼの大野見

Co.1名

地域ふくし活

動推進委員会

地域ふくし活動

推進委員会

地域ふくし活動

推進委員会

小地域ケア会議

（上ノ加江・矢井賀地域）

安心生活応援ネットワーク会議

小地域ケア会議

（久礼地域）

小地域ケア会議

（大野見地域）

包括化推進員

5名

コア会議

第1層協議体

第2層協議体

地域支援

チーム定例

会

町

全

体

各

地

域

活動同窓会

多機関の協働による包

括的支援体制構築事業

地域力強化

推進事業

地域福祉計画進行管理事務局会 地域福祉計画策定委員会（推進会議）

地域づくり・

資源開発会議

健康福祉課

（統括保健師）

町内４社福

（社協含む）

地域生活支援会議

生活困窮者自立相談

支援事業（社協）

障害福祉サービス提供事業所

相談支援事業所（社協）

権利擁護支援

センター
（社協）

権利擁護支援

システム推進

委員会

B

C

地域包括支援

センター（直営）Ｅ

A

《二次相談機関》

D

《一次相談機関》

行 政

あったか統括Co

生活支援Co

F

コメンテーターから

田代善行（厚生労働省社会・援護局地域福
祉課地域共生社会支援調整係長）

地域共生社会の実現に向け、属性を問わ
ない相談支援、多様な参加支援、地域づく
りに向けた支援に一体的に取り組む重層的
支援体制整備事業が 2021（令和３）年４月
から始まる。介護・障害・子育て・困窮分
野の各支援機関の専門性や積み重ねてきた
実践をもとに、様々な地域資源の強みを活
かした包括的な支援体制を目指していく。

新たな事業により、様々な分野が相互に
重なり合いながら支援を進めていくことで、
分野間・支援者間の縦割りの弊害の解消も
目指し、真に「市町村全体として」本人に
寄り添い、伴走する支援体制づくりを進め

ていきたい。
原田正樹（日本福祉大学副学長）

包括的支援体制をつくるにはプロセスが
重要で、積み上がって今日に至っていると
わかった。行政・社協・社福法人に加えて
地域のいろいろなセクターとどう協働する
かが大事な課題。その時の中心軸が生活困
窮者自立支援だ。事例からは、支援をする
際にニーズありきで仕組みをつくる必要性
が強調されていたと思う。

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告

コメンテーターから

作成：池田徹理事

分科会2

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
理事による分科会報告

（社会福祉法人生活クラブ風の村　理事長）

　第 2 分科会は、以下 4 名のパネラーとコ
メンテーター 1 名、コーディネーター 1 名
の 6 名で実施しました。以下にその報告を
行います。

　高橋克己　生活クラブ風の村はぐくみの杜君津施設長

　君津市で、40 人定員の児童養護施設はぐ
くみの杜と、同じ敷地内に 15 人定員の乳児
院、さらに別の場所で 6 人定員の自立援助
ホームを、また千葉市内でアフターケア事
業を実施している。
　はぐくみの杜は敷地内に 6 件の家が点在
する小規模グループケアの形だが、私が働
き始めた 30 年前は、Ｔｈｅ　大舎制の時代。
定員 100 人。そこで 10 年働いたが、今でも
子どもたちと付き合いがある。彼らの人生
を一言で言えば、転々とした人生。転がり
落ちたり、登ったり、しかし、落ちること
のほうが多い。その後、公務員を捨てて、

2004（平成 16）年に自立援助ホームをつくっ
た。ホームを出て、落ち着いた生活をして
いる人は、ごくわずか。自立援助ホームを
出てからが本当の支援の始まり。
　自立援助ホームにいる間は、様々な傷に
何度も包帯を巻き直している時間、社会に
出る時は、その包帯をかなぐり捨てていく
こと、傷が治っていないまま包帯を外す子
も多く、傷が悪化していく。

　高橋亜美　アフターケア事業所ゆずりは所長

　心の傷は、施設を出てから表出する。日
本は、親、家族がそろっていることが前提
の社会。アフターケア事業は、社会的養護
を巣立った子ども、若者が対象だが、虐待
など様々な困難を経験して、傷付いて、本
来ならそれを必要としていた人たちからの
相談も多い。伴走型支援が基本。そのきっ
かけになった、始めて 1 年頃のエピソード

高橋克己
生活クラブ風の村はぐくみの杜君津施設長

高橋亜美
アフターケア相談所ゆずりは所長
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がある。電話で、相談に行きたいという連
絡を午前 10 時頃に受け、「どうぞ、お出で
ください」と返事をして待っていたが、待
てど暮らせど来ない。夕方になって自転車
をこいで現れた。ゆずりはの場所は当時小
金井市。彼女の家は横浜だった。身体的Ｄ
Ｖだけでなく経済的虐待も受けていると聞
いたのに、交通機関を利用するお金がない
可能性にどうして思いが至らなかったかと
悔やまれた。伴走型支援とは、「会いに行く
支援」。支援者の年齢は 10 代から 60 代。利
用者に教えてもらいながら、ゆずりはをつ
くってきた。
　長い間背負ってきた苦しみを、すぐに解
決してあげようとすると、ちぐはぐな支援
になる。「あなたはどうしたいか」を基本に
することが必要。工房は、働くことを通して、

「生きてていいんだ」と思える、大切な場。
地域の人たちのサロンも月 1 回開催してい
る。加害者としての親へのプログラムも実
施している。

　牧田史　一般社団若草プロジェクト理事・事務局長

　10 代、20 代の女性の困窮について。社会
的養護にたどり着かなかった、あるいは、
たどりついたけれど、上手くはまらなかっ
た女性を中心に支援する団体。2016（平成
28）年設立。瀬戸内寂聴さん、村木厚子さ
んが代表。
　「つなぐ」「まなぶ」「ひろげる」が 3 つの柱。
LINE 相談、まちなか保健室（学校の保健室
のような場所を街中に）、若草ハウスという
ステップハウス兼シェルターなどを展開。
　なぜ、10 代、20 代の女性なのか―社会的
にもっとも弱い立場にある。問題が複雑化
し、かつ可視化されにくい。社会的に「存
在しない」ことにされている。
　健全な環境で育った 20 代と、そうでない

20 代とでは、身を守る力が全然違う。助け
を求めて裏切られた経験があるなど、「助け
て」が言えなくなっている若者が多い。18
歳を越した若者への支援制度が少なく、親
元から離れるための制度は、生活保護法く
らいしか使えない。しかし、生活保護は自
尊感情の低下などをもたらすこともあり、
彼女たちを前向きに支援出来る法、制度を
要求していきたい。
　支援する上で、大切にしていることは、
・ＳＯＳに気づくこと。
・裏切られたと思った時が頑張りどころ―実

はこちら側の支援のあり方の問題。
・法を適用出来ない理由を探すのではなく、

法を適用出来る方法を模索する。

　児玉亮　千葉県中央児童相談所　支援課長

　児童養護施設で働いた後、児童相談所に
異動して 15 年。
　児相が扱う虐待ケースの半分が、面前Ｄ
Ｖによる心理的虐待だ。
　DV 目撃、暴言が子どもに与える影響は大
きい。また、ネグレクト、身体的虐待、性的
虐待の背景にＤＶがあるケースが多い。止め
に入った子どもが巻き込まれることもある。
　社会的養護を必要とする子どもが発達障
害を抱えていることが多くなっているが、
彼らを生きづらくさせているのは、障害そ
のものよりも、特徴に合わせた関わりをし
てもらえなかった二次障害。また、被虐待
児が、発達障害と同じような行動特徴を示
すことがある。
　ＳＮＳによって、非行、性犯罪などに巻
き込まれることが多くなっている。

児相の現状
　48 時間以内の安全確認。法的対応。警察
との連携。躊躇なく保護が義務付けされ、

自児相では、1 日 20 件程度の通告あり。職
員は、一人 50 〜 100 件程度を担当。虐待通
報であれば、地域に飛び出していくが、あ
るケースワーカーは、次のようにこぼした。

「本当は、私は、支援する子どもが元気になっ
ていくことを見守りたい。しかし、今はそ
れが出来ず、安全を確認したら、すぐに次
のケースに移らなければならない。一体自
分の仕事って何だろう」と。
　一時保護所の定員超過。千葉県ではこの
３〜４年、常に 150％近い状態で、保護が長
期化している。その間、学校に通えず、長
ければ 1 年近く過ごす子もいる。自分はど
うなるのだろうという不安感も増し、結果
として、保護されたことが子どもたちの安
全感につながっていない。
　家に戻った後、再度保護しようとしても、
あんなところには 2 度と行かないというこ
とになる場合もある。児相は、「救命救急、
急性期病棟」である。

人材確保、人材育成の問題
　急激な増員により、人材の奪い合いが起
き、また、人材育成が間に合わなくなって
いる。
　特別養子縁組の希望はそこそこあるが、
養育里親のなり手が少ない。また、里親の
支援体制が十分でない。施設職員のなり手
も少ない。

   村木厚子

　生活困窮者自立支援は、伴走型支援が重
要。今日の報告で、伴走型支援はどうある
べきかのヒントがたくさんあった。子ども
の時からたくさんの困難を抱えている人た
ちが、そのまま大人になって、支援対象に
なっている。支援対象たる「大人」とその
子をつなげた支援が出来てきたか、議論が

必要。この分科会で、そのことが浮き彫り
になった。

（村木厚子さんから）全員への共通の質問
　①コロナ下での支援に、何か特徴がある
か。女性の自殺が急増しているが、牧田さ
んの現場はそのことが見えているのではな
いか。
　②皆さんの発表で、かなり制度に隙間が
あることがはっきりした。こういう制度が
あればという意見があれば聞かせてほしい。

高橋克己さんへの質問
　丸ごと受け止めてくれる「危ないサイド」
に引き寄せられるのを、どうすれば防げるか。
　全体会 1 での飯田大輔さんの発言によれ
ば、これからの支援に必要なことは四つ。
　①ゆるくて、抽象的な支援が必要。
　②ふらふらしているソーシャルワーカー
　　がほしい。
　③シェルターが不可欠。
　④身体を使って働く場が必要。
　上記四つは、彼らが引き寄せられる風俗、
やくざ、ＪＫビジネスのスカウトの特徴と
も言えるのではないか。
　危ない側に引き寄せられないために、ど
んな支援が必要か。

高橋克己さんの返答
　人との関わりで傷ついた子どもは人との
関わりで恢復していくしかないのだが、コ
ロナでそれが滞ってしまっている。怖い顔
しか見てこなかった子どもたちに、職員の
笑顔をマスクで見せることが出来ない。家
族との交流が恢復にとって重要だが、それ
も出来なくなってきた。自立にはたくさん
お金が出るようになったが、施設にいる間
のインケアにお金が出ていない。子どもた
ちの潜在的な可能性にチャレンジする（習

牧田史
一般社団若草プロジェクト理事・事務局長

児玉亮
千葉県中央児童相談所　支援課長

村木厚子　生活困窮自立支援全国ネット
ワーク顧問（津田塾大学客員教授）
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い事も）ためのお金がないのは、惜しい。
　危ないところへ行かないために、失敗を
何度でも繰り返せる場所、人が必要ではな
いか。「たどり着く」には、とても時間がか
かる。それまでの時間（住みか、暮らし）
をどう担保するか。

高橋亜美さんへの質問
　伴走型支援のキーワードがたくさん出て
きた。
　「会いに行く支援」「支援される人から気
付かせてもらう支援」「相談によって、お互
いに良かったと思える支援」
　伴走型支援はどうあるべきか、もう一言
あれば、お願いしたい。
　もう一つ、いろんな社会的資源とつなが
ることで、その人の生活が豊かになること
があると思うが、どういう地域資源があれ
ばいいか、どうすればつなげられるか、地
域の人たちは、どういう心持ちでいればい
いか、地域のあり方、地域への要望があれ
ば聞かせてほしい。

高橋亜美さんの返答
　コロナで、相談が増えているが、自宅で
暮らしていて、ずっと悩んできて、いよい
よ限界に達して、相談に来るケースが多い。
コロナが背中を押してくれた側面がある。
アルバイトなどで食いつないできた人たち
がいよいよ暮らせなくなっての、お金の相
談が増えている。
　給付金、貸付金等の手続等も難しい人た
ちが多い。結果、経済的な支援需要がだん
だん増えてきている。
　地域につなげることが難しくてジャム工
房をつくって働く場にしたが、他でもそう
いう働く場づくりを進めようという動きが
広がっている。そういう形で、新たなつな
がりが出来てきている感じだ。
　地域の人たちには、ゆるくつながり続け

てほしい。続けていくためには、ゆるさが
大切。
　お金の相談ばかり受けてきたが、今日の 3
人の話を聞いて、頑張っている仲間を実感
出来てうれしい、感動した。

牧田さんへの質問
　弁護士の立場から、これからの制度強化
の方向性を教えてほしい。生保以外のどん
な制度があればいいか。

牧田さんの返答
　コロナの影響は大。今まで一杯いっぱい
でやってきた子どもたちが、コロナであふ
れてしまった。リモートワークの父親の暴
言、虐待。学校が休校で逃げ場がなくなった。
　図書館などの公共施設も、土日の逃げ場
所もなくなった。10 代の女性の自殺が増え
たが、そうなると思う。10 代の女性にとっ
て必要な資源としては、安心出来る食、住
の場所、メンタルケアの必要性。カウンセ
リングの費用が現状は出ない。また、次の
ステップに行くための生活自立、社会的自
立、就労支援の仕組みがない。
　制度としてあるのは、婦人保護施設では
ないか。しかし、売春防止法上の施設なの
で、たとえば、「女性支援法」のような制度
として、組み直したらどうか。教育するとか、
助けてあげるという発想ではなく、自立を
支援する前向きの制度にすることが必要。

児玉さんへの質問
　児相の現状を打開するために、どういう
制度の強化があれば良いと思うか。
　司法との連携について、どうあればいい
と思うか。
　児相は手一杯、ソーシャルワーカーが全
てに関わることは現実的ではない。長期に
亘るソーシャルワークの担い手を増やすと
か、制度を強化するとか、抜本的な策があ

るのではないか。

児玉さんの返答
　コロナの影響―子どもたちの閉塞状況が
強まり、居場所がなくなった。さらに、安
全確認がしにくくなった。一助保護は待っ
たなしなので、親がコロナ感染者などの場
合、どうすればいいか、難しい。
　里親、施設の有機的なつながりがない。
施設が中心になって里親が困った時に施設
が支援する仕組みが必要。それによって、
里親が増え、家庭養護が増えると思う。
　予防の強化が必要。今は、対処療法で目
一杯。国も意識しているが追い付いていな
い。市町村も虐待対応で目一杯。市町村の
支援体制の強化が必要。児相と体制を強化
した市町村の連携が必要。
　司法との連携については、国は、介入と
支援を分けると、やっと言い始めている。
保護から家庭復帰まで児相が一貫して行っ
てきたが、今後は司法との任務分担が必要
だと思う。

児玉
　虐待を受けた子どもの 9 割、一時保護し
た子でも 8 割は、家庭に復帰しての在宅支援。
圧倒的に家庭、地域で支援している。虐待
をする家族とそうでない家族を分けている
のは、地域・環境。地域・環境が家族を支
えて、虐待を防いでいる。市町村の役割が
これから大きくなる。子育て支援拠点をた
くさんつくり、どこかにつながるようにす
ることが大切。

牧田
　座間の事件について。若い女性たちが「死
にたい」とＳＮＳで発信したことを悪用し

た犯罪。彼女たちの「死にたい」は、「生き
たい」ということだと思う。「こんなつらい
状態が続くなら死にたい」ということ。そ
の状況を何とか改善して、「生きたい」と思っ
てもらえるような支援をしたい。「死にたい」
の裏にある現実的な困難を表に出してもら
うには時間がかかる。場合によっては年単
位の時間軸ではじめて、具体的な問題が見
えてくる。したがって、長く付き合ってい
くことが必要。

高橋亜美
　私たちは、「死にたい」というメッセージ
が届いたら、その気持ちを一緒に抱きしめ
る。無理に「生きたい」への転換を促さな
くても、「死にたい」でいいじゃん、という
ところから始まる。生活困窮の訴えの裏に
は、積み重ねってきたたくさんの困難があ
ることに思いをはせることが出来れば、関
係はとても豊かになる。いろんな支援機関
と連携しているが、条件を付けないお金の
支援はとてもありがたい。

高橋克己
　自殺未遂を繰り返す女性、電話では「生
きたい」と言ってくる。
　この施設で暮らしたいと思える施設を目
指す。高齢者福祉と同等の社会資源が必要。
在宅ケアは高齢者では当たり前、子どもは
その資源がほとんどない。
　生きづらさを抱えた子、親子、家庭の在
宅ケアを高齢者並みに。15 歳、18 歳を過ぎ
た子ども、若者の支援も、高齢者在宅ケア
並みに。
　我々が、あきらめないケアを持続するた
めに、我々のつながりを大切にしたい。

村木
　確かに、高齢者に比べて、子どもの支援
体制は弱い。包帯の下の傷が癒えるような

最後に一言づつ
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支援、子ども、女性への支援制度を提案し
ていきたい。市町村による、子ども、親、
家庭を支える地域づくりについても、制度
的な提案をしていきたい。
　「ゆるく長くつながる」という言葉がとて
も印象的。つながる前のその子の暮らしに
も思いをはせながら、ゆるく長くつながる
ことが大切なのだと思う。

池田
　牧田さんの、婦人保護施設の有効性と時
代錯誤性の発言を聞いて、生活保護者の救
護施設や、養護老人ホームの重要性に思い
至ったが、市町村は、切り捨てていく方向。
改めて価値を見直すべきではないか。

  概要：

　コロナ禍や震災の中での支援について、
東京都府中市と熊本県益城町からの実践報　　
告を受け、30 グループに分かれて「コロナ
禍における家計改善支援の工夫」をテーマ

に意見交換しました。オンライン上ではあ
りましたが、参加者同士で考えや感じたこ
とを出し合える場となりました。その後は、
チャットに寄せられた質問への応答を含め
て、報告者とパネラーによる全体のセッショ
ンを行いました。家計改善支援員に限らず、
自立相談支援、就労支援、子どもの生活・

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
理事による分科会報告

（グリーンコープ生活協同組合連合会　常務理事）

作成：行岡みち子事務局長

分科会3

日時：12月５日（土）14：00～16：30
テーマ：コロナ禍での家計改善支援。見えてきたものはなに？
プログラム：実践報告　東京都府中市、熊本県益城町
　　　　　 グループワーク「コロナ禍での家計改善支援事業の工夫」
　　　　　 全体セッション「共有しようコロナ禍における家計改善支援事業」
参加者：256人（そのうち244人がグループワークに参加）

家計改善支援員に限らず、自立相談、就労支援、子どもや制度外の支援現場等多様な分野からの参加が見られました。

生水裕美氏（一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事、滋賀県野洲市市民部次長）
鏑木奈津子氏（厚生労働省社会・援護局地域福祉課包括的支援体制整備推進官）
行岡みち子氏（一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク事務局長、グリーンコープ生活協同組合連合会常務理事、生活再生事業推進室長）

パネラー

中森順子氏（府中市家計改善支援員、生活クラブ生活協同組合・東京たすけあいネットワーク事業部）
吉住由美氏（熊本県益城町　福祉課地域福祉係　地域福祉係長）

登壇者：実践報告

新保美香氏（明治学院大学　社会学部　教授）
コーディネーター

概要
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学習支援や制度外の支援現場など多様な分
野からの参加が見られました。
　コロナ禍での効果的な支援の工夫点やこ
れまでと違う相談者層の広がりなどもあっ
て課題や悩みを抱えながら支援に取り組ん
でいることなどを情報交換しました。支援
員が互いに自分のことを語り、今出来てい
ることを共有し合うことが出来ました。そ
して家計改善支援が役立っていること、支
援員は大変な中で最善の支援をしようと懸
命に努力していること、コロナ後の生活の
立て直しに向けて家計改善支援の必要性が
高まることを踏まえ、明日からの支援に取
り組んでいこうという思いを共有する分科
会となりました。

「コロナ禍における家計改善支援事業の工
夫」
府中市家計改善支援員
生活クラブ生活協同組合・東京たすけあい
ネットワーク事業部　中森　順子氏
　人口 26 万人の府中市で令和元年度の新規
相談は年間 56 件。今年は昨年の 2 倍の相談
件数に伸びています。月に 50 件くらいの相
談をメールや電話なども活用して対応。仕
事を休むことで収入が減ってしまう相談者
に対応するために夜間や休日も支援をして
きました。緊急事態宣言時には２交代制で
支援が継続出来るように工夫しています。
これまで少なかった自営業者の相談が増え、
自立と連携して確定申告から持続化給付金
の申請までのサポートなどを積極的にして
きました。コロナは一時的なものと捉え、
家計管理の必要性を感じていない相談者が
多い中で、相談を継続して行っていくため
に信頼関係を構築することを念頭に置いて

います。家計の現状を理解してもらい、相
談者がどうしたいかを大切にして、どのよ
うにして一歩を踏み出せるかを考えて行動
変容が出来るように、「結果」だけではなく

「経過」に注目して支援しています。特にコ
ロナ禍で不安を強くして自信をなくしてい
る相談者に自信を取り戻してもらうために、
相談員が相談者の強み（ストレングス）を
見付けられるように、相談者とともに歩む
支援に努めていきたいと思います。

「震災支援・コロナ禍における家計改善支援
事業の役割」
熊本県益城町　福祉課地域福祉係　地域福
祉係長　吉住　由美氏
　益城町は熊本の中心で交通の要衝にある
人口 3.5 万人の町です。2016（平成 30）年
の熊本地震では町の 98％が被災家屋となり、
全域に甚大な被害が発生しました。震災で
これまでの生活が崩壊した住民の暮らしを
守るためには、今後の暮らしの見通しづく
りが出来る家計改善支援が有効だと気付き
ました。災害援護資金、災害公営住宅といっ
た支援策には、無理な返済をしないため、
生活困窮に陥らないために家計改善支援は
欠かせない支援でした。「今日が過ごせれば
いい」という人には、家計相談につなぎ先
の見通しを立てることが出来るよう支援し、
多くの方に家計のことを考えてもらう機会
も設けてきました。明日も見えない住民の
生活の中で家計改善支援を大切な支援の一
つに位置付け、苦しい現実を「考えない、
考えたくない、見たくない」から、前に進
むことが出来たと思います。
　ところがようやく復興に向かっている時
にコロナ禍に見舞われました。貸付金で一

実践報告 2

グループワーク

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告

実践報告 1

時的に凌いでいますが、今後の償還の開始
に向けて、支援が必要な人に対して早期に
適切な支援につなげることがとても重要だ
と感じています。普通の生活に戻れるよう
な道筋を家計の視点からともに考えていき
たいと思います。一緒に考え、進んでいく
支援者がいることが重要で、家計改善支援
の役割はますます高まると思います。

　「コロナ禍での家計改善支援の工夫」を
テーマに 30 グループに分かれて 45 分間の
グループワークを行いました。参加者の中
から 30 人の方に各グループの進行役として
協力いただき、参加者が意見交換すること
が出来好評でした。
　各グループでは、短時間で密度の濃い面
談が出来るように様々な準備をしているこ
と、自身のメンタルを維持しながら相談者の
気持ちに寄り添った支援を心がけているこ
と、申請に時間が割かれて本来の相談の時
間が取れないこと、貸付で凌いでいる相談
者にとって償還が課題でそのための支援が
必要なこと、などが意見交換されました。感
染リスクの中で課題や悩みを抱えながら懸
命に支援現場に立ち続けている支援員同士
の思いや願いも共有される場となりました。

●グループワークの進行役でご協力いただ
いた皆さん
切通　堅太郎（一般社団法人　北海道総合
研究調査会）
大戸　優子（いちはら生活相談サポートセ
ンター）
安藤　周平（特定非営利活動法人　ワーカー
ズコープ　埼玉事業本部）

界田　満仁（鹿児島県　喜界くらし・しご
とサポートセンター）
井上　彰人（社会福祉法人　郡上市社会福
祉協議会）
浜田　篤史（社会福祉法人　東近江市社会
福祉協議会）
佐藤 順子（佛教大学）
砂川　隆樹（沖縄県　宮古島市役所福祉政
策課）
依知川　稔（生活クラブ生活協同組合　千
葉）
山根　末子（公益財団法人　沖縄県労働者
福祉基金協会）
有田　朗（ぎふ NPO センター）
和田　修一（グリーンコープ生活協同組合
さが）
武田　麻衣子（社会福祉法人　座間市社会
福祉協議会）
林　星一（自治体職員）
佐々木　身佳（社会福祉法人　湯沢市社会
福祉協議会）
柴田　大樹（自治体職員）
江里　俊之（グリーンコープ生活協同組合
ふくおか）
伊藤　直行（済生会山形済生病院）
松藤　泰大（グリーンコープ生活協同組合
ふくおか）
小川　泰子（社会福祉法人　いきいき福祉
会）
長岡　知子（一般社団法人　釧路社会的企
業創造協議会）
白神　雅也（総社市　生活困窮支援セン
ター）
田代　謙二（生活クラブ生活協同組合　東
京）
青木　絵美（毎日新聞社福岡報道部）
赤坂 聡太（社会福祉法人　全国社会福祉協
議会）
福嶋　恵（自治体職員）
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平野　憲司（自治体職員）
西田　栄造（グリーンコープやまぐち生活
協同組合）
覺前　典文（グリーンコープ生活協同組合
ひょうご）
村上　浩勝（グリーンコープ生活協同組合
くまもと）

●グループワークでの意見交換の主な内容
 工夫点
・基本的な感染予防対策を講じた上で、事前

予約制にしている。
・電話相談と組み合わせて短時間で密度の濃

い面談が出来るようにしている。
・手続きを郵送にしたり、メールやオンライ

ンアプリ、手紙等を活用している。
・分かりやすい家計の改善の資料、活用出来

る制度の説明資料などを準備している。
・メンタルが弱っている相談者に負担をかけ

ないように、より傾聴を心がけている。
・相談員が一人で抱え込まないように情報共

有や気持ちを出し合える場を持っている。
・外国人への支援については翻訳機を利用し

たり、ボランティアを活用している。
 これまでの支援との違いと課題
・自営業者や高所得者層だった人も対象に

なっている。
・貸付でコロナ禍を凌げればいいと思ってい

る人が多く、家計相談の必要性が伝わらな
い。

・借入が増えているが、相談者が償還出来る
のか、その支援が大変になると感じる。

・以前からあった課題がコロナ禍で表出して
いると感じる。

・外国籍の方の支援が、言葉や文化の壁があ
り難しい。

・手続きに追われて本来の相談支援が出来て
いない。

・相談件数が倍増している地域がある一方、

家計相談につながらずに相談件数が前年並
み、もしくは減少していることに不安を感
じている。

 コロナ禍の希望
・この制度があって相談者を受け止めること

が出来ているのではないか。
・多くの方に支援の窓口があることを認知し

てもらえたのではないか。
・困窮者の対象が広がったことで、否が応に

も連携せざるを得ない状況になっている。

　チャットによる参加者の質問に応える形
で報告者とパネラーによる全体セッション
を行いました。お金に関する困りごとを家
計相談につなげる工夫や相談者との信頼関
係の構築の仕方、これからますます必要に
なる相談支援にどのように取り組んでいく
か、などについての意見交換となりました。

●パネラー、コーディネーターの発言の要旨
中森　順子氏　家計相談につながらない方
はコロナに関係なくありました。自立相談
で「市役所の中で制度を利用出来るか調べ
てもらえる支援がある、同行支援出来る専
門の相談員がいる」と話してもらうと、家
計相談の席についてもらうことが出来た例
もあります。相談者への支援に行動心理学
は大事だと思います。行動がどういう成り
立ちであるのかを細かく聞いていくことで、
行動の背景が見えてきます。ギャンブルに
行く理由が友達がいるからだったり、スー
パーをいつもと違うルートで回ると買い物
が減ったという事例もありました。具体的
に何かを変えると悪い結果が出にくくなり、
変わっていくことが出来ると思います。何
よりも大事にしているのは、相談者ご自身

全体セッション
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がこれからどうなりたいと思っているか、
ご家族がどう思っているかを聞いて、一緒
にどう出来るかを考えながら支援していま
す。

吉住　由美氏
　家計相談につながらないことは多いです
が、「ずっと見ているよ」と伝えると本当に
困った時に相談してもらえると感じていま
す。発災から時間が経つと困難は少なくな
ると思っていましたが、どんどん課題が出
てきて、困っている方も増えています。被
災された方は話を聞くだけで涙を流されま
す。相談者の話に真剣に耳を傾け一緒に考
えることが大事だと感じています。普通の
生活に戻れるように一緒に考え、家計改善
支援で先の見通しを立てていけるようにし
ていきたいと思っています。

生水　裕美氏
　コロナを契機に、もともと課題を抱えて
いた人たちが相談につながり、深刻になっ
ていると感じています。コロナの特例貸付
の償還が心配という声がたくさん出されて
いますが、お金は生きる基盤、お金と命は
つながっていて、特例貸付は大事な支援だ
と思っています。これからが家計相談が重
要になってくると思います。相談者と一緒
に考え、悩み、汗を流すことで信頼を得ら
れるのだと思っています。相談員一人で抱
え込むとしんどくなります。愚痴を言い合
いながら集う仲間がいることが大事だと思
います。

鏑木　奈津子氏
　特例貸付の申請の件数は、ここ数か月、
徐々に減少傾向に転じていますが、コロナ
が長期化する中で依然としてその需要は高
く、生活の立て直しに向けた支援が引き続

き重要であると考えています。この状況を
踏まえ、申請受付期限を延長することとし
ました。また、住居確保給付金の延長や償
還免除についても、皆さまからのご意見を
伺いながら丁寧に検討していく予定です。
　コロナ禍でも家計改善支援事業に相談が
つながらないという意見があります。相談
の受付は、自立相談支援事業と家計改善支
援事業のどちらが先という決まりはなく、
どちらからつながっても構いません。緊急
性がある時や早期に支援するのが望ましい
時は、支援調整会議に諮る前から関係者と
情報共有し、ベストな支援を進めていただ
きたいと思います。

行岡　みち子氏
　「お金に関することは家計相談員に相談す
るといいですよ。気持ちも楽になりますよ」
と、自立相談支援員から気軽に勧めていた
だけると家計相談につながりやすいと思い
ます。借金だけでなく入院費用や引っ越し
先の家賃、仕事を探す場合の収入の目安な
ど、家計改善支援だからこそ出来る支援が
あります。吉住さんも家計相談員は同行な
どして一緒に行動することがいい、と言わ
れていました。気持ちが一つになります。
　先行きが見えないコロナ禍では、キャッ
シュフロー表よりも家計計画表でこまめに
相談し、本人がどうしたいのかを中心に支
援していくことが有効です。どんな時にも
忘れてはならないのはスキルよりハートで
す。スキルも大事ですが、苦しい時こそ、
心でつながる部分を大切にしたいと思って
います。自分に向き合ってくれている人が
どんなふうに自分のことを思っているのか
は、言葉より心に響くのだと思います。

新保　美香氏
　コロナ禍や震災で突然日常が失われた時、
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一人では考えることも進むことも出来なく
なってしまった時に、今後の暮らしをとも
に考えてくれる人がいることはどれだけ大
事か、そのための家計改善支援がどれだけ
重要かが、改めて示されたと思います。
　「人は弱っている時には自分のいいところ
が見えなくなる」という言葉があります。
支援者自身も不安の中にいて、「もっと出来
たのではないか」と悩みながら頑張られて
いると思います。皆さんの支援があって人
の命と暮らしが守られていることを忘れず
に、支援員も相談者も少しずつでも明日に
向かっていけたらと願っています。

　＜今後に向けて＞（※小見出しにしてください）

・家計改善支援は限られた収入や厳しい生活
環境の中で、その人なりの生活スタイルを
尊重しつつ、時間の流れとともに相談者主
体で家計収支のバランスを整えていく支援
です。

・総合支援資金 ( 特例 ) の申請段階から自立
相談支援と家計改善支援により、現状と今
後に向けた課題の整理と解決に向けた支援
を行うことはとても重要になります。

・家計の姿を見える化し、コロナ禍における
将来への方向も自身で選択出来るように、
力をつないでいくような支援をしましょう。

・自立相談支援と家計改善支援は支援の両
輪。連携を強めてチームで頑張りましょう。

今後に向けて

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告

作成：田嶋康利理事

分科会5

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
理事による分科会報告

〔日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会　専務理事〕

ワーカーズコープ・センター事業団
東北事業本部登米地域福祉事業所（宮城県）　所長 竹森　幸太
センター事業団東北事業本部登米地域福祉
事業所（登米市東和町鱒淵地区住民） 小野寺　弘司
登米市東和町鱒淵地区（宮城県） 藤原　ふさ子

厚生労働省社会・援護局地域福祉課
生活困窮者自立支援室　室長補佐 國信　綾希

■ パネラー ■ コメンテーター

ワーカーズコープ・センター事業団
理事長 田中　羊子
■ コーディネーター

分科会５では、東北被災地で困難にある
人たちが主体者として立ち上がり、ともに
働く、ともに生きるための仕事おこしへの
挑戦・格闘をまとめたドキュメンタリー映画

「Workers 被災地に起つ」（2018 年）を上映。

高度経済成長の終焉から半世紀。急激な人口減少社会、ますます広がる貧困や格差は、否応なく
私たちに様々な価値観の転換を求めています。

そんな中で起きた 2011（平成 23）年 3 月の東日本大震災——それは、被災地のみならず、今を
生きる私たちに、改めて“これから、どう生きていくのか”という問いを投げかけました。

本作は、これまで長きに亘り、競争、効率、自己責任…ではなく、持続可能な社会への仕組みづ
くりを地域の人とともに模索・実践し続けてきたワーカーズコープ（協同労働の協同組合）による、
東北被災地での取り組みを 22 か月間に亘って記録したものです。

https://workers2-movie.roukyou.gr.jp/
協同労働とは、市民や働く者が出資して、共同で経営に参加して、地域と生活のニーズに応えて、

協同で仕事を起こす働き方。この働き方を進める協同組合であるワーカーズコープの 40 年に亘る
活動を経て、2020（令和 2）年 12 月「労働者協同組合法」として成立し、2 年以内に施行されます。

厚生労働省推薦、2019（令和元）年 7 月には省内で試写会を実施。

■映画「Workers 被災地に起つ」（ワーカーズコープ・センター事業団 2018 年製作、森康行監督）

お金も力も出し合い、自分たちの手で地域
に必要なことをつくり出す仕事おこしの協同
組合「ワーカーズコープ」について、映画の
舞台となった鱒

ますぶち

淵地区の住民とともにディス
カッションを行った。
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ディスカッションに参加したのは、宮城
県登米市鱒淵地域に 6 年前に入り「協同労働」
という働き方で新たな仕事おこしに取り組
んでいるワーカーズコープの若者と、ワー
カーズコープと地域の支援を受けて元気を
取り戻した元ひきこもりの若者（映像参加）、
40 年に亘る林業仕事の経験を生かして自
伐型林業に取り組んでほしいとワーカーズ
コープから誘われて組合員となって自伐型
林業を若者に教えながら一緒に働いている
高齢組合員、協同労働に共感いただいた住
民の方から様々な支援（畑仕事など）を受
け元気を取り戻した若者（映像参加）、日頃
から若者を支えていただいている地域の方。
それぞれの思いを出し合いながら語り合う
場になった。

冒頭、コーディネーターの田中羊子さん
（ワーカーズコープ・センター事業団理事長）
は、映画の背景にふれ、「被災地の人たちに
協同労働を届けて、一緒に汗をかいて復興
の道のりを歩みたいと 2011（平成 23）年７
月に東北復興本部を仙台に開設。若者を中
心にワーカーズコープの仲間が全国から被
災地に入り込み、ともに暮らし、被災者の
思いを聞き取る活動から始まった。６年間
の格闘の中で、人間の力のすごさ、協同労
働の可能性を逆に教えられた。協同労働は、
一緒に地域で暮らす人々や、生活困窮や人
間関係に悩んでいた若者も元気にすると学
んだ。今日はそのあたりを一緒に深めてい
きたい」とつないだ。

ワーカーズコープ・センター事業団登米
地域福祉事業所の竹森幸太所長からは、「地
域住民と学びながら、食べるための自伐型
林業でなく、地域の人と一緒に集落を守る
ムラ業と位置付けている。自治体から受託
した自立相談窓口で若者との出会いがあり、
一般社会で生きづらさを抱えている若者が
住民と汗をかき、地域の中で元気になって

いる。元ホームレスの組合員は、『鱒淵でな
いと仕事は出来なかった、この気持ちを恩
返ししたい』と毎日仕事をしている。自伐
型林業の事務所を改装し、地域の声に応え
たミニデイの開設や障害者の就労支援 B な
どに取り組み、得意なことを活かして住民
も活動している」と報告。

登米市東和町鱒淵地区の小野寺弘司さん
は、「40 年間林業の仕事に従事してきたが、
体調を崩して入院した。区長からワーカー
ズコープの話を聞き、木の切り方などをワー
カーズコープに教えたりしながら、現在は
組合員に。ひきこもり経験のある非常にお
となしい青年も、どんどん仕事を覚え、明
るくなっていった。自分も毎日の楽しみが
出来ている」。厚生労働省の國信綾希さん
からの「ワーカーズコープに入っての変化
は？」の質問に、「周りから相談されたり、
期待されるので人間が良くなったようだ」
と発言。

登米市東和町鱒淵地区の藤原ふさ子さん
からは「ワーカーズコープに対しては協力
というより、やりがいをつくってもらい、
自分が楽しませてもらっている。若者とは
今では一緒に食事に行くなど、息子のよう
に接しているし、若者やスタッフの将来を
見させてもらうことも楽しみに」。

國信さんからの「今後やってみたいこと
は？」の質問に「民泊をやってみたい」と。

厚労省の國信さんからのコメント。
「このシンポジウムのために、10 月末に鱒

淵地区に２度目の訪問をしたが、より深く
知ることが出来た。地域の皆さんのやりた
いことやアイデアを、ワーカーズの皆さん
が受け止めて、大小問わずに一緒につくっ
ている。その軸は地域にあると感じた。仙
台の子どもたちの声に応えて鱒淵から柿の
木を仙台に持って行って柿木狩り体験をし
た、と聞いて驚いた。鱒淵では地域の人や
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ワーカーズの人がわいわい話しながら、地
域の声を大事にされている。

最後に、協同労働への期待についてお話
したい。ワーカーズコープ・協同労働の働
き方について、話を聞きたいとの期待が広
がっていると感じている。農林水産、環境、
中小企業、継業の分野から問い合わせがあ
る。なぜ、協同労働への期待が高まってい
るのか。私は、協同労働が一人ひとりの個
人の願いや思いを中心に据えた働き方だか
らだと思っている。先日、労働者協同組合
法として新法が制定された。映画の中にも
あったが、ワーカーズコープの中の人であっ
たり、地域の人であったり、人を中心に据
えて、ともに生きるということに取り組ま
れている。地域の課題や可能性、わくわく
を実感しながら、楽しく、共感をつくり、
一緒に取り組んでいる。Z 世代やミレニア
ム世代と言われる若者たちが世界中で、資
本主義の行き詰まりの中で変革を求める声
を発しているが、日本でも今後若い世代が
豊かな社会とは何かを問い続けたとすれば、
この協同労働という働き方は希望の持てる
ものになるだろう。面倒くさいと言いなが
らも気遣う関係、相手を自然とケアする関
係、この豊かさの一つに協同労働があると
思っている。

一つお礼を言わせてほしい。私の知り合
いに地方都市の家族がいて父親と息子が社
会福祉法人で働いていたが、その社会福祉
法人の方針に反して二人とも馘首（クビ）
になった。そこで、アパートを改装して障
害のある人の居場所を立ち上げた。私から
その親子に協同労働という働き方が法制化
されることを伝えると心から共感された。
二人はその法律の勉強を始めている。協同
労働（とその法制化）は地域の人の希望に
なる」。

最後にコーディネーターの田中羊子さん

から「地域に必要なことを、お金も力も出
し合って自分たちの手で創り出す労働者協
同組合法が 12 月４日、参議院本会議で成立
した。今後 2 年以内に施行される。

お互いの力を活かし合ってともに働くこ
とで、働く仲間だけでなく地域の人たちも
元気になっていく。地域の歴史の中で培わ
れていた力が協同労働とふれ、困難にある
当事者と出会う中で顕在化してくる。若者
が住民との関わりの中で元気になる姿を見
て、地域住民も誇りや自信を取り戻す。そ
うした循環で持続可能な地域づくりが可能
となる。コロナ禍の困難にある人に、決し
て一人じゃない、あなたには力があるし、
道は開ける。あきらめないで一緒にやろう
よと伝えたい。労働者協同組合法を生かし
て、困難にある人と手をつないでいきたい」
とまとめの挨拶。

付記
2021（令和３）年１月 10 日の全体会での

第５分科会報告では、「協同労働の法律に注
目している研究者です。都市部のコミュニ
ティ不足の問題を最後に説明されましたが、
都市部の事例があれば教えてください。都
市部のコミュニティの課題（孤独死や貧困
問題）などを研究しています。４年前まで、
大阪市の区役所で区長として、都市問題の
解決に取り組んできましたし、生活困窮者
支援制度・窓口の定着に努力しました」と
の質問を受け、ネットワーク理事で、ワー
カーズコープ連合会専務の田嶋から札幌や
東京豊島区、尼崎など都市部での協同労働
の事例を紹介させていただいた。

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告

（衆議院法制局作成）
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にとっては予算・人材の配分の根拠として
有効である。その一方で、単純に改善度に
連動した経済的なインセンティブのような
仕組みを入れることは慎重にすべきであろ
う。

尺度の効果や意義については統計的に分
析をされ、一定の評価が行われているが、
この見える化の有効性が、よりいっそう厳
密な方法で検証されることはシートの信頼
性や普及の点からも重要である。最近の厚
労政策の EBPM（根拠に基づく政策）の推
進といった点からも科学的に根拠のある尺
度の開発が求められる。

また、ツールはインターネットで配布
されており、汎用性も高いことは評価出来
るが、ツールを実際に利用している機関と
のコミュニケーション手段を確立してバー
ジョンアップ・改善を行う仕組みを用意す
ることも検討すべきと考える。

 今後の展開

このような見える化シート、尺度の研究
開発は、就労支援事業をより効果的に行う
手がかりになる。また、工夫すれば、家計
相談など別の支援にも展開可能でないかと
いう可能性を感じさせる。分科会における
報告、質疑を通じて第 8 分科会参加者もお
おむね、この事業の重要性を評価している
ものと考える。

生活困窮者自立支援全国研究交流大会の
ネットワークはこのような基礎的な研究開
発にも着目し、今後も類似の事業の紹介と
全国普及を支援するべきと考える。

生活困窮者自立支援全国ネットワーク理事による分科会報告

作成：駒村康平監事
（慶應義塾大学経済学部　教授）

分科会8

生活困窮者自立支援全国ネットワーク
理事による分科会報告

本事業は、京都自立就労サポートセン
ターが中心になり、大阪市立大学五石敬路
准教授らと一緒に開発した本人向けセルフ
チェックシート TS59 と本人・支援者向け評
価シート GN25 を通じて、就労準備支援事
業の効果を「見える化」し、測定出来るよ
うにする仕組みである。日常生活・社会的
能力・就労意欲を把握出来るこのシートを
使うことによって、支援対象である本人の
自己評価の変化、本人と支援者側の評価を
定期的に測定し、その変化や本人と支援者
の評価のギャップを支援内容に反映する仕
組みを確立出来る。

 事業の意義

就労準備支援の評価は、どうしても「就

労したかしないか」、「所得が増えたか、増
えないか」の０か１の評価になってしまう。
しかし、就労までの道筋は、抱えている課
題や直面している障害によってそれぞれで
ある。就労まで至らなくても、どの程度就
労に近付いているか、課題を克服しつつあ
るのかという内的な変化を把握するのは、
本人のみならず支援者そして行政にとって
も重要になる。このような支援効果の「尺
度（変化の動きを把握する目安）」をつくる
ことは支援を「見える化」することになり、
また「支援のサイエンス化」にもつながり、
シートを支援にフィードバックすることで、
支援技術の進歩にも貢献し得るものとなる。

 今後の課題

開発されたシートとそこから派生する尺
度は、利用者にとっては「手応え」、支援者
にとっては支援方法の有効性の確認、行政

第 8 分科会で報告された
支援事業の概要

事業の意義

今後の展開

今後の課題
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① 性別

男性 490 39.5%

女性 647 52.1%

無回答 105 8.5%

合計 1242 100.0%

②年代

10代 0 0.0%

20代 98 7.9%

30代 221 17.8%

40代 381 30.7%

50代 342 27.5%

60代 169 13.6%

70代以上 10 0.8%

無回答 21 1.7%

合計 1242 100.0%

③ 住所

北海道 東京都 滋賀県 香川県
青森県 神奈川県 京都府 愛媛県
岩手県 新潟県 大阪府 高知県
宮城県 富山県 兵庫県 福岡県
秋田県 石川県 奈良県 佐賀県
山形県 福井県 和歌山県 長崎県
福島県 山梨県 鳥取県 熊本県
茨城県 長野県 島根県 大分県
栃木県 岐阜県 岡山県 宮崎県
群馬県 静岡県 広島県 鹿児島県
埼玉県 愛知県 山口県 沖縄県
千葉県 三重県 徳島県

1242

第7回生活困窮者自立支援全国研究交流大会
【アンケート集計結果】
［有効回答数1242件］

男性
女性

無回答

代

代

代代

代

代以上 無回答

1

④ 所属

行政 140 11.3%

社協 307 24.7%

NPO法人 119 9.6%

協同組合 141 11.4%

その他 535 43.1%

合計 1242 100.0%

 ◆その他内訳
　・社会福祉法人 142 　・司法書士会 3

　・生活相談支援センター 61 　・一般財団法人 2

　・公益社団法人 50 　・医療機関 2

　・一般社団法人 26 　・マスコミ 2

　・株式会社 15 　・弁護士会 1

　・議員 10 　・合同会社 1

　・教育機関 7 　・有限会社 1

　・福祉事務所 7 　・未記載・ほか 205

行政

社協

法人

協同組合

その他

1

参加申込者属性

評点
5,

とても
良かった

4,
良かった

3,
普通

2,
あまり

良くなかっ
た

1,
良くなかっ

た
該当しない 合計 平均評点

95 72 17 9 6 8 199
全体会1 47.7% 36.2% 8.5% 4.5% 3.0% 100.0%

22 33 7 0 1 62
分科会1 35.5% 53.2% 11.3% 100.0%

32 13 2 2 7 49
分科会2 65.3% 26.5% 4.1% 4.1% 100.0%

83 58 13 1 2 5 157
分科会3 52.9% 36.9% 8.3% 0.6% 1.3% 100.0%

40 57 6 4 0 4 107
分科会4 37.4% 53.3% 5.6% 3.7% 100.0%

3 3 1 0 0 0 7
分科会5 42.9% 42.9% 14.3% 100.0%

10 12 2 1 1 0 26
分科会6 38.5% 46.2% 7.7% 3.8% 3.8% 100.0%

13 13 6 1 1 1 34
分科会7 38.2% 38.2% 17.6% 2.9% 2.9% 100.0%

17 12 2 1 1 1 33
分科会8 51.5% 36.4% 6.1% 3.0% 3.0% 100.0%

39 38 7 2 1 3 87
全体会2 44.8% 43.7% 8.0% 2.3% 1.1% 100.0%

【プログラムの内容について】

とても良かった 良かった 普通 あまり良くなかった 良くなかった

全体会

分科会

分科会

分科会

分科会

分科会

分科会

分科会

分科会

全体会
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【提言１】
『見えないつながりを取り戻す』について

「支援する側とされる側に分かれていたら、生活困窮はなくならない」という言葉に、ドキリとさせられました。私は
どこに立っているのか、今後どう仕事を進めていけばいいのか、見えないものを見る目を養えるよう精進します。

人間の本質的なところを哲学的な視点でお話しいただき、新鮮でした。「ふれあい・いきいきサロン」等交流の機会
づくりを推進している社協としては、「交わりとつながりは違う」という言葉も印象的かつ実感するところでもありま
した。つながりは互いに人格を認めないと出来ない、その通りであり、その視点を忘れず従事したいと思います。

現場で支援するにあたり、とても参考になったし、改めて考えさせられる場面が多かった。目に映るのはほんの一
部であるという現実をしっかり考えながら、見えないものに触っている事をしっかり認識しながらどういう支援が必
要なのか？を事業のチームで話し合い、今後の支援に活かしていけたらと思います。

【提言２】
『生活困窮者（在宅）の現実と課題』について

医療は専門性が高く、踏み込みづらい領域で敬遠していたが、このたびの研修で、医療の側からしても、今まで
治療の勉強が主だったので、福祉は敬遠する人もいるのだろうな、と思った。医療の勉強に地域学が創設される
ことをニュースで見たが、今回登壇された先生は在宅医療に関わる中で、実践的に相談支援や他機関連携を実
施されてきていて、説得力があった。地域医療連携室の設置という形にのみ終わらず、ご本人を中心にして、もっ
と医療と福祉が連携していくことで、その方の生き方の決定に可能性を広げていくことが出来たら、と思った。

医療分野の方のお話を聞く機会がほとんどないので、ありがたい機会でした。「貧困は健康行動と相関する」「病
気・障害は生活困窮と相互リンクする」というのは、今特例貸付に従事しており、相談者の生活状況を伺う中でも
肌で感じています。経済的な事情やセルフネグレクト傾向も含め、医療に結びつかない難しさもまた実感するとこ
ろで、やはり救急搬送にまで至らないと介入出来ないことも事実です。本人の意思の尊重と支援のあり方とは、
様々な場面でジレンマが伴います。在宅医療は複数の病気と生活環境を見る、という視点に大変ありがたい思い
があります。また、我々福祉従事者も在宅医療に関する知識や共有資源（個人カルテ、社会的処方等）の開発・
協力、各種システム、ネットワークへの積極的な参加が必要だと改めて感じさせられました。

在宅医療は治療よりも心の支え部分が大きく、治らない病気や障害で残された時間を一緒に考えていくという現
場の方々は肉体的にも精神的にも想像出来ないくらい苦労されていると思います。在宅医療は介入可能だがタイ
ミングが遅いことは、当事者にとっても、現場で働く方にとっても、いつ当事者になるか分からない私たちのために
も、より上流でケアが出来るようになることを願います。

【提言３】
『いのちと社会に向き合い、地域と共に育む協同のまちづくり』について

とても魅力的な地域づくりだと思った。社会的弱者と呼ばれてしまう方はどうしても「与えられる側」だと思われが
ち。そうなると人間はどんどん輝きを失ってしまうのだと思う。”得意”がある人とそれを必要としている人をマッチ
ングさせる事業は、やればやるほど地域住民同士が助け合える関係性をつくれる取り組みだと思った。

豊明市の「ちゃっと」という事業に似たものを、当団体でも実施しているが、生活サポーターと利用者との個人のや
りとりに終わらず、区長さんがコーディネートして「地域づくり」へと発展していきそうなところがすごいな、と思った。
地域づくりへの意識が高い地盤を作られているからこそ、自発的に発展していかれるのだと思った。

理想の地域づくりの完成形だと感じた。生活困窮の課題を払拭する、支援でない正しい形なのかもしれない。必
要な人手をどうカバーするのか、各地域に引き寄せる際に果たして賛同を得られるのか、どこまで共助が行き渡
るのか、も知りたい。

【提言４】
『見えていないニーズを掘り起こす福祉実践のあり方』について

素晴らしい楽団だと感じました。　亡くなった方を看取る時って寂しさと後悔とで泣くのだと思います。　笑顔で送っ
てもらえるって最高じゃないですか。　支援の枠を決めずに生活困窮の支援はするものだと思っています。私はい
つも適当でありたいと思いながら支援をしています。ふらふら目指します。

看取りまで関わることや施設があることで受け入れ可能な強みに対して、支援への熱意を感じました。恋する豚
研究所や畑地の利用で農業と連携することで利用者の方が、生きがいを感じられていると思いました。私は農学
部出身ですが、学生の時は福祉の視点を持っていませんでした。これからは、農産物をつくるだけの農業ではな
く、福祉など様々な分野と関わり、指導者として仕事と人をつないでゆける方が増えたらいいなと感じました。ま
た、刑余者支援に関して、福祉的支援の重要性を感じました。包括的な相談窓口は私も必要だと思います。

その時々の声に忚え実践してきただけ、という気負いのなさ、感謝の言葉、人間本来の生きる力を見ることに面
白みを感じられる飯田さんのお人柄が、素晴らしい実践につながっているのだと感じました。先日、司法と福祉の
勉強会で、帰住先がないケースや出所時における生活環境の調整についてお話を伺う機会がありました。福祉
楽団さんの多角的かつ先進的な取り組みがそうしたケースにも対忚出来る三つ（入所施設、働く場、相談事業）を
有しておられ、また福祉系には苦手な者が多い経営的な側面にも素晴らしい実践をされていると思います。

【前半シンポジウム】
『生活困窮者自立支援制度の課題を考える』について

相談を受ける中で、その人の言葉をお聞きし状況を把握していますが、言葉の奥に何かがあることを考える必要
があるというお話をお聞きし、改めて非言語コミュニケーションの必要性を感じました。マスクで表情は見えにくい
けれど、態度などで意識したい。

皆さん、違うところでご活躍されていますが、全部つながっていて心に染みました。生きている時から死についても
考えることが大切、一人ひとりの立つ瀬を立てるなど、心に刺さりました。在宅医療は高いから再診療だけで行く
こともあるが、それだけをしていたら自分たちがつぶれてしまうというお話。ボランティア的に行うところは制度、国
で何とか出来ないのかと思いました。

若松先生の提言が他の御三方の実践にシンクロし、興味深かったです。これまで「高齢者」「障害者」とカテゴライ
ズして支援してきた福祉が、「生から死まで」「多世代交流」「地域づくり、まちづくり」と、広く包括的な概念で注目さ
れており、我々専門職も抽象的な方が自然な感覚で、当事者性を持って携われる転換点の気がしました。

【提言５】
『新たな地域づくりから社会保障の未来を考える』について

生活困窮者自立支援制度以降の取り組みが、いかに既存の社会保障の考え方から変化したかを学ぶことが出
来ました。保障を受ける客体としてではなく、人生を歩む主体として支援を行うには、その人が直面している問題
に対して、「ともに」悩もうという姿勢が大事なのだと感じました。その人の歩みを後ろから見守り、いつでも振り
返って相談出来る立ち位置を意識し、より良い対忚を提案出来る専門性を身に着けたい。

支援者と被支援者との関係性として、横にともに並ぶのではなく、半歩後ろから歩き、見守る姿勢が望ましいと学
びました。比喩的、感覚的と菊池さんは仰っていましたが、その比喩がとてもしっくりときて、まさにそういう関係を
築き、その人の思いや希望、意向を大切にしていきたいと思いました。

相談者の主体性を尊重する上で、常時一対一だと方針の押し付けになりかねない。複数の支援者で支援内容、
方針を立てることが重要だと思いました。相談者のために適切な支援になっているか、客観的な視点を持ててい
るか、振り返ることが出来ました。本人の主体性を大切に、並んで歩むのではないというところが心に残りました。

自由記述
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【提言６】
『共生の基礎としての伴走／寄り添い支援』について

確かに、仕事の中で相談者の方の抱える課題の複雑性に頭を抱えてしまうことが多々あります。その際の支援の
あり方を、2つの道筋（エンパワメントとエコロジカル）に細分化する考え方を学べたことは、今後支援の方策を検
討する上で非常に有意義な指針になると感じました。課題を解きほぐし、本人が手をつけられるようダウンサイズ
すること、そして本人をエンパワメントすることを意識して支援をしていきたいと思います。

支援サービスはざるのようなもので取り残されてしまうということは、日々の相談業務の中で実感します。もっと早
く窓口で相談していれば、と思うことがよくあります。しかし、どこにどう相談したら良いか、そもそも相談していい
か、自助努力で解決しないといけないと思われている方がたくさんおられます。相談したけれど何も解決しない、
家族と相談してと言われた、と聞くこともあります。当日資料にあった「伴走支援には当事者と社会とを結び合わ
せる作用がある」という一文に、とても勇気を頂きました。

自殺した人の７割が「どこか」に相談していた、という資料に驚きました。相談してなお自殺しかなかったのか、相
談した結果自殺しかないと思ったのか。どちらにせよとても切なくなりました。相談者の問題の件数が生活保護を
受けているか否かに関係ないという資料、驚きましたが、人はみな問題をかかえていて生活困窮と問題の数は関
係ない、とも言えるのでしょうか。だとしたら、生活困窮に陥る理由は問題の多さ・複雑さではなく（それは自分も含
め誰しも持っている）、たまたま運が悪かっただけ、ということでしょうか。

【後半シンポジウム】
『生活困窮者自立支援の原点を振り返る』について

支援員として踏ん張ってきた事を代弁してもらったことがうれしかったです。「一人を救えない制度は制度ではな
い」。野洲市の生水さんのお話は引き込まれ、励まされました。コロナ過で、生活保護の手前での自立相談支援
がクローズアップされてきました。人生が変わる転換に深く関わると思うと、身が引き締まる想いがしました。

社会がどういう方向に向かっていくのか、不安で気持ちが折れそうですが、まだまだやれることはあり、希望はあ
るのかなと思えた内容でした。地域のつながりが崩壊しつつあり、家族から友人へエンパワメントが変わっていく
中、必要なのは教育だというお話は、本当にそうだなと思いました。社会保障制度についても、学校で教えてほし
いし、貧困の連鎖をくいとめるために教育は本当に大事だと思います。地域づくりについても、これまでの濃密な
関係から尐し離れたちょうどいい関係が、ヒントになるのではと思いました。

生水さんが、「この制度があって本当に良かった」と発言。支援現場としてはその感触に強く同意する。菊池さん
が、「相談者の半歩うしろを行く」と発言。本人に寄り添い（姿勢）伴走（動き）する時、本人とともに前を向いて尐し
ずつ本人を後押しながらともに動いていく。菊池さんの発言は制度の理念を具現化する言葉に思えた。

現状のコロナ禍、またそれ以後の支援のあり方を再検討する必要と、それを支える制度の構築をいかに行うべき
なのかという点について考えさせられました。これまでも社会保障の未整備については語られてきましたが、改め
てその問題点が浮き彫りになったことで、住宅政策や教育政策といったこれまで日本の福祉の文脈から落とされ
ていたような論点を含めた包括的な議論が求められていると思います。それには個別の実践も必要ですが、実践
のアウトプットを反映した制度設計を可能にする（政治的）回路の構築も検討される必要があると感じました。

【分科会１】
『生活困窮者支援を軸にした包括的支援体制へのアプローチ』について

郷間さんの発表で、総合支援センター設置のプロセスが分かりやすく説明されていて良かったです。課題で挙
がっていた、役場内の定期異動によるつながりの一時的な低下や、「制度の狭間の支援」において、やりすぎに
気付きにくいということは、自分の圏域においても感じるところです。中平さんの発表では、地域づくりの難しさや、
地道な住民との関わりが現在の社会資源につながっていると感じました。山上さんの発表からも、一緒に事例に
関わり、積み上げていくことで、横のつながりが出来てくると改めて分かりました。

地域共生社会の実現に向けた重層的支援体制整備事業の包括的支援体制の取り組みの具体的イメージがつか
めました。社協や行政、社会福祉法人の事例により、複合的な個別課題に対する支援者側の相談体制（人の配
置・場所の設置）を整備し、機関連携とケース調整会議（個別支援・地域支援）の役割分担と地域住民への意識
啓発と人材育成まで、コーディネート役の担う組織的な取り組みを学べて良かったです。

【分科会２】
『社会的養護と生活困窮』について

児童養護施設を卒業した方が、施設と家庭の生活の違いから、壁にぶつかってしまう話は、周囲の支援や理解
がその後の生活の大きな支えになると感じました。質疑忚答での「人との関わりでの傷は、人との関わりで癒す」
という言葉が印象的でした。ゆずりはの高橋さんの「日本社会は、家族がいる前提で成り立っている」という言葉
にハッとしました。社会的養護を必要とする子どもが生きづらさを抱える根底がそこにあると思いました。伴走型
支援の姿には感動し、心が温かくなりました。若草プロジェクトのお話は、根強い女性蔑視が原因の一つであるこ
とが、女性として歯がゆかったです。中二の娘がいますが、同じくらいの年齢の尐女がSOSを出せずにいること、
一母親として何が出来るか考えていきたいです。支援の仕方もLINEやYouTubeを利用し、若い女性が相談しやす
いシステムが現代的だと思いました。児童相談所の予防的なお話のところをもう尐し聞きたかったです。村木さん
のまとめで、専門知識がない私にはポイントが分かり、助かりました。大変充実した内容でした。

高橋克己さんの包帯の話、同感です。高橋亜美さんの、支援者の立場になると「正しさ」の押しつけになる。本当
にそうです、自戒します。マイツリーペアレンツの「お母さんを助けてほしかった」話をもっと聞きたかった。牧田史
さん、私も児童虐待の根底には女性差別があると考えています。これを何とかしないと、対症療法になってしまい
そうです。千葉中央児相の児玉さん、ケースワーカーのつぶやきを語ってもらって良かったです。私たちは児相不
信に陥り勝ちですから、それが解消されるためには、内部の苦悩がもっと発信されなければならないと思います。

【分科会３】
『コロナ禍での家計改善支援。見えてきたものはなに？』について

中森さんの、行動変容アプローチを主軸とした支援は、家計支援の上で有意義なものであると感じた。大変な状
況だからこそ行動を変容させていくチャンスと捉えて支援する視点を強く持っていきたいと思える分科会でした！
吉住さんの、行政の立場でのお話は、出来なかったことを潔く認められ、これからの町をより良くしていく意気込み
が感じられ、感銘しました。自分の町が災害にあったら…と常に意識して物事を考える必要を感じました。

吉住さんの行政の立場でのお話は、出来なかったことを潔く認められ、これからの町を絶対により良くしていく意
気込みを感じ、感銘しました。自分の町が災害にあったら…と常に意識して物事を考える必要性を感じました。

グループワークが良かったです！皆さんの意見や日頃の対忚を聞いて明日からも頑張れると思えました。家計改
善支援へのつなぎの声のかけ方も学べ、今後につなげていきたいと思えました。

【分科会４】『ウィズコロナ、アフターコロナ時代における
子ども・若者支援の方策』について

子ども・若者の貧困について、様々な領域や立場から俯瞰的な社会の状況から子ども・若者への支援について
考える機会となった。ソーシャル的な視点で現場の支援の状況を見直すことが出来た。

親に頼ることの出来ない子供や若者の存在を再認識し、今関わる事業でどんなサポートが出来るのか、考える
きっかけとなりました。国が決めるのではなく、現場の声を反映させた方策が出来ないと意味がありません。簡単
には壊れない・継続的な国の支援を求めます。

コロナで相談が急増している状況で、その裏にある課題にまで支援が及ばない、多忙を理由に支援業務が出来
ていないことがあることを改めて反省しました。今だからこそ丁寧な支援を心掛け、せっかく繋がった相談者との
つながりを大切に出来るようにしたいと思います。

第7回 生活困窮者自立支援全国研究交流大会アンケート集計結果
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【分科会５】『被災地でともに働く、ともに生きる
―映画「Workers被災地に起つ」』について

人は自身の行動が誰かに評価され、よろこばれることがエネルギーになると感じます。映画の中の働き方は、働
き方、生き方の方法として新たな視点になると思いますが、どこまで従来の組織体と市場で勝負できるか、働く当
事者の充実具合がどうなのか、これから試されると思います。新たな働き方、生き方の選択肢として誰かにとって
最良の選択の一つになることを願います。

東日本大震災の記憶はまだまだ残っています。大槌町のワーカーズの活動に、まずうれしくて泣きました。ひろし
さんたちには心から笑いました。若者の勇気、パワーに、何かホッとした自分がいます。日本も捨てたもんじゃな
いって。新しい法案によって沢山の人々が前向きになれる事にも期待したいです。

ワーカーズコープの方々が地域住民とともに地域福祉や林業に携わる姿が印象的でした。最初は活動内容が地
域住民の方々に受け入れられなくても粘り強く活動を続ける中で信頼関係を築き、ともに働く姿が心に響きまし
た。

【分科会６】
『多様な主体を「巻き込む」居住支援』について

「なかまの会（互助会）」に感銘を受けました。同じようにホームレスであった仲間同士による助け、助けられる関
係性をつくり、「今日も生きていて良かった」と言えるように支援することが暖かい地域づくりにつながると感じまし
た。自分が死んでも同じように葬儀に来てくれると思うと、生きていて安心感があります。孤立せず、つながる地域
づくり、素敵だと感じました。また、重層的体制整備事業で地域支援の居場所づくりを今後出来ると考えると希望
が湧きます。刑余者のような方もいらっしゃいますが、地域住民としての居場所をつくることで治安回復にもつな
がり、住みやすい地域づくりにもつながると感じました。大変勉強になりました。今後の業務に活かしていきたいで
す。

状況によって様々な形で居住支援が必要ですが、地域の協力が必要不可欠です。多様な主体を巻き込み、また
巻き込まれることで、居住だけに限らず個人の困りごとや地域の困りごとを発見し、対忚出来ること。自助・共助・
公助の中で、人と人がつながり支え合い、それぞれの出番と役割を発揮することで、新たな社会的機能を発生さ
せること。勉強になりました。私ども支援事業所が、ハウジングファーストを意識した「巻き込み隊・つながり隊」と
なり、地域支援の輪を広げ、住み良い町づくりを目指したい。

【分科会７】
『新・地域力「住民主体による気にかけ合う地域づくり」』について

大変面白い発表でした。感じたのは、支援はシステムではなく、一つひとつの問題を受け止めて、何とかしたいと
いう強い熱意を持った人が核にいて、こうした地域づくり、支援が出来ているということ。それがなければ、同じこと
をしても上手く行かないのではないかと思います。自分たちの地元で何ができるか、考えたいと思います。

北海道から沖縄まで全国の取り組み事例をオンラインで学べ、ありがたい機会となりました。困窮者×地域づくり
には、ならではの要素があることを実感しています。自己肯定感を育むところから長期的な視点で関わることも必
要であり、その途中には行きつ戻りつの歩みや関係者との信頼関係の構築における課題など、いくつかのポイン
トがあると思います。既に実践されている方からの報告は大変参考になるものでした。福祉的なアプローチによる
課題解決ばかりでなく、一人ひとりの興味・関心から始まる活動との接点からの地域づくりや、自己肯定感をベー
スとした関わりを意識しつつ、今後取り組んでいけたらと思います。濃縮された大変学びの多い時間でした。

【分科会８】『就労準備支援利用者の小さな変化を捉える見える化ツール
～KPSビジュアライズツール～』について

事業評価のために、就職面接にはまだ早い人を無理やりハローワークにつながらなければいけないプレッシャー
が現場にはあるが、ツールを使うことで利用者の小さな変化を見える化し、支援がゆっくりでも進んでいることを提
示できる。無理なステップアップではなく、本人の変化に合わせた支援ができるようになるのではないかと思った。

支援現場では、対象者が「歯を見せて笑った」「何となくたくましくなってきた」「自分から話しかけてきた」などの変
化に大喜びしています。今回のツールは、そのような変化が可視化でき、画期的だと思います。事例を挙げての
解説はとても分かりやすかったです。支援方針を立てる際にも役立つと思いますが、対象者が自分の変化に気づ
き、自信を持つ事につながる事に、大いに期待したいです。

ツールを使う事によって数値で相談者の変化が見える事は、どの部分が足りていないのか理解でき、参考にでき
る資料だと思います。また、支援調整会議などの他機関との会議にも役に立つ資料になると思いました。

【全体会２】について
毎年聞く事により、自身の支援力を高めるのにためになっています。置かれた立ち位置の再認識にもなっていま
す。奥田氏の『コロナも怖いが　孤立はもっと怖い』というご発言は、日常の支援で、特に感じていることです。この
人の生きる希望となるためには、多忙の業務の中で、その人と心でつながっていくことだ。難しい場面も多々あり
ます。助け合う事が大切な支援。この集会自体が、支援者たちの助け合いになっていると、今年の集会を終え、
特に感じ入りました。今年もありがとうございました。

奥田さんの生活困窮になるおそれ者のくくり方について、「収入の幅、就労形態、意欲、預金、孤立」等５つの状況
はとても必要だと思います。また、今後、生活保護との一体的支援、生活保護を躊躇なく申請してもらうよう厚労
省のホームページに掲載して頂いた事は良かったと思いますが、やはり、扶養照会や車の保持は、現実的に壁と
なっているためもっと真剣に緩和して頂きたい。

生水さんのお話でもありましたが、住居確保給付金の支援を行う中で、求職活動状況・収入や貯蓄要件等の緩
和が必要であると私自身も感じております。支援を行う中で、コロナの影響で家賃等の支払いが困難となり、ご来
所頂きましたが、わずかに金額を越しているため、収入要件に該当をしない方が多くおりました。継続してつなが
るため、ご本人様に別の提案を行いましたが、「対象とならなければ、もういいです」と断られるケースも多々あり
ました。難しいことではあるとは思いますが、状況に忚じた制度の緩和も必要ではないかと感じております。

各分科会で共通していたと感じたのは、地域で困窮者をどう支えていくか、ということだと思いました。そのための
支援方法や評価ツールなどを支援者がどのように活用していくかが重要であると思います。とても参考になる分
科会報告でした。ワーカーズコープ主導の共同労働の話は、就労支援を行う者として大変興味深く聞かせていた
だきました。就労支援のほとんどが常用就職を目指して行われていますが、それとは異なった相談者(困窮者)本
人の状態や状況に忚じた就労をつくり出していくことが大切であると改めて感じることが出来ました。

【生活困窮者自立支援全国研究交流大会について　お気づきの点】

はじめてのオンライン開催でしたが、登壇者お一人お一人の話がしっかり聞けて、とても良かったと思います。で
も、シンポジウムでの意見交換がもう尐し聞きたかったです。これまで全国の支援員さんに会えることで元気をも
らっていたので、コロナ終息後は集まっての開催が出来るといいなと思いました。

コロナ禍において初の試みで事務局さんも大変だったと思います。ありがとうございました。感染拡大している状
況でWEB開催が出来て本当に良かったと感じています。内容全般として、元気をもらえるような会でとても良かっ
たです。この事業に携わっている皆さん、忚援してくださる教授や国の方もいて、心強く感じました。ネット環境の
影響で映像や音声が止まってしまうことがあり、残念な瞬間もありましたが、参加出来て有益でした。自分なりに
理解をし、地域づくりに活かしていきたいです。

オンライン開催ということで、移動せずに各県、各団体から参加出来ることが良かったです。コロナが収束しても
選択肢に入れてほしいです。ただ音声や画面共有の見えづらさなどは今後の課題かもしれません。画面資料だ
けで、資料が手元にない報告は理解が進みにくかったようにも感じました。

オンライン開催の研修ではありましたが、頑張っている仲間が全国にはたくさんいるんだと心強く感じました。まだ
まだコロナ禍、いつになると平常に戻れるか分かりませんが、この研修で得たものをこれからの仕事に活かした
いと思います。研修会、大変お世話になりました。ありがとうございました。

第7回 生活困窮者自立支援全国研究交流大会アンケート集計結果
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「一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク」の会員募集

　別紙趣意書のとおり、生活困窮者自立支援全国ネットワークを設立致しました。
　生活困窮者支援の体制が全国で構築されるに当たり、幅広い各層の参加が大切と考えま
すので、是非、会員としてご参加いただけますようお願いいたします。

○生活困窮者自立支援制度の導入を踏まえ、現場で生活困窮者に対する支援に携わる支
援員（以下「支援員」）や学識経験者が、職種や所属等を超えて相互に交流し、資質の
維持・向上や関係者間の連携の確保を図るとともに、関連政策の推進を図っていくこと
を目的とする。

１．趣旨

（１）　生活困窮者自立支援制度における「自立相談支援事業」、「就労準備支援事業」、「就
労訓練事業」、「一時生活支援事業」、「家計相談支援事業」または「学習等支援事業」
などに携わる支援員若しくは学識研究者、行政関係者であって、本ネットワークの
趣旨に賛同する個人を社員および会員とし、応援する団体を賛助団体とする組織と
する。

（２）　本ネットワークは、社員および会員からの会費収入、賛助団体からの会費および
特別会費等によって運営するものとする。

２．組織

（１）「全国研究交流大会」の開催
　全国の支援員や学識経験者、行政関係者等幅広い関係者が集い、現場の活動を踏
まえた研究発表やシンポジウム、ワークショップなどによる意見交換、政策提言を
行うことを目的として「全国研究交流大会」を定期的（年１回程度）に開催する。

（２）支援員に対する「実践的研修セミナー（仮称）」の開催及び情報交換等
　現任の支援員を対象に「実践的研修セミナー」の開催（全国各地で複数回開催）
及び情報交換等、支援員の実践的な能力と資質向上を目指す。

（３）行政等に対する政策提言など
　生活困窮者自立支援の現場の意見を集約し、必要に応じて行政等に対して政策提
言を行う。

（４）その他前各号に掲げる事業に付帯又は関連する事業

３．主な活動内容
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一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク
会員加入申込書

「一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク」事務局　御中
「一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク」の趣旨に賛同し、会員の申込みをおこない、
年会費３，０００円の支払いに同意します。

（ふりがな）
氏　　名

住　　所
（郵送先）

宛名：

（所属先などに郵送する場合はそちらをご記入ください。）

住所：〒　　　　-

連 絡 先
電話番号

TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　携帯

電話連絡の優先（どちらかに○）　　　TEL優先　　　携帯優先

連 絡 用
メールアドレス

令和　　　　　年　　　　月　　　　日

〈連絡先〉
　一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク　事務局長　行岡みち子
　　〒169-0072　東京都新宿区大久保2-4-15　サンライズ新宿３Ｆ
　　　ＴＥＬ 03-3232-6131（問い合わせは 092-481-6873 にお願いします。）
　　　ＦＡＸ 092-481-7886

※加入申込書はFAXかメールでお願いします。
メールの送り先は info@life-poor-support-japan.net です。

※入会金、会費は、下記に振込みをお願いします。
会員期間は事業年度（10/1～9/30）となります。大会に参加される場合は、大会参
加費から会費を振り替えますので、別途支払われる必要はありません。
　　福岡銀行　博多駅前支店（店番231）普通3236280
　　一般社団法人　生活困窮者自立支援全国ネットワーク　事務局長　行岡みち子
・年会費は３，０００円です。（年会費以外に、カンパにもご協力いただける場合は、

下記に金額をご記入ください。）
・会費等の振込みの際は会員氏名でお願いします。上記に記載のない団体名などで振り

込まれる場合は、事前に事務局までご連絡いただきますようお願い致します。

振込金額 年会費　３，０００円 カンパ金                      円 合計                          円
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〒169-0072
東京都新宿区大久保2－4－15　サンライズ新宿３階
TEL　03-3232-6131 FAX　092-481-7886
E-mail  info@life-poor-support-japan.net
URL  https://www.life-poor-support-japan.net/

編集／全国コミュニティライフサポートセンター
デザイン・印刷／東北紙工株式会社

＜役員＞
役職 氏  名 所  属

代表理事 岡﨑 誠也 ⾼知市⻑
代表理事 宮本 太郎 中央大学
代表理事 奥田 知志 認定NPO法人  抱樸 

理事 池田  徹 社会福祉法人 生活クラブ風の村
理事 櫛部 武俊 一般社団法人 釧路社会的企業創造協議会
理事 渋谷 篤男 日本社会事業大学専門職大学院
理事 生水 裕美 野洲市役所
理事 髙橋 良太 社会福祉法人 全国社会福祉協議会
理事 田嶋 康利 日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会
理事 新里 宏二 新里・鈴木法律事務所
理事 ⻄岡 正次 Aʼワーク創造館（大阪地域職業訓練センター）
理事 原田 正樹 日本福祉大学
監事 駒村 康平 慶應義塾大学

事務局⻑ 行岡みち子 グリーンコープ生活協同組合連合会
事務局次⻑ 池田 昌弘 NPO法人  全国コミュニティライフサポートセンター

研修委員 谷口 仁史 NPO法人 NPOスチューデント・サポート・フェイス
研修委員 鈴木 晶子 特定非営利活動法人パノラマ

顧問 村木 厚子
顧問 鈴木 俊彦

一般社団法人 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 役員一覧


